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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 
評価対象事業年度 見込評価 第３期中長期目標期間（最終年度の実績見込を含む。） 

中長期目標期間 平成２５～２９年度 
 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 内閣総理大臣 
 法人所管部局 宇宙開発戦略推進事務局 担当課、責任者 宇宙開発戦略推進事務局、髙倉秀和参事官 

 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、河田浩樹課長 

主務大臣 総務大臣 
 法人所管部局 情報通信国際戦略局 担当課、責任者 宇宙通信政策課、翁長久課長 
 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、平野真哉課長 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 宇宙開発利用課、谷広太課長 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、松岡謙二課長 
主務大臣 経済産業大臣 
 法人所管部局 製造産業局 担当課、責任者 宇宙産業室、靏田将範室長 
 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、三浦聡課長 

 
３．評価の実施に関する事項 
平成２９年６月１６日 文部科学省宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ調布航空宇宙センター）。 

平成２９年６月２２日 文部科学省宇宙航空研究開発機構部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ相模原キャンパス）。 

平成２９年６月２３日 文部科学省宇宙航空研究開発機構部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ筑波宇宙センター）。 

平成２９年６月２７日 総務省・文部科学省による国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）業務実績に係る合同ヒアリングを実施。 

平成２９年６月３０日 経済産業省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成２９年７月 ６日 文部科学省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成２９年７月 ７日 内閣府によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成２９年７月１１日 総務省によるＪＡＸＡ業務実績に係るヒアリングを実施。 

平成２９年７月２０日 内閣府宇宙航空研究開発機構分科会における意見聴取。 

平成２９年７月２４日 経済産業省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成２９年７月２５日 総務省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成２９年７月２６日 文部科学省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

平成２９年８月 ３日 総務省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

平成２９年８月 ３日 文部科学省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

 

〔内閣府宇宙政策委員会宇宙航空研究開発機構分科会構成員：山川宏委員（京都大学生存圏研究所宇宙圏航行システム工学分野教授）、田辺国昭臨時委員（東京大学大学院法学政治学研究科・公共政策大学

院教授）、青木節子委員（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）、片岡晴彦臨時委員（元防衛省航空幕僚長）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授）、関淑子臨

時委員（付加価値技術研究所代表）〕 
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〔総務省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：梅比良正弘委員（茨城大学工学部教授）、知野恵子委員（読売新聞東京本社編集委員）、水野秀樹委員（東海大学工学部教授）、入澤雄太専

門委員（監査法人アヴァンティアパートナー）、生越由美専門委員（東京理科大学専門職大学院教授）、小塚荘一郎専門委員（学習院大学法学部法学科教授）、末松憲治専門委員（東北大学電気通信研究所教

授）、中須賀真一専門委員（東京大学大学院工学系研究科教授）、藤野義之専門委員（東洋大学理工学部教授）、藤本正代専門委員（富士ゼロックス株式会社パートナー）、矢入郁子専門委員（上智大学理工学

部准教授）〕 

 

〔文部科学省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：髙橋德行委員（トヨフジ海運株式会社代表取締役社長）、古城佳子委員（東京大学大学院総合文化研究科・教養学部教授）、白坂成功

臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント 研究科教授）、スティーブ・スクワイヤーズ臨時委員（コーネル大学教授）、黒田有彩臨時委員（株式会社アンタレス代表取締役）、永原裕子

臨時委員（日本学術振興会学術システム研究センター副所長）、平野正雄臨時委員（早稲田大学商学学術院教授）〕 

 

〔経済産業省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：芦邉洋司臨時委員（ＧＣＡ株式会社顧問）、大貫美鈴臨時委員（スペースフロンティアファンデーション、宇宙ビジネスコンサルタ

ント）、後藤高志委員（株式会社西武ホールディングス代表取締役社長）、坂下哲也臨時委員(一般財団法人日本情報経済社会推進協会電子情報利活用研究部部長)、多屋淑子臨時委員（日本女子大学教授）、

吉村隆臨時委員(一般社団法人日本経済団体連合会産業技術本部長)〕 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
○宇宙基本計画（平成２７年１月９日宇宙開発戦略本部決定）を踏まえ、宇宙基本計画に掲げられた３つの政策目標に沿う形で、平成２７年３月に中長期目標、中長期計画の項目の組替等を実施。 

○平成２８年１２月１３日付けで、平成２８年度補正予算の使途を特定するための中長期計画の変更認可を行った。 
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様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定※ 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） Ａ 

評定に至った理由 法人全体の評価に示すとおり、全体として中長期計画に定められた以上の業務の進捗が認められるため。 

 
２．法人全体に対する評価 

第３期中長期目標期間において、我が国の宇宙開発の役割は大きく進化し、国の成長と発展及び安全保障、防災・減災に直結するようになり、ＪＡＸＡの使命は極めて重要なものとなった。このような状

況変化の中、項目別評定において、全てＢ以上を達成し全ての分野において着実な業務の進捗が見られるとともに、その中でさらに、Ｓが４項目、Ａが１２項目あり、「研究開発の成果の最大化その他の業

務の質の向上に関する事項」の項目やそれ以外の項目、それぞれの分野において顕著な成果が認められた。したがって、全体として中長期計画に定められた以上の業績の進捗が認められると総括する。 

特筆すべき点としては、新型のイプシロンロケットの開発等を成功させ、打上げ成功率をはじめ世界最高水準の運用実績を重ねた宇宙輸送システム、防災・環境保全・経済活動などにとって必要不可欠な

社会インフラとして発展した衛星リモートセンシング、世界初・世界最高水準の研究成果を創出した航空科学技術、について特に顕著な成果の創出が認められた。また、宇宙科学・探査、有人宇宙活動にお

いては、世界一級の研究成果の創出や宇宙ステーション補給機「こうのとり」（ＨＴＶ）及び日本実験棟「きぼう」（ＪＥＭ）の運用と積極的な利活用を通じ、我が国の国際的プレゼンス向上に大きく貢献し

ており、顕著な成果の創出が認められた。さらに、宇宙機の国際競争力強化において重要となる基盤部品開発等の国産化技術開発も進展しており、顕著な成果の創出が認められた。なお、平成２７年度には

Ｘ線天文衛星「ひとみ」（ＡＳＴＲＯ－Ｈ）の喪失事案が発生したが、ＪＡＸＡはプロジェクトマネジメント改革に着手するとともに、そのマネジメント対策を他のプロジェクトに水平展開し、再発防止に

取り組んだ。 

法人運営の面では、平成２７年度の国立研究開発法人への移行時に、本部制を部門制に改め、法人全体でプロジェクトを推進する組織再編に取り組み、研究開発成果の最大化に向けた体制を整えるとと

もに、平成２６年度に新たな宇宙基本計画が策定され、政府の安全保障政策や外交政策の転換等に対応するために行った柔軟な組織運営について、顕著な成果が認められ、将来的にも本取組の結果として

顕著な成果の創出が期待される。 

 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
○個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策の項目において、宇宙産業の振興、国際競争力強化という根幹的な課題の一層の前進のため、中心的に推進すべき技術開発を明確化し、産業界

とも連携の上で取り組んでいくことが必要と考える。（ｐ４２参照） 
○航空科学技術の項目において、知的財産の保護、技術の流出防止について、細心の対応が望まれる。（ｐ４５参照） 
○利用拡大のための総合的な取組の項目において、ＪＡＸＡの持つ様々な成果・財産を有効に活用するため、衛星データの利用促進に向けた環境整備をはじめとする新たなサービスやビジネスの創出・支援

に資する取組を通じて宇宙産業の裾野拡大へ貢献していくことが期待される。（ｐ４８参照） 
○国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進の項目において、イノベーションハブは、その研究成果自体も重要であるが、「イノベーションハブの仕組みを活用した人材育成活動」と捉えることも

できることから、民間企業に対し、ＪＡＸＡの高度な研究開発現場における実習を通じた人材育成と理解されるようなプロモーションも必要ではないかと考える。（ｐ５４参照） 
○内部統制・ガバナンスの強化の項目において、Ｘ線天文衛星「ひとみ」（ＡＳＴＲＯ－Ｈ）のミッション喪失という事案に対し、ＪＡＸＡはプロジェクトマネジメント改革に着手し、４つのマネジメント対

策に取り組んでいるが、ＳＳ－５２０－４号機の実験失敗の原因究明結果等も踏まえ、今後も引き続き信頼性の確保に努めていくことが重要である。（ｐ６７参照） 
○柔軟かつ効率的な組織運営の項目において、年度単位での成果は見えにくいが、全体として、ＪＡＸＡ法の改正や宇宙基本計画策定などの環境変化に対し、理事長の強いリーダーシップの下、中長期目標

期間を通じて体制を変革してきたことは高く評価できる。（ｐ７０参照） 
 
４．その他事項 

研究開発に関する審議会の

主な意見 

○研究開発成果の最大化を実現するためには、個人やチームのパフォーマンスの最大化が最重要。待遇面や職場環境、人事諸制度の改善をはじめ、様々な改革を行い、パフォー

マンスの最大化に取り組むことが期待される。 
○予算や人材の制約がある中で、経営と現場が一体となって効率化に取り組むことで、広範な宇宙航空関連の事業で多くの成果を上げていることは評価できるが、多額の費用を

投入している事業に関し、国民に対し明確な成果（アウトカム）を示すことが強く求められる。また、民間への事業移転やオープンイノベーションなど、ＪＡＸＡ外部の力を

活用する取組は緒についたところであり、これを加速していくことも重要である。 
○今後は、国際的な情報や民間からの情報収集・分析に基づく戦略がより一層求められることから、法人全体として調査分析・戦略立案機能の強化が重要である。 
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○第３期中長期目標期間は、ＪＡＸＡ法の改正や宇宙基本計画の策定など宇宙政策の転機となった期間であり、事業の多様化（科学技術の開発だけではなく外交・安全保障の点

からの要請に応える必要が出てきた）が一層求められる中、環境変化に対応するべく多くの成果をあげてきたと評価できる。 
○組織に関しては、中長期目標期間の途中に新たな宇宙基本計画の策定や国立研究開発法人への移行等の大きな政策転換のタイミングにおいて、理事長の指揮のもと、大胆な組

織改革を行い、全体として宇宙政策の実現に向けた適切な組織運営を進めてきたと評価できる。 
○今後も引き続き基盤整備や研究開発に取り組みつつ、産業界と連携して、その成果を産業振興につなげていくことを期待する。目標や評価指標の設定に当たっては、こうした

取組や成果が十分に評価されるよう検討いただきたい。 
○宇宙利用拡大は重要な課題であり、ＪＡＸＡが持つ様々な成果・財産を、いかに有効に活用していくかが重要。衛星データの利用促進に向けた環境整備を進めるとともに、ネ

ットワークの拡大等を通じ、新たなサービスやビジネスの創出・支援に資する取組を強化し、宇宙産業の裾野拡大に貢献していただきたい。 

監事の主な意見 特になし 
※  Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 

年度評価 
中長期目標

期間評価 項目別調

書№ 
備考欄 

 

中長期目標（中長期計画） 

年度評価 
中長期目標

期間評価 項目別

調書№ 
備考欄 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 
見込評価 

 ２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２８

年度 

２９

年度 
見込評価 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 １．宇宙安全保障の確保           １．内部統制・ガバナンスの強化   

Ｃ Ａ  Ｂ Ⅱ-1 - 
（１）衛星測位 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-1-1 -   （１）情報セキュリティ Ａ Ｂ 

（２）衛星リモートセンシング Ｓ Ｓ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-1-2 -   （２）プロジェクト管理 Ａ Ｂ 

（３）衛星通信・衛星放送 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-1-3 -   （３）契約の適正化 Ａ Ｂ 

（４）宇宙輸送システム Ｓ Ａ Ｓ Ｓ  Ｓ Ⅰ-1-4 -   ２．柔軟かつ効率的な組織運営 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ａ Ⅱ-2 - 

 （５）その他の取組 - - Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-1-5 -   ３．業務の合理化・効率化   

Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅱ-3 - 
２．民生分野における宇宙利用

の推進 
        

  
（１）経費の合理化・効率化 Ａ Ｂ 

（１）衛星測位 Ａ Ｂ Ｂ Ａ  Ａ Ⅰ-2-1 -   （２）人件費の合理化・効率化 Ａ Ｂ 

（２）衛星リモートセンシング Ｓ Ｓ Ａ Ａ  Ｓ Ⅰ-2-2 -   ４．情報技術の活用 Ｓ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅱ-4 - 

 （３）衛星通信・衛星放送 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-2-3 -  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 
（４）その他の取組 - - Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-2-4 - 

  Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含

む）、収支計画及び資金計画 
Ａ - 

Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅲ～Ⅶ 

Ⅲ.財務

内容の

改善に

関する

事項に

て評価 

３．宇宙産業及び科学技術の基

盤の維持・強化 
        

  
Ⅳ．短期借入金の限度額 - - 

（１）宇宙輸送システム Ｓ Ａ Ｓ Ｓ  Ｓ Ⅰ-3-1 - 

  Ⅴ．不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産がある場合に

は、当該財産の処分に関する計画 

- - 

（２）宇宙科学・探査 Ａ Ａ Ｃ Ａ  Ｂ Ⅰ-3-2 - 
  Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に

供しようとするときは、その計画 
- - 

 （３）有人宇宙活動 Ｓ Ｂ Ａ Ａ  Ａ Ⅰ-3-3 -   Ⅶ．剰余金の使途 - - 

 （４）宇宙太陽光発電 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-3-4 -  Ⅳ．その他の事項 

 （５）個別プロジェクトを支え

る産業基盤・科学技術基盤の

強化策 

- - Ｂ Ａ  Ａ Ⅰ-3-5 - 

  

１．施設・設備に関する事項 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅷ-1 - 

４．航空科学技術   

Ｓ Ｓ  Ｓ Ⅰ-4 - 

  ２．人事に関する計画 Ａ Ｂ Ａ Ｂ  Ａ Ⅷ-2 - 

（１）環境と安全に重点化した

研究開発 
Ｂ Ａ 

  
３．安全・信頼性に関する事項 Ａ Ｂ Ｃ Ｂ  Ｂ Ⅷ-3 - 

（２）航空科学技術の利用促進 Ａ Ｂ 
  ４．中長期目標期間を超える債務負

担 
- - - -  Ｂ Ⅷ-4 - 

 （３）技術基盤の強化及び産業

競争力の強化への貢献 
- - 

  
５．積立金の使途 - - - -  - Ⅷ-5 - 

 ５．横断的事項                    
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 （１）利用拡大のための総合的

な取組 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ａ Ⅰ-5-1 -            

 （２）調査分析・戦略立案機能

の強化 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-5-2 -            

 （３）基盤的な施設・設備の整備 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ａ Ⅰ-5-3 -            
 （４）国内の人的基盤の総合的

強化、国民的な理解の増進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ａ Ⅰ-5-4 -            

 （５）宇宙空間における法の支

配の実現・強化 
Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ⅰ-5-5 -            

 （６）国際宇宙協力の強化 Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ⅰ-5-6 -            
 （７）相手国ニーズに応えるイ

ンフラ海外展開の推進 
Ａ Ｂ Ａ Ａ  Ａ Ⅰ-5-7 -            

 （８）情報開示・広報 Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ⅰ-5-8 -            
 （９）事業評価の実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ⅰ-5-9 -            

 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月３０日文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記のとおり。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％

以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業

務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－１ 衛星測位 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 - 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 

の一部 
29,219,852 

の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  

経常利益（千円） - - - -  

行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）衛星測位 

初号機「みちびき」につ

いては、内閣府において

実用準天頂衛星システム

の運用の受入れ準備が整

い次第、内閣府に移管す

る。 

世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

政府、民間の海外展開等

を支援するとともに、初

号機「みちびき」を活用し

（１）衛星測位 

初号機「みちびき」につ

いては、内閣府において

実用準天頂衛星システム

の運用の受入れ準備が整

い次第、内閣府に移管す

る。その移管までの期間、

初号機「みちびき」を維持

する。 

世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

政府、民間の海外展開等

【評価軸】 

世界的な衛星測位技術の進

展に対応し、利用拡大、利便

性の向上が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．初号機「みちびき」につ

いて、内閣府において実

用準天頂衛星システムの

準天頂衛星「みちびき」を社会に浸透させ、

さらに、世界トップクラスの研究開発を継続し

て中長期にわたる国の事業を技術で支え、将来

にわたる国のプロジェクトにつなげた。 

 

１．「みちびき」の社会浸透 

（１）初号機「みちびき」については、前中期

計画期間より引き続き、JAXA による運用を終

えるまでの平成 29（2017）年 2 月 28 日まで

の間、健全な機能・性能を維持し、測位信号

を安定的に提供した。平成 29 年 2 月 28 日に

「みちびき」は内閣府へ移管され、JAXA 研究

開発衛星として初めて政府の実用ミッション

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○準天頂衛星「みちびき」が

社会に浸透したこと、ま

た、精密軌道・クロック推

定システムに関する、世

界トップクラスの研究開

発成果が実用化されたこ

とは、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成

果であると評価する。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

自己評価ではA 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機につ

いて、内閣府に移管されるまでの間、

JAXA において健全な機能・性能を維

－ 
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た利用技術や屋内測位、

干渉影響対策など測位衛

星関連技術の研究開発に

引き続き取り組む。 

を支援するとともに、初

号機「みちびき」を活用し

た利用技術や屋内測位、

干渉影響対策など測位衛

星関連技術の研究開発に

引き続き取り組む。 

運用の受入れ準備が整い

次第、内閣府に移管する。 

２．内閣府に移管するまで

の期間、初号機「みちび

き」を維持する。 

３．世界的な衛星測位技術

の進展に対応し、利用拡

大、利便性の向上を図り、

政府、民間の海外展開等

を支援する。 

４．初号機「みちびき」を活

用した利用技術や屋内測

位、干渉影響対策など測

位衛星関連技術の研究開

発に引き続き取り組む。 

を担うこととなった。 

（２）測位信号の提供は、高い稼働率を維持し

つつ（仕様 95%以上に対して 99%以上）、測位

信号の精度指標である SIS-URE（※1）は、JAXA

の長期的な運用期間を通じて改善が図られ、

40cm という高い精度を達成した。これは、

年々向上する GPS の精度（平均約 60cm）と比

較しても優れたものとなっている。  

（３）安定的に高精度な測位信号を提供する

JAXA の運用実績やユーザインタフェースを

解説したドキュメント（英語版）の早期公開

により、当初（平成 24 年）はチップベンダー

4 社（全 11 社中）の対応であったが、平成 27

（2015）年から世界の主要なチップベンダー

全て（合併等により 11 社から 9社に集約）が

「みちびき」対応製品をラインナップするに

至った。また、この間多数の「みちびき」対

応製品が販売され続けており、「みちびき」利

用が社会に浸透している。 

 

２．世界トップクラスの研究開発成果の実用化 

（１）JAXA が研究開発した複数 GNSS（※2）対

応の精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の精度改善・品質強化を行い、軌

道推定精度は後処理 2.39cm、リアルタイム

6cm 以下と世界的にも高い精度を安定的に維

持した。 

（２）MADOCA アルゴリズムは内閣府の実用準天

頂衛星システムにおける衛星測位サービスの

軌道時刻推定予報システムに採択された。ま

た、2 号機以降のセンチメータ級補強サービ

スの実証用データチャネルの活用として、

MADOCA ベースの補強情報をセンチメータ実

証機関により配信することが内閣府において

検討されている。 

 

※1 SIS-URE：Signal in Space User range 

error の略。衛星の軌道、時刻。 

※2 GNSS：全球測位衛星システム、Global 

Navigation Satellite System の略。 

 

した業務は全て計画通り

に実施し、中長期計画及

び中長期目標は達成され

る見込みである。 

持し、測位信号を安定的に供給する

とともに、平成 29 年 2月に内閣府へ

円滑に移管したことは評価できる。 

 

○精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の継続的な精度改善・品

質強化を図ることで、諸外国の衛星

測位システムと遜色のない高い精度

を達成したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後は、安全保障分野における「み

ちびき」の利用拡大を進めていくこ

とが期待される。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-2、9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0239、0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 
の一部 

29,219,852 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）衛星リモートセン

シング 

我が国の安全保障体

制の強化のため、衛星リ

モートセンシングの利

活用に係る政府の検討

を支援するとともに、そ

の検討結果を踏まえ、リ

モートセンシング衛星

の開発等を行う。 

我が国の技術的強み

を生かした先進光学衛

星及び先進レーダ衛星

（２）衛星リモートセンシ

ング 

我が国の安全保障体制

の強化のため、衛星リモー

トセンシングの利活用に

係る政府の検討を支援す

るとともに、その検討結果

を踏まえ、リモートセンシ

ング衛星の開発等を行う。 

具体的には、データ中継

技術衛星（DRTS）、陸域観測

技術衛星 2 号（ALOS-2）、

超低高度衛星技術試験機

【評価軸】 

リモートセンシングの

利活用に係る政府の検

討を支援するととも

に、その検討結果を踏

まえ、リモートセンシ

ング衛星の開発等を行

うことにより、我が国

の安全保障体制の強化

に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

１．衛星データ利用の拡大 

（１）平成 26（2014）年 2月に日米協力による全球降水観測衛

星計画（GPM）、同年 5 月に陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2

号」（ALOS-2）が打上げられ、それまでの衛星も含めて、衛星

データ利用が年平均で約 2倍に拡大した。特に、民間企業と

連携した利用技術の開発や市場開拓により、ALOS 観測データ

を利用した全世界デジタル 3D 地図（AW3D）や、水循環変動観

測衛星「しずく」（GCOM-W）、GPM/DPR 等の複数衛星データを

活用した衛星全球降水マップ（GSMaP）が、これまでにない

様々な利用分野に波及するなど、JAXA が所有する観測データ

や付加価値データを新たな分野の民生利用に展開し、宇宙産

業の裾野を広げた。（※1）～（※5） 

（例 1）平成 25（2013）年 3 月から 29（2017）年 2月にかけて、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予定した

業務は全て実施し、中長期計

画及び中長期目標は達成さ

れる見込みである。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施され

たと認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成26年 5月に打ち上げられ

た陸域観測技術衛星 2 号「だ

いち 2号」（ALOS-2）をはじめ

とする衛星のデータ利用が年

平均で約 2 倍に拡大したこと

は評価できる。 

－ 
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の開発等を行う。 

また、各種の人工衛星

を試験的に活用する等

により、海洋状況把握

（MDA）への宇宙技術の

活用について、航空機や

船舶、地上インフラ等と

の組み合わせや米国と

の連携等を含む総合的

な観点から政府が行う

検討を支援する。 

政府における画像デ

ータの取扱いに関する

データポリシーの検討

を踏まえ、データ配布方

針を適切に設定する。 

我が国の宇宙インフラ

の抗たん性・即応性の観

点から、特定領域の頻繁

な観測が可能な即応型

の小型衛星等について、

政府が行うその運用上

のニーズや運用構想等

に関する調査研究を支

援する。 

（SLATS）、先進光学衛星に

係る研究開発・運用を行う

とともに、先進レーダ衛

星、先進光学衛星の後継機

をはじめとする今後必要

となる衛星のための要素

技術の研究開発等を行い、

また、安全保障・防災に資

する静止地球観測ミッシ

ョン、森林火災検知用小型

赤外カメラ等の将来の衛

星・観測センサに係る研究

を行う。これらのうち、陸

域 観 測 技 術 衛 星 2 号

（ALOS-2：L バンド合成開

口レーダによる防災、災害

対策、国土管理・海洋観測

等への貢献を目指す。）に

ついては、打ち上げを行

う。 

また、各種の人工衛星を

試験的に活用する等によ

り、海洋状況把握（MDA）へ

の宇宙技術の活用につい

て、航空機や船舶、地上イ

ンフラ等との組み合わせ

や米国との連携等を含む

総合的な観点から政府が

行う検討を支援する。 

衛星データの配布に当た

っては、政府における画像

データの取扱いに関する

データポリシーの検討を

踏まえ、データ配布方針を

適切に設定する。 

我が国の宇宙インフラ

の抗たん性・即応性の観点

から、特定領域の頻繁な観

測が可能な即応型の小型

衛星等について、政府が行

うその運用上のニーズや

運用構想等に関する調査

研究を支援する。 

なお、平成 27 年度補正

予算（第 1号）により追加

的に措置された交付金に

ついては、喫緊の課題への

対応として衛星による公

共の安全確保の一層の推

進のために措置されたこ

とを認識し、先進光学衛星

及び光データ中継衛星の

開発に充てるものとする。 

また、平成 28 年度補正

予算（第 2号）により追加

的に措置された交付金に

ついては、未来への投資を

実現する経済対策の一環

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．データ中継技術衛

星（DRTS）、陸域観測

技術衛星２号（ALOS-

2）、超低高度衛星技

術試験機（SLATS）、先

進光学衛星に係る研

究開発・運用を行う。

陸域観測技術衛星 2

号（ALOS-2）について

は、打ち上げを行う。 

２．先進レーダ衛星、先

進光学衛星の後継機

をはじめとする今後

必要となる衛星のた

めの要素技術の研究

開発等を行う。 

３．安全保障・防災に資

する静止地球観測ミ

ッション、森林火災

検知用小型赤外カメ

ラ等の将来の衛星・

観測センサに係る研

究を行う。 

４．各種の人工衛星を

試験的に活用する等

により、海洋状況把

握（MDA）への宇宙技

術の活用について、

航空機や船舶、地上

インフラ等との組み

合わせや米国との連

携等を含む総合的な

観点から政府が行う

検討を支援する。 

５．衛星データの配布

に当たって、政府に

おける画像データの

取扱いに関するデー

タポリシーの検討を

踏まえ、データ配布

方針を適切に設定す

る。 

６．我が国の宇宙イン

フラの抗たん性・即

応性の観点から、特

定領域の頻繁な観測

が可能な即応型の小

型衛星等について、

政府が行うその運用

上のニーズや運用構

想等に関する調査研

究を支援する。 

GCOM-W のユーザ登録数は 701 から 2,651（93 ヶ国）に増加

し、データ提供数も実質 2 倍以上に拡大、また、GSMaP のユ

ーザ登録数は 471 から 2,860（103 ヶ国）と大幅に増加した。

（※3）、（※4） 

（例 2）JAXA は自動処理アルゴリズムを開発し、（株）NTT デー

タと協働で、ALOS データを用いて全陸域の世界最高水準の 5m

格子、高さ精度 2.6m のデジタル 3D 地図（DSM）を整備した。

民間による DSM データを利用した事業化が平成 27 年度から

本格化して、ハザードマップの作成の他、風力発電所設計の

シミュレーション、映画や観光、娯楽分野などでも活用され

ている。（※4）、（※5） 

 

２．衛星データの社会インフラ化 

（１）ALOS-2 は防災機関が求める微小な地表変化・地殻変動の

情報を、高精度（安定して cm 級の精度）かつ迅速（当日～最

大 3日以内）に観測・監視することを実現した。これにより、

従来の地上及び航空機による観測・監視で課題となってい

た、①面的な監視、②広域の効率的・周期的な監視、③災害

発生時のアクセスが改善され、衛星データが、火山活動、洪

水・土砂災害、地震等の観測・監視手段として、国土地理院

（地震予知連）、気象庁（火山噴火予知連）、国土交通省の定

常業務に組み入れられ、発災後の状況把握だけでなく防災機

関の取るべきアクションを判断するための情報として定着

した。（※2） 

（例）火山噴火予知連絡会では、ALOS-2 の合成開口レーダ（SAR）

の解析データが定常的に利用されており、箱根や桜島の火山

活動の監視・評価、危険レベルの設定、入山規制、熊本地震

後の阿蘇山マグマシステムへの影響評価等、「防災機関の意

思決定等に無くてはならない情報の一つ」となっている。 

（２）GCOM-W は気象庁、NOAA、欧州中期予報センター（ECMWF）

をはじめ、多くの国の気象機関や海洋機関などで現業利用が

広まり、世界中の約 750 機関で利用がなされるようになった。

さらに、海上保安庁では日本周辺海域の船舶の航行安全及び

経済運航に資する情報として、漁業情報サービスセンター

（JAFIC）では漁場の把握・管理のために活用されており、衛

星データがなくてはならないものになってきた。 

（例）JAFIC の提供サービス「エビスくん」の利用者数は、GCOM-

W 打上げ前である平成 22（2010）年の約 370 隻から、打上げ

3 年後の 27（2015）年 6 月時点で約 660 隻に増加。JAFIC の

試算によると、利用者による効率的な漁船の操業により、年

間 40 億円程度の燃油の節約が図られている。（※3） 

 

３．衛星データが国際的な社会問題解決に活用 

（１）温室効果ガス観測衛星「いぶき」（GOSAT）では CO2 の観

測に加え、全球のメタン吸収排出量を世界に先駆けて算定

し、地域別、季節別の放出量の変化を明らかにした。さらに、

人為起源の CO2 について、国レベルで排出量の監視・検証を

衛星観測という共通のツールで実現できる可能性を世界で

初めて示した。今後パリ協定に基づき、各国が温室効果ガス

排出量の報告が義務づけられることから、GOSAT シリーズに

よる温室効果ガス排出量の監視・検証を世界的な標準とする

活動を政府とともに進めている。 

①気候変動に関する政府間パネル（IPCC）では、温室効果ガ

スの排出量／吸収量の算出・報告に関する「ガイドライン

文書」を 31（2019）年 5月に改訂する予定であり、各国が

国連に報告する排出量の妥当性検証ツールとして、衛星観

測がガイドライン文書に採用されるよう、環境省などによ

る働きかけが始まった。 

 

○「だいち 2号」については、防

災機関が求める微小な地表変

化・地殻変動情報の高精度か

つ迅速な観測・監視を実現し

たことで、火山活動、洪水・土

砂災害、地震等の観測・監視手

段として、国土地理院（地震予

知連）、気象庁（火山噴火予知

連）、国土交通省の定常業務に

組み入れられ、発災後の状況

把握だけでなく防災機関の取

るべきアクションを判断する

ための情報として定着した。

また、水循環変動観測衛星「し

ずく」（GCOM-W）は、海上保安

庁において、日本周辺海域の

船舶の航行安全及び経済運航

に資する情報として活用され

ている。このように、衛星デー

タが社会インフラとして着実

に定着したことは評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、防災対応に資する

先進光学衛星、先進レーダ衛

星の開発等を着実に推進する

ことが期待される。 
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として、21世紀型のインフ

ラ整備の推進のために措

置されたことを認識し、光

データ中継衛星及び先進

レーダ衛星の開発に充て

るものとする。 

（２）複数衛星のデータを利用した、世界トップレベルの時間

分解能、精度、更新頻度をもつ GSMaP を開発し、さらに、27

年より最新の「ひまわり 8号」データも活用した準リアルタ

イム（30 分毎に更新可能）の降水情報として「GSMaP_Now」の

提供を開始した。これにより、洪水予測に適用可能な雨量精

度や地上レーダの代替となり得るリアルタイム性を実現し

た。（※3） 

①洪水等の水災害による死者数の 80%以上がアジア・太平洋

地域に集中しているにもかかわらず、途上国では地上の雨

量計が不足しており、洪水予測が困難であった。この課題

を解決するために、パキスタンの防災機関が GSMaP を利用

した洪水予警報システムの運用を開始し、さらに、バング

ラデシュやフィリピンなどでも同様の洪水予測システム

の構築・運用が開始された。 

②気象庁が所有する地上の気象レーダの観測範囲外である

小笠原村では、村民や観光客に有益な降雨情報を提供する

ため、地上の気象レーダの代替として GSMaP_Now を使うこ

ととなった。南洋州島嶼国 6 か国の現地機関で同様の利用

が開始されるなど、海外での現地行政サービスに拡大し

た。 

 

※1 平成 25 年度宇宙開発利用大賞において、「宇宙を利用し

た漁場探索技術の確立と衛星利用海況情報の提供」（一般社

団法人 漁業情報サービスセンター）が内閣総理大臣賞を受

賞。 

※2 平成 26 年度 文部科学大臣表彰において、「水循環変動

観測衛星による高精度マイクロ波観測技術の開発」が科学

技術省を受賞。 

※3 平成 28 年度 文部科学大臣表彰において、「陸域観測技

術衛星 2 号による高精度地殻変動観測技術の開発」、「準リ

アルタイム衛星全球降水マップ技術の振興」が科学技術賞

を受賞。 

※4 第二回宇宙開発利用大賞（平成 28 年 3 月）において、

「全世界デジタル 3D 地図提供サービス」(株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・データ、一般社団法人リモート・センシング技術

センター)が内閣総理大臣賞を受賞、「地球観測データを活

用した天候インデックス保険の開発」（損害保険ジャパン日

本興亜株式会社、損保ジャパン日本興亜リスクマネジメン

ト株式会社）が内閣府特命担当大臣（宇宙政策）賞を受賞。 

※5 平成 29 年度文部科学大臣表彰において、「全世界デジタ

ル標高データによる地理空間情報基盤技術の振興」が科学

技術省を受賞。 

 

４．即応型の小型衛星等にかかる政府支援 

 現在、政府において最新技術動向に係る調査研究が実施され

ている。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－３ 衛星通信・衛星放送 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 
日本再興戦略 
科学技術基本計画 
科学技術イノベーション総合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 
事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 
の一部 

29,219,852 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）衛星通信・衛星放送 

将来に向けて大容量デ

ータ伝送に資する光衛星

通信技術の研究開発を行

う。特に、抗たん性が高く、

今後のリモートセンシン

グデータ量の増大及び周

波数の枯渇に対応する光

データ中継衛星について

開発を行う。 

（３）衛星通信・衛星放送 

大容量データ伝送かつ

即時性の確保に資する光

衛星通信技術の研究開発

を行う。特に、抗たん性が

高く、今後のリモートセン

シングデータ量の増大及

び周波数の枯渇に対応す

る光データ中継衛星につ

いて開発を行う。 

【評価軸】 

大容量データ伝送かつ即

時性の確保に向けた取り

組みが図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に

関する計画の達成状況等 

 

１．大容量データ伝送か

つ即時性の確保に資す

る光衛星通信技術の研

究開発を行う。特に、抗

たん性が高く、今後の

リモートセンシングデ

ータ量の増大及び周波

数の枯渇に対応する光

データ中継衛星につい

て開発を行う。 

 

光衛星通信技術の研究開発 

（１）世界最先端レベルの光衛星間通

信技術を獲得するため、米国や、先

行する欧州などの海外の技術動向

を見据えて段階的な開発計画を立

て、光衛星通信技術の研究開発を進

めた。 

（２）今後のリモートセンシング衛星

は高分解能化、大容量化に向かって

いることから、先進光学衛星や先進

レーダ衛星をはじめ、世界中で観測

される大容量データをリアルタイ

ムで伝送するための光データ中継

システムの開発を平成 27（2015）年

度に開始し、詳細設計を実施中。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28（2016）年度ま

でに予定した業務は全て実施し、中長

期計画及び中長期目標は達成される

見込みである。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○光衛星通信技術の研究開発や光デー

タ中継衛星の開発を着実に進めたこ

とは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、光データ中継衛星の開発

等を推進することが期待される。 

 

 

－ 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－４ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287、0288、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
打ち上げ成功

率（H-IIA/B） - 96.3% 96.9% 97.1% 97.4%  予算額（千円） - - 48,919,865 46,298,434  

過去 5 年の

On-time 打ち

上げ率 
- 91.6% 93.3% 93.3% 100%  決算額（千円） 211,177,437 

の一部 
207,856,661 

の一部 44,107,209 53,723,236  

 

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 160 約 150  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我

が国が必要とする時に、必

要な人工衛星等を、独自に

宇宙空間に打ち上げるため

に不可欠な手段であり、我

が国の基幹ロケットである

H-IIA ロケット、H-IIB ロケ

ット及びイプシロンロケッ

トの維持・運用並びに「新

型基幹ロケット」の開発を

はじめとして、今後とも自

（４）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我が国

が必要とする時に、必要な人工

衛星等を、独自に宇宙空間に打

ち上げるために不可欠な手段で

あり、我が国の基幹ロケットで

ある H-IIA ロケット、H-IIB ロ

ケット及びイプシロンロケット

の維持・運用並びに「新型基幹ロ

ケット」の開発をはじめとして、

今後とも自立的な宇宙輸送能力

を保持していく。具体的には、以

【評価軸】 

自立的な宇宙輸送能力

保持に向けた取り組み

が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

［液体ロケットシステ

１．宇宙輸送システムの自立性確保に

係る確実な進歩 

（１）昨今の宇宙基本計画工程表が示

す通り、連続打上げが必要となる背

景の中、継続的な信頼性・運用性向

上の取組みにより、世界水準を凌駕

する高い成功率・オンタイム率を維

持し（H-IIA/B ロケット打上げ成功

率 97.4%、過去 5年オンタイム成功

率 100%）、自立性を確実に確保する

とともに、前中期計画期間中の基幹

ロケットの打上げ機数 11 機と比較

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○継続的な信頼性、運用性向上の

取組みにより、基幹ロケットの

世界水準を凌駕する高い打上げ

成功率・オンタイム率を維持す

るとともに、打上げ設備の健全

性維持と、打上げ間隔の短縮を

図ることで、前中期期間の 2 倍

以上の打上げを確実に実施し、

基幹ロケット高度化開発による

商業衛星の打上げ成功により、

評定 S 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

－ 
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立的な宇宙輸送能力を保持

していく。 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシス

テム 

我が国の自立的な打

ち上げ能力の拡大及び

打ち上げサービスの国

際競争力の強化のため、

平成 32 年度の初号機の

打ち上げを目指し、ロケ

ットの機体と地上シス

テムを一体とした総合

システムとして「新型基

幹ロケット」の開発を着

実に推進する。 

また、現行の H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

ロケット」への円滑な移

行のための政府の検討

を支援する。 

H-IIAロケット及び H-

IIB ロケットについて

は、一層の信頼性の向上

を図るとともに、技術基

盤の維持・向上を行い、

世界最高水準の打ち上

げ成功率を維持する。 

H-IIA ロケットについ

ては、打ち上げサービス

の国際競争力の強化を

図る。 

 

イ．固体燃料ロケットシス

テム 

戦略的技術として重

要な固体燃料ロケット

システムについては、打

ち上げ需要に柔軟かつ

効率的に対応でき、低コ

ストかつ革新的な運用

性を有するイプシロン

ロケットの研究開発を

行うとともに、今後の打

ち上げ需要に対応する

ための高度化開発を行

う。 

また、安全保障、地球

観測、宇宙科学・探査等

の様々な衛星の打ち上

げニーズに対応し、「新

型基幹ロケット」の固体

ロケットブースターと

のシナジー効果を発揮

するとともに、H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

ロケット」への移行の際

に切れ目なく運用でき

下に取り組む。 

なお、平成 26 年度補正予算

（第 1 号）により追加的に措置

された交付金については、地方

への好循環拡大に向けた緊急経

済対策の一環として災害・危機

等への対応のために措置された

ことを認識し、ロケットの信頼

性向上に必要な技術開発に充て

るものとする。 

また、平成27年度補正予算（第

1号）により追加的に措置された

交付金については、喫緊の課題

への対応として衛星による公共

の安全確保の一層の推進のため

に措置されたことを認識し、新

型基幹ロケットの開発及びロケ

ットの信頼性向上に必要な技術

開発に充てるものとする。 

また、平成28年度補正予算（第

2号）により追加的に措置された

交付金については、未来への投

資を実現する経済対策の一環と

して、21 世紀型のインフラ整備

の推進のために措置されたこと

を認識し、新型基幹ロケットの

開発に充てるものとする。 

 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシステム 

我が国の自立的な打ち上げ

能力の拡大及び打ち上げサー

ビスの国際競争力の強化のた

め、平成 32 年度の初号機の打

ち上げを目指し、ロケットの

機体と地上システムを一体と

した総合システムとして「新

型基幹ロケット」の開発を着

実に推進する。 

また、現行の H-IIA/B ロケ

ットから「新型基幹ロケット」

への円滑な移行のための政府

の検討を支援する。 

H-IIA ロケット及び H-IIB

ロケットについては、一層の

信頼性の向上を図るととも

に、技術基盤の維持・向上を

行い、世界最高水準の打ち上

げ成功率を維持する。 

H-IIAロケットについては、

打ち上げサービスの国際競争

力の強化を図る。そのため、

基幹ロケット高度化により、

衛星の打ち上げ能力の向上、

衛星分離時の衝撃の低減等に

係る研究開発及び実証並びに

相乗り機会拡大に係る研究開

発を行う。 

ム］ 

１．我が国の自立的な

打ち上げ能力の拡大

及び打ち上げサービ

スの国際競争力の強

化のため、平成 32 年

度の初号機の打ち上

げを目指し、ロケッ

トの機体と地上シス

テムを一体とした総

合システムとして

「新型基幹ロケッ

ト」の開発を着実に

推進する。 

２．現行の H-IIA/B ロ

ケットから「新型基

幹ロケット」への円

滑な移行のための政

府の検討を支援す

る。 

３．H-IIA ロケットにつ

いては、打ち上げサ

ービスの国際競争力

の強化を図る。その

ため、基幹ロケット

高度化により、衛星

の打ち上げ能力の向

上、衛星分離時の衝

撃の低減等に係る研

究開発及び実証並び

に相乗り機会拡大に

係る研究開発を行

う。 

 

［固体燃料ロケットシ

ステム］ 

４．戦略的技術として

重要な固体燃料ロケ

ットシステムについ

ては、打ち上げ需要

に柔軟かつ効率的に

対応でき、低コスト

かつ革新的な運用性

を有するイプシロン

ロケットの研究開発

及び打ち上げを行

う。 

５．今後の打ち上げ需

要に対応するため、

打ち上げ能力の向上

及び衛星包絡域の拡

大のための高度化開

発を行う。 

６．安全保障、地球観

測、宇宙科学・探査等

の様々な衛星の打ち

上げニーズに対応

し、「新型基幹ロケッ

し、現行中長期計画期間では打上げ

需要が 2 倍以上に増加し、合計 23

機（平成 28（2016）年度までの実績

で 16 機）のロケットを打ち上げ【見

込み】、我が国の宇宙開発利用に大

きく貢献した。 

  特に、以下のリスク管理およびリ

スク低減への取組みにより、衛星顧

客が要望する日時での打上げの確

実性が更に増し、基幹ロケットの運

用性向上ならびに顧客サービスの

向上を図った。 

①発射整備作業および打上当日の

不具合を極少化するため、20 年

以上使用している「打上げ関連設

備」の状況分析・優先度評価を実

施して健全性を維持し、限られた

老朽化経費を最適なタイミング

で適切に執行することで、設備に

起因する不適合事案を最小限に

留め、連続オンタイム打上げに寄

与した。 

②前中期計画からの射場作業を踏

まえ、点検作業の自動化や作業期

間短縮に実績のある機材の適用

範囲を拡大するなど、作業実績等

を徹底的に再評価することで、打

上げ補修作業等の効率化を図り、

種子島における打上げ間隔の短

縮化を図った。 

③また、イプシロンロケット 2号機

打上げに際し、海上船舶危険解析

手法の改善により海上警戒区域

を試験機より縮小（面積比で約

1/5）させ、船舶の接近、進入リ

スク、即ち打上げ延期リスクの大

幅な低減を図った。 

（２）基幹ロケット高度化開発、高い

信頼性／オンタイム率維持の取組

みが高く評価され、海外衛星の打上

げ受注に繋がった。（H-IIA_F29 商

業衛星 Telstar（カナダ）打上げ、

UAE 火星探査機の打上げ受注） 

（３）イプシロンロケット試験機（「ひ

さき」搭載）および強化型（ジオス

ペース探査衛星「あらせ」（ERG））の

打上げ成功により、今後の打上げ需

要の増加が見込まれている小型衛

星への需要（含、小型科学、革新的

衛星技術実証）に対して適切に対応

し、H-IIA/B にイプシロンを加えた

「基幹ロケット」布陣により、大小

各種の衛星形態に対して自在性を

持って打上げが可能となった。 

 

２．輸送システムの抜本的刷新 

（１）基幹ロケット高度化開発による

商業衛星打上げ（平成 27（2015）年

我が国の宇宙開発利用に大きく

貢献し、我が国の宇宙輸送シス

テムの自立性確保に係る顕著な

成果を創出した。 

○基幹ロケット高度化開発によ

り、H-IIA ロケットの本格的な

国際市場への参入を可能とし、

海外衛星の打上げ受注に繋げ

た。また、世界初のロバストな

「飛行安全用航法センサ」の実

運用化により、追尾レーダの老

朽化更新費の削減に繋げるな

ど、「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果を創出す

るとともに、高度化開発成果を

反映して、コストダウンによる

国際競争力を高めた新型基幹ロ

ケット（H3）の開発に着手し、

民間の主体性を重視した「基本

協定」枠組みを導入して輸送シ

ステムの抜本的刷新に着手し

た。 

○なお、中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予定した業

務は全て実施し、中長期計画及

び中期⽬標は達成される⾒込み

である。 

 

功率を維持したことに加え、世界最

高水準のオンタイム率を達成・維持

し、自立性を確実に確保するととも

に、前中期目標期間と比較して、今

中長期目標期間での基幹ロケットの

打上げ需要が 2 倍以上に増加した中

で、各ロケットを確実に打ち上げた

ことは特に顕著な成果と言える。 

 

○特に、打上げ関連施設の状況を適切

に評価して健全性を維持しつつ、限

られた経費を効率的に執行し、施設

の運用や老朽化対策、保全等をする

ことにより、連続オンタイム打上げ

を成功させるとともに、徹底的な作

業の効率化・手法の改善を図ること

で、打上間隔の短縮や打上げ延期リ

スクの大幅な低減を実現し、前中期

目標期間から 2 倍以上に増加した打

上げ需要に確実に対応した点は特に

顕著な成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○H3 ロケットに当たっては、これまで

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

○新型の基幹ロケットの 1 つとして、

イプシロンロケットの開発に成功

し、2号機まで確実に打ち上げ、運用

を行っていることは高く評価でき

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、顧客ニーズに対応した確

実な打上げを実施することが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界最高水準の打上げ成功率及びオ

ンタイム成功率の達成見込、高度化

技術開発による衛星の打上げ対応可

能範囲の大幅な拡大、世界最高の衛

星低衝撃レベルの実現などにより、
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る将来の固体ロケット

の形態の在り方につい

て検討を行う。 

 

②打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システ

ムの抗たん性の観点か

ら政府が行う射場の在

り方に関する検討を支

援し、その結果を踏ま

え、機構が所有・管理す

る打ち上げ射場につい

て必要な措置を講じる。 

 

③即応型の小型衛星等の打

ち上げシステムに関する

検討 

即応型の小型衛星等

の運用上のニーズや運

用構想等に関する調査

研究と連携し、政府が行

う空中発射を含めた即

応型の小型衛星等の打

ち上げシステムの在り

方等に関する検討を支

援する。 

 

イ．固体燃料ロケットシステム 

戦略的技術として重要な固

体燃料ロケットシステムにつ

いては、打ち上げ需要に柔軟

かつ効率的に対応でき、低コ

ストかつ革新的な運用性を有

するイプシロンロケットの研

究開発及び打ち上げを行う。

今後の打ち上げ需要に対応す

るため、打ち上げ能力の向上

及び衛星包絡域の拡大のため

の高度化開発を行う。 

また、安全保障、地球観測、

宇宙科学・探査等の様々な衛

星の打ち上げニーズに対応

し、「新型基幹ロケット」の固

体ロケットブースターとのシ

ナジー効果を発揮するととも

に、H-IIA/B ロケットから「新

型基幹ロケット」への移行の

際に切れ目なく運用できる将

来の固体ロケットの形態の在

り方について検討を行う。 

 

②打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システムの抗

たん性の観点から政府が行う

射場の在り方に関する検討を

支援し、その結果を踏まえ、

機構が所有・管理する打ち上

げ射場について必要な措置を

講じる。 

 

③即応型の小型衛星等の打ち上

げシステムに関する検討 

即応型の小型衛星等の運用

上のニーズや運用構想等に関

する調査研究と連携し、政府

が行う空中発射を含めた即応

型の小型衛星等の打ち上げシ

ステムの在り方等に関する検

討を支援する。 

 

ト」の固体ロケット

ブースターとのシナ

ジー効果を発揮する

とともに、H-IIA/B ロ

ケットから「新型基

幹ロケット」への移

行の際に切れ目なく

運用できる将来の固

体ロケットの形態の

在り方について検討

を行う。 

 

［打ち上げ射場に関す

る検討］ 

７．我が国の宇宙シス

テムの抗たん性の観

点から政府が行う射

場の在り方に関する

検討を支援し、その

結果を踏まえ、機構

が所有・管理する打

ち上げ射場について

必要な措置を講じ

る。 

 

［即応型の小型衛星等

の打ち上げシステムに

関する検討］ 

８．即応型の小型衛星

等の運用上のニーズ

や運用構想等に関す

る調査研究と連携

し、政府が行う空中

発射を含めた即応型

の小型衛星等の打ち

上げシステムの在り

方等に関する検討を

支援する。 

 

【定量的指標】 

H-IIA ロケット及び H-

IIB ロケットの打ち上

げ成功率 

11 月）により、高緯度に位置する種

子島射場の打上能力のハンディキ

ャップを克服し、打上げ需要の対応

範囲を約 7%から約 50%に大幅に拡

大し、低衝撃分離部による世界一衛

星に優しい搭載環境を提供可能す

ることで、H-IIA ロケットの本格的

な国際市場への参入を可能とした。

本取組みは、国際競争力向上を目指

す H3 ロケットにとっても有効な手

段であり、H3 のプリカーサーとな

った。 

（２）H-IIA29 号機、H-IIB ロケット

6 号機およびイプシロンロケット 2

号機での飛行実証により、世界初の

ロバストな「飛行安全用航法セン

サ」の実運用化の目途を付け、追尾

レーダを使用しない、より簡素な打

上げシステムへと進化させるとと

もに、今後大規模な老朽化更新が必

要であった追尾レーダ局に関して、

更新判断のタイミングにて対応不

要となり、更新費削減（約 40 億）

の見通しを得た。 

（３）我が国の自立的な打上げ能力の

拡大及び国際競争力のあるロケッ

ト及び打上げサービスの実現に向

け、H3 の開発に着手した。開発に際

し、これまでと異なる官民分担の役

割での開発・運用として、民間の主

体性を重視した枠組みを「基本協

定」として規定し、運用段階におけ

るプライムコントラクタによる打

上げ輸送サービスの自立的な展開

責任（自らの判断によるロケット機

体システムの仕様変更や改良、受注

実現のための組織体制の構築等を

含む）を明示し抜本的に刷新を図っ

た。ロケットエンジン等の自立性確

保に欠かせないキー技術について

は JAXA が担当することで、我が国

の技術基盤の維持・活用が可能な体

制とした。 

 

国際的に高い評価と信頼を勝ち取る

ことに成功しており、特に顕著な成

果の創出と認められた。 

 

○打上げ頻度の増加や施設の老朽化が

進む中で、現場とマネジメント双方

において限られた資源を効率的に遣

う工夫をした上で、打上げの確実性

の向上が達成できた点も高く評価で

きた。 

 
４．その他参考情報 

特になし 



17 
  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－５ その他の取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 5 約 10  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）その他の取組 

我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を

確保するため、デブリ

との衝突等から国際宇

宙ステーション（ISS）、

人工衛星及び宇宙飛行

士を防護するために必

要となる宇宙状況把握

（SSA）体制についての

政府による検討を支援

する。また、日米連携に

基づく宇宙空間の状況

（５）その他の取組 

我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を

確保するため、デブリと

の衝突等から国際宇宙

ステーション（ISS）、人

工衛星及び宇宙飛行士

を防護するために必要

と な る 宇 宙 状 況 把 握

（SSA）体制についての

政府による検討を支援

する。また、日米連携に

基づく宇宙空間の状況

【評価軸】 

○宇宙情報把握（SSA）体制

についての政府による

検討の支援を行うこと

により、我が国の安全か

つ安定した宇宙開発利

用を確保に貢献したか。 

○宇宙の安全保障利用の

ため、機構の有する宇宙

技術や知見等に関し、防

衛省との連携を図れた

か。 

 

１．宇宙状況把握（SSA）の体制構築への貢献 

（１）JAXA が培ってきた宇宙状況把握（SSA）の

技術、並びに平成 25（2013）年度の日米両政府

間の「宇宙状況監視（SSA）了解覚書」に基づ

く米国防省統合宇宙運用センター（JSpOC）と

の情報・データ交換の継続的な実施などによ

り、SSA の重要性が高まり、政府は、26（2014）

年度の宇宙基本計画において、SSA の関連施設

及び防衛省や JAXA を始めとした関係政府機関

が一体となった運用体制を平成 30（2018）年代

前半までに構築することを決定した。 

（２）平成 27 年度より、JAXA は、我が国として

整備すべき SSA システムに求められる機能・性

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○今中長期目標期間中に、新た

に我が国における SSA の体

制構築が決定され、関連設

備・体制の整備を確実に推進

させた。 

○平成 25（2013）年の宇宙基本

計画の改定により「安全保

障・防災」への取り組みが重

点課題の一つとして位置づ

けられたことを契機に、26

（2014）年 3月に包括連携協

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間における新たな宇

宙基本計画の策定に当たり、技術的

側面から政府の宇宙状況把握（SSA）

－ 
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把握のために必要とな

る SSA 関連施設及び関

係政府機関等が一体と

なった運用体制の構築

に貢献する。 

宇宙の安全保障利用

のため、機構の有する

宇宙技術や知見等に関

し、防衛省との連携の

強化を図る。 

把握のために必要とな

る SSA 関連施設及び関係

政府機関等が一体とな

った運用体制の構築に

貢献する。 

宇宙の安全保障利用

のため、JAXA の有する宇

宙技術や知見等に関し、

防衛省との連携の強化

を図る。この一環とし

て、先進光学衛星に相乗

りさせることになって

いる防衛省の赤外線セ

ンサの衛星搭載等に関

し、防衛省の技術的知見

の蓄積を支援するほか、

保有する人工衛星の観

測データの防衛省によ

る利用の促進に貢献す

る。 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．宇宙状況監視（SSA）体

制についての政府によ

る検討を支援する。 

２．日米連携に基づく宇宙

空間の状況把握のため

に必要となる SSA 関連

施設及び関係政府機関

等が一体となった運用

体制の構築に貢献する。 

３．先進光学衛星に相乗り

させることになってい

る防衛省の赤外線セン

サの衛星搭載等に関し、

防衛省の技術的知見の

蓄積を支援する。 

４．保有する人工衛星の観

測データの防衛省によ

る利用の促進に貢献す

る。 

能、運用準備作業等に係る事項を提案すること

で、政府における SSA 体制整備に対し、技術的

側面から計画立案を支援した。また、JAXA は、

28 年度には、政府との調整を踏まえた JAXA の

SSA システム定義を行い、基本設計に着手した

ことで、我が国の SSA 関連施設・運用体制の構

築に向けた着実な推進をはかった。 

（３）また、米国が主催する多国間の SSA 国際合

同机上演習に防衛省等と共に初参加（平成 27

年度のオブザーバ参加を経て、28 年度に初の

正式参加）し、JAXA が関係府省と連携したこと

で、SSA 活動における我が国のプレゼンスを向

上させ、今後の技術力向上に向けた契機とし

た。 

 

２．防衛省との連携強化 

（１）防衛省との連携強化を図るために、平成 26

年 3月に防衛省技術研究本部（現防衛装備庁）

との間で包括連携協定を締結した。同協定に基

づき、航空分野での協力拡大（極超音速飛行技

術、滞空型無人航空機技術、ヘリコプター技術、

航空エンジン技術）に加え、新たに宇宙分野を

対象に研究協力（赤外線センサ技術関連（3

件）、有人宇宙分野の知見を活用した人間工学

技術）に着手し、連携協力を年々拡大させた。 

（２）平成 26 年度より JAXA 職員の出向、27 年

度より防衛省職員の受け入れという双方向で

の人材交流を開始するとともに、JAXA 理事長

や防衛技監を含む幹部間での連絡協議会、各研

究協力における関係技術者間での技術連絡会

など、常時・各階層での人的交流を拡大したこ

とで、より緊密な連携体制を構築した。 

（３）これらの連携拡大の結果、特に衛星分野に

おいては、防衛省の観測機器（2波長赤外線セ

ンサ）を JAXA の先進光学衛星（32（2020）年

度打ち上げ予定）に搭載することとなり、初の

防衛省との協力による衛星の開発・利用に取り

組むという連携関係の構築に至った。 

（４）加えて、防衛省が開発した F7 エンジンの

利用を前提とした技術実証用エンジン設備の

整備に当たって、防衛省として初めてとなる航

空機用エンジンの民間転用に必要となる業務

を積極的に行い、航空機用エンジンに係る革新

技術を国内で実証するための技術実証用エン

ジン設備の整備着手を実現し、我が国の航空機

産業の発展を通じた防衛生産・技術基盤への貢

献のみならず、今後の防衛省との連携・協力の

強化への布石を打つことができた。 

 

定を締結し、宇宙分野で初め

て研究協力を開始するとと

もに、人事交流を定常的なも

のとした。さらに、連携拡大

の結果、防衛省との協力によ

る初の衛星開発に取り組む

こととなるなど、防衛省との

連携強化を行ったことは、顕

著な成果であると評価する。 

○なお、中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予定した

業務は全て計画通り実施し、

中長期計画及び中長期目標

は達成される見込みである。 

 

体制整備に関する計画立案を支援す

るとともに、新たな宇宙基本計画の

中で我が国の SSA 体制構築が決定さ

れたことを踏まえ、JAXA が所有する

SSA関連の設備・体制の整備やSSA国

際合同机上演習参加を着実に行った

ことは評価できる。 

 

○平成 26 年 3 月に防衛装備庁との包

括連携協定を締結し、先進光学衛星

への 2 波長赤外線センサの相乗り搭

載をはじめ、宇宙分野における協力

分野の拡大を継続的に進めるととも

に、双方向の人事交流も定常的なも

のとし、緊密な連携体制を構築した

ことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙基本計画の「SSA 関連施設及び

防衛省や JAXA を始めとした関係政

府機関等が一体となった運用体制

を、平成 30 年代前半までに構築す

る」という方針を踏まえ、JAXA の今

中長期目標期間における成果は、上

記体制構築に向けた第一歩であるこ

とから、引き続き、体制構築等の着

実な推進が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○スペースデブリの衝突回避は喫緊の

重要な課題であることから、他国と

の協力を一層強化し、SSA 体制の維

持に貢献することが望まれる。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－１ 衛星測位 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 
の一部 

29,219,852 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  

経常利益（千円） - - - -  

行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価）  
 （１）衛星測位 

初号機「みちびき」に

ついては、内閣府におい

て実用準天頂衛星シス

テムの運用の受入れ準

備が整い次第、内閣府に

移管する。 

世界的な衛星測位技

術の進展に対応し、利用

拡大、利便性の向上を図

り、政府、民間の海外展

開等を支援するととも

に、初号機「みちびき」

（１）衛星測位 

初号機「みちびき」に

ついては、内閣府におい

て実用準天頂衛星シス

テムの運用の受入れ準

備が整い次第、内閣府に

移管する。その移管まで

の期間、初号機「みちび

き」を維持する。 

世界的な衛星測位技

術の進展に対応し、利用

拡大、利便性の向上を図

り、政府、民間の海外展

【評価軸】 

世界的な衛星測位技術の進

展に対応し、利用拡大、利便

性の向上が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、

各年度の業務運営に関する

計画の達成状況等 

 

１．初号機「みちびき」につ

いて、内閣府において実用

準天頂衛星システムの運

準天頂衛星「みちびき」を社会に浸透させ、

さらに、世界トップクラスの研究開発を継続し

て中長期にわたる国の事業を技術で支え、将来

にわたる国のプロジェクトにつなげた。 

 

１．「みちびき」の社会浸透 

（１）初号機「みちびき」については、前中期

計画期間より引き続き、JAXA による運用を終

えるまでの平成 29（2017）年 2 月 28 日まで

の間、健全な機能・性能を維持し、測位信号

を安定的に提供した。平成 29 年 2 月 28 日に

「みちびき」は内閣府へ移管され、JAXA 研究

開発衛星として初めて政府の実用ミッション

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○準天頂衛星「みちびき」が

社会に浸透したこと、ま

た、精密軌道・クロック推

定システムに関する、世

界トップクラスの研究開

発成果が実用化されたこ

とは、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成

果であると評価する。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○準天頂衛星「みちびき」初号機につ

いて、内閣府に移管されるまでの間、

JAXA において健全な機能・性能を維

持し、測位信号を安定的に供給する

とともに、平成 29 年 2月に内閣府へ

円滑に移管したことは評価できる。 

－ 
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を活用した利用技術や

屋内測位、干渉影響対策

など測位衛星関連技術

の研究開発に引き続き

取り組む。【再掲】 

開等を支援するととも

に、初号機「みちびき」

を活用した利用技術や

屋内測位、干渉影響対策

など測位衛星関連技術

の研究開発に引き続き

取り組む。【再掲】 

用の受入れ準備が整い次

第、内閣府に移管する。 

２．内閣府に移管するまでの

期間、初号機「みちびき」

を維持する。 

３．世界的な衛星測位技術の

進展に対応し、利用拡大、

利便性の向上を図り、政

府、民間の海外展開等を支

援する。 

４．初号機「みちびき」を活

用した利用技術や屋内測

位、干渉影響対策など測位

衛星関連技術の研究開発

に引き続き取り組む。 

を担うこととなった。 

（２）測位信号の提供は、高い稼働率を維持し

つつ（仕様 95%以上に対して 99%以上）、測位

信号の精度指標である SIS-URE（※1）は、JAXA

の長期的な運用期間を通じて改善が図られ、

40cm という高い精度を達成した。これは、

年々向上する GPS の精度（平均約 60cm）と比

較しても優れたものとなっている。  

（３）安定的に高精度な測位信号を提供する

JAXA の運用実績やユーザインタフェースを

解説したドキュメント（英語版）の早期公開

により、当初（平成 24 年）はチップベンダー

4 社（全 11 社中）の対応であったが、平成 27

（2015）年から世界の主要なチップベンダー

全て（合併等により 11 社から 9社に集約）が

「みちびき」対応製品をラインナップするに

至った。また、この間多数の「みちびき」対

応製品が販売され続けており、「みちびき」利

用が社会に浸透している。 

 

２．世界トップクラスの研究開発成果の実用化 

（１）JAXA が研究開発した複数 GNSS（※2）対

応の精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の精度改善・品質強化を行い、軌

道推定精度は後処理 2.39cm、リアルタイム

6cm 以下と世界的にも高い精度を安定的に維

持した。 

（２）MADOCA アルゴリズムは内閣府の実用準天

頂衛星システムにおける衛星測位サービスの

軌道時刻推定予報システムに採択された。ま

た、2 号機以降のセンチメータ級補強サービ

スの実証用データチャネルの活用として、

MADOCA ベースの補強情報をセンチメータ実

証機関により配信することが内閣府において

検討されている。 

 

※1 SIS-URE：Signal in Space User range 

error の略。衛星の軌道、時刻。 

※2 GNSS：全球測位衛星システム、Global 

Navigation Satellite System の略。 

 

した業務は全て計画通り

実施し、中長期計画及び

中期⽬標は達成される⾒
込みである。 

 

 

○精密軌道・クロック推定システム

（MADOCA）の継続的な精度改善・品

質強化を図ることで、諸外国の衛星

測位システムと遜色のない高い精度

を達成したことは評価できる。 

 

○中長期目標に定める「衛星測位技術

の利用拡大」を目指し、「みちびき」

初号機の運用実績やユーザインタフ

ェースの解説ドキュメントの早期公

開を行い、平成 27 年から世界の主要

な受信チップベンダーの対応割合

100%を達成した。また、平成 29 年度

には前項目の研究開発成果を活用し

た測位サービスを提供する新たな事

業会社が設立されるなど、「みちび

き」の利用を社会に浸透させること

に大きく貢献し、今後も様々な宇宙

システムや産業への波及効果に繋が

ることが期待され、これらは顕著な

成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後、民生分野において、さらなる

「みちびき」の利用拡大を進めるべ

く、様々な取組を行うことが期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○民間における利用拡大（市場拡大）

のため、より一層のアプリケーショ

ン開発等の推進が望まれる。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-2、9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0239、0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 
の一部 

29,219,852 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）衛星リモートセン

シング 

我が国の防災及び災

害対策の強化、国土管

理・海洋観測、リモート

センシング衛星データ

の利用促進、我が国宇宙

システムの海外展開に

よる宇宙産業基盤の維

持・向上、ASEAN 諸国等

の災害対応能力の向上

と相手国の人材育成や

課題解決等の国際協力

（２）衛星リモートセンシング 

①防災等に資する衛星の研究開

発等 

我が国の防災及び災害対策の

強化、国土管理・海洋観測、リモ

ートセンシング衛星データの利

用促進、我が国宇宙システムの海

外展開による宇宙産業基盤の維

持・向上、ASEAN 諸国等の災害対

応能力の向上と相手国の人材育

成や課題解決等の国際協力のた

め、衛星リモートセンシングの利

活用に係る政府の検討を支援す

【評価軸】 

関係府省と連携を取りつ

つ衛星リモートセンシン

グの利活用に関する政府

の支援の検討およびその

結果をもとにしたリモー

トセンシング衛星の開発

を通じ、防災、災害対策、

国土管理・海洋観測、リモ

ートセンシング衛星デー

タの利用促進、我が国宇宙

システム海外展開による

宇宙産業基盤の維持・向

１．衛星データ利用の拡大 

（１）平成 26（2014）年 2月に日米協力

による全球降水観測衛星計画（GPM）、

同年 5 月に陸域観測技術衛星 2 号「だ

いち 2号」（ALOS-2）が打上げられ、そ

れまでの衛星も含めて、衛星データ利

用が年平均で約 2倍に拡大した。特に、

民間企業と連携した利用技術の開発や

市場開拓により、ALOS 観測データを利

用した全世界デジタル 3D 地図（AW3D）

や、水循環変動観測衛星「しずく」

（GCOM-W）、GPM/DPR 等の複数衛星デー

タを活用した衛星全球降水マップ

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○今中長期目標期間中に GPM 

/DPR、ALOS-2 を打上げ、民

間企業との連携などによ

り、既存の衛星も含めて衛

星データの利用がほぼ倍

の規模に拡大した。 

○ALOS-2 は、防災機関と連携

して、発災後の状況把握は

基より予兆を検出して入

山規制などの事前対策に

活用され、また GCOM-W は気

評定 S 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 26 年 2 月の日米協力による全

球降水観測衛星計画（GPM）、平成 26

年 5 月の陸域観測技術衛星 2 号「だ

いち 2号」（ALOS-2）の開発を順調に

完了し、打ち上げるとともに、民間

企業と連携した利用技術の開発や市

－ 
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のため、衛星リモートセ

ンシングの利活用に係

る政府の検討を支援す

るとともに、その検討結

果を踏まえ、リモートセ

ンシング衛星の開発等

を行う。 

その際、データの継続

的提供により産業界の

投資の「予見可能性」を

向上させ、また関連技術

基盤を維持・強化する観

点から、切れ目なく衛星

を整備することに留意

し、我が国の技術的強み

を生かした先進光学衛

星及び先進レーダ衛星

の開発等を行う。また、

衛星データの利用拡大

について、官民連携によ

り取り組むことで衛星

運用を効率化するとと

もに、衛星データ利用技

術の開発や実証を行う。

また、リモートセンシン

グ衛星を活用すること

で、センチネルアジア等

に貢献する。 

「全球地球観測シス

テム（GEOSS）10 年実施

計画」に関する開発中の

衛星については継続し

て実施し、気候変動・水

循環変動・生態系等の地

球規模の環境問題のモ

ニタリング、モデリング

及び予測精度の向上に

貢献する。 

また、新たなリモート

センシング衛星の開発

及びセンサ技術の高度

化の検討に当たっては、

GEOSS新10年実施計画の

検討状況等を踏まえつ

つ、地球規模課題の解決

や国民生活の向上への

貢献など、出口を明確に

して進める。 

この際、複数の衛星間

でのバス技術の共通化

や、国際共同開発、人工

衛星へのミッション器

材の相乗り、他国との連

携によるデータ相互利

用、衛星以外の観測デー

タとの連携や、各分野の

大学の研究者等との連

携を図り、効果的・効率

るとともに、その検討結果を踏ま

え、リモートセンシング衛星の開

発を行う。 

その際、データの継続的提供に

より産業界の投資の「予見可能

性」を向上させ、また関連技術基

盤を維持・強化する観点から、切

れ目なく衛星を整備することに

留意し、我が国の技術的強みを生

かした先進光学衛星及び先進レ

ーダ衛星の開発等を行う。 

具体的には、データ中継技術衛

星（DRTS）、陸域観測技術衛星 2

号（ALOS-2）、超低高度衛星技術

試験機（SLATS）、先進光学衛星に

係る研究開発・運用を行うととも

に、先進レーダ衛星、先進光学衛

星の後継機をはじめとする今後

必要となる衛星のための要素技

術の研究開発等を行い、また、安

全保障・防災に資する静止地球観

測ミッション、森林火災検知用小

型赤外カメラ等の将来の衛星・観

測センサに係る研究を行う。これ

らのうち、陸域観測技術衛星 1号

（ALOS-2：L バンド合成開口レー

ダによる防災、災害対策、国土管

理・海洋観測等への貢献を目指

す。）については、打ち上げを行

う。【再掲】 

上記の衛星及びこれまでに運

用した衛星により得られたデー

タについては、国内外の防災機関

等のユーザへ提供する等その有

効活用を図る。また、衛星データ

の利用拡大について、官民連携へ

の取組みと衛星運用とを統合的

に行うことにより効率化を図る

とともに、衛星データ利用技術の

研究開発や実証を行う。 

さらに、これらの衛星運用やデ

ータ提供等を通じて、センチネル

アジア、国際災害チャータ等に貢

献する。 

なお、平成 27 年度補正予算（第

1 号）により追加的に措置された

交付金については、喫緊の課題へ

の対応として衛星による公共の

安全確保の一層の推進のために

措置されたことを認識し、先進光

学衛星及び光データ中継衛星の

開発に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 28 年度補正予算（第

2 号）により追加的に措置された

交付金については、未来への投資

を実現する経済対策の一環とし

て、21 世紀型のインフラ整備の

推進のために措置されたことを

上、ASEAN 諸国の災害対応

能力の向上と相手国の人

材育成や課題解決等の国

際協力に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［防災等に資する衛星等

の研究開発等］ 

１．データ中継技術衛星

（DRTS）、陸域観測技術衛

星2号（ALOS-2）、超低高

度 衛 星 技 術 試 験 機

（SLATS）、先進光学衛星

に係る研究開発・運用を

行う。陸域観測技術衛星

2 号（ALOS-2）について

は、打ち上げを行う。 

２．先進レーダ衛星、先進

光学衛星の後継機をはじ

めとする今後必要となる

衛星のための要素技術の

研究開発等を行う。 

３．安全保障・防災に資す

る静止地球観測ミッシ

ョン、森林火災検知用小

型赤外カメラ等の将来

の衛星・観測センサに係

る研究を行う。 

４．衛星により得られたデ

ータについて、国内外の

防災機関等のユーザへ

提供する等その有効活

用を図る。 

５．衛星データの利用拡大

について、官民連携への

取組みと衛星運用とを統

合的に行うことにより効

率化を図るとともに、衛

星データ利用技術の研究

開発や実証を行う。 

６．衛星運用やデータ提供

等を通じて、センチネル

アジア、国際災害チャー

タ等に貢献する。 

 

［衛星による地球環境観

測］ 

７．「全球地球観測システ

ム（GEOSS）10 年実施計

画」に関する開発中の衛

星について、継続して実

施する。具体的には、気

候変動・水循環変動・生

態系等の地球規模の環

（GSMaP）が、これまでにない様々な利

用分野に波及するなど、JAXA が所有す

る観測データや付加価値データを新た

な分野の民生利用に展開し、宇宙産業

の裾野を広げた。（※1）～（※5） 

（例 1）平成 25（2013）年 3 月から 29

（2017）年 2月にかけて、GCOM-W のユ

ーザ登録数は 701 から 2,651（93 ヶ国）

に増加し、データ提供数も実質 2 倍以

上に拡大、また、GSMaP のユーザ登録数

は 471 から 2,860（103 ヶ国）と大幅に

増加した。（※3）、（※4） 

（例 2）JAXA は自動処理アルゴリズムを

開発し、（株）NTT データと協働で、ALOS

データを用いて全陸域の世界最高水準

の 5m 格子、 高さ精度 2.6m のデジタル

3D 地図（DSM）を整備した。民間による

DSM データを利用した事業化が平成 27

年度から本格化して、ハザードマップ

の作成の他、風力発電所設計のシミュ

レーション、映画や観光、娯楽分野な

どでも活用されている。（※4）、（※5） 

 

２．衛星データの社会インフラ化 

（１）ALOS-2 は防災機関が求める微小な

地表変化・地殻変動の情報を、高精度

（安定して cm 級の精度）かつ迅速（当

日～最大 3 日以内）に観測・監視する

ことを実現した。これにより、従来の

地上及び航空機による観測・監視で課

題となっていた、①面的な監視、②広

域の効率的・周期的な監視、③災害発

生時のアクセスが改善され、衛星デー

タが、火山活動、洪水・土砂災害、地

震等の観測・監視手段として、国土地

理院（地震予知連）、気象庁（火山噴火

予知連）、国土交通省の定常業務に組み

入れられ、発災後の状況把握だけでな

く防災機関の取るべきアクションを判

断するための情報として定着した。（※

2） 

（例）火山噴火予知連絡会では、ALOS-2

の合成開口レーダ（SAR）の解析データ

が定常的に利用されており、箱根や桜

島の火山活動の監視・評価、危険レベ

ルの設定、入山規制、熊本地震後の阿

蘇山マグマシステムへの影響評価等、

「防災機関の意思決定等に無くてはな

らない情報の一つ」となっている。 

（２）GCOM-W は気象庁、NOAA、欧州中期

予報センター（ECMWF）をはじめ、多く

の国の気象機関や海洋機関などで現業

利用が広まり、世界中の約 750 機関で

利用がなされるようになった。さらに、

海上保安庁では日本周辺海域の船舶の

航行安全及び経済運航に資する情報と

して、漁業情報サービスセンター

（JAFIC）では漁場の把握・管理 のた

象庁、米国 NOAA などの世界

の主要な気象機関などで

現業利用されるなど、衛星

データが社会インフラ化

した。 

○GOSAT による国別の二酸化

炭素排出量の把握、衛星全

球降水マップが世界の降

水把握および洪水対策に

活用されるなど、衛星デー

タが国際的な社会問題解

決に活用されるようにな

った。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

した業務は全て実施し、中

長期計画及び中期⽬標は

達成される⾒込みである。 

場開拓により、これまでにない様々

な分野に衛星データ利用が波及し、

既存の衛星も含め衛星のデータ利用

が年平均で約 2 倍に拡大するなど、

衛星データの新分野での民生利用の

展開及び宇宙産業の裾野拡大に大き

く貢献したことは、特に顕著な成果

と言える。 

 

○「だいち 2 号」については、防災機

関が求める微小な地表変化・地殻変

動情報の高精度かつ迅速な観測・監

視を実現したことで、火山活動、洪

水・土砂災害、地震等の観測・監視

手段として、国土地理院（地震予知

連）、気象庁（火山噴火予知連）、国

土交通省の定常業務に組み入れら

れ、発災後の状況把握だけでなく防

災機関の取るべきアクションを判断

するための情報として定着した。ま

た、水循環変動観測衛星「しずく」

（GCOM-W）は、気象庁、NOAA、欧州

中期予報センター（ECMWF）をはじめ、

世界中の約 750 機関で利用されるよ

うになった。さらに、漁業情報サー

ビスセンター（JAFIC）においては、

漁場の把握・管理になくてはならな

いものとして衛星データが活用され

ている。このように、民生分野にお

いて、中長期目標で定める衛星デー

タ利用技術の開発や実証に留まら

ず、利用拡大の取組により、衛星デ

ータが社会インフラとして不可欠な

ものとなったことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」

（GOSAT）による国別の二酸化炭素排

出量の把握、GSMaP が世界の降水把

握及び洪水対策に活用されるなど、

衛星データが世界規模課題の解決に

活用されるようになったことは高く

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、先進光学衛星や先進レー

ダ衛星等の開発を推進するととも

に、民間事業者と連携しながら衛星

データの一層の利用拡大に努めるこ

とが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界の様々な地域において自然災害

が頻発している現状において、衛星

リモートセンシング技術の向上は、

国内のみならず国際的な災害予防対

策に貢献できることから、国際協力

などの外交的な手段としての一層の
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的に取組を進める。 

また、各種の人工衛星

を試験的に活用する等

により、MDA への宇宙技

術の活用について、航空

機や船舶、地上インフラ

等との組み合わせや米

国との連携等を含む総

合的な観点から政府が

行う検討を支援する。

【再掲】 

政府における画像デ

ータの取扱いに関する

データポリシーの検討

を踏まえ、データ配布方

針を適切に設定する。

【再掲】 

認識し、光データ中継衛星及び先

進レーダ衛星の開発に充てるも

のとする。【再掲】 

 

②衛星による地球環境観測 

「全球地球観測システム（GEOSS）

10 年実施計画」に関する開発中

の衛星については継続して実施

する。具体的には、気候変動・水

循環変動・生態系等の地球規模の

環境問題の解明に資することを

目的に、 

（ ａ ） 熱 帯 降 雨 観 測 衛 星

（TRMM/PR） 

（ｂ）温室効果ガス観測技術衛星

（GOSAT） 

（ｃ）水循環変動観測衛星（GCOM-

W） 

（ｄ）陸域観測技術衛星２号

（ALOS-2） 

（ｅ）全球降水観測計画／二周波

降水レーダ（GPM/DPR） 

（ｆ）雲エアロゾル放射ミッショ

ン／雲プロファイリングレー

ダ（EarthCARE/CPR） 

（ｇ）気候変動観測衛星（GCOM-

C） 

（ｈ）温室効果ガス観測技術衛星

2 号（GOSAT-2） 

に係る研究開発・運用を着実に行

う。これらのうち、陸域観測技術

衛星 2号（ALOS-2：L バンド合成

開口レーダによる森林変化の把

握等への貢献を目指す。）、全球降

水観測計画／二周波降水レーダ

（GPM/DPR）及び気候変動観測衛

星（GCOM-C：多波長光学放射計に

よる雲、エアロゾル、海色、植生

等の観測を目指す。）については、

打ち上げを行う。雲エアロゾル放

射ミッション／雲プロファイリ

ングレーダ（EarthCARE /CPR）に

ついては、海外の協力機関に引き

渡し、打ち上げに向けた支援を行

う。また、温室効果ガス観測技術

衛星２号（GOSAT-2）については、

本中長期目標期間中の打ち上げ

を目指した研究開発を行う。 

上記の衛星及びこれまでに運

用した衛星により得られたデー

タを国内外に広く使用しやすい

形で提供することにより、地球環

境のモニタリング、モデリング及

び予測の精度向上に貢献する。 

また、新たなリモートセンシン

グ衛星の開発及びセンサ技術の

高度化の検討に当たっては、

GEOSS 新 10 年実施計画の検討状

境問題の解明に資する

ことを目的に、以下の衛

星に係る研究開発・運用

を行う。 

（ａ）熱帯降雨観測衛星

（TRMM/PR） 

（ｂ）温室効果ガス観測技

術衛星（GOSAT） 

（ｃ）水循環変動観測衛星

（GCOM-W） 

（ｄ）陸域観測技術衛星２

号（ALOS-2） 

（ｅ）全球降水観測計画／

二 周 波 降 水 レ ー ダ

（GPM/DPR） 

（ｆ）雲エアロゾル放射ミ

ッション／雲プロファ

イリングレーダ（Earth 

CARE/CPR） 

（ｇ）気候変動観測衛星

（GCOM-C） 

（ｈ）温室効果ガス観測技

術衛星 2 号（GOSAT-2） 

８．陸域観測技術衛星 2号

（ALOS-2）について、打

上げを行う。 

９．全球降水観測計画／二

周 波 降 水 レ ー ダ

（GPM/DPR）及び気候変

動観測衛星（GCOM-C）に

ついて、打上げを行う。 

１０．雲エアロゾル放射ミ

ッション／雲プロファ

イリングレーダ（Earth 

CARE/CPR）について、海

外の協力機関に引き渡

し、打上げに向けた支援

を行う。 

１１．温室効果ガス観測技

術衛星 2 号（GOSAT-2）

については、本中長期目

標期間中の打上げを目

指した研究開発を行う。 

１２．地球環境観測に係る

衛星により得られたデ

ータを国内外に広く使

用しやすい形で提供す

ることにより、地球環境

のモニタリング、モデリ

ング及び予測の精度向

上に貢献する。 

１３．衛星・観測センサの

研究開発やデータ利用

に当たっては、他国との

共同開発や、他国との連

携によるデータ相互利

用を進めるとともに、衛

星以外の観測データと

めに活用されており、衛星データがな

くてはならないものになってきた。 

（例）JAFIC の提供サービス「エビスく

ん」の利用者数は、GCOM-W 打上げ前で

ある平成 22（2010）年の約 370 隻から、

打上げ 3 年後の 27（2015）年 6月時点

で約 660 隻に増加。JAFIC の試算によ

ると、利用者による効率的な漁船の操

業により、年間 40 億円程度の燃油の節

約が図られている。（※3） 

 

３．衛星データが国際的な社会問題解決

に活用 

（１）温室効果ガス観測衛星「いぶき」

（GOSAT）では CO2 の観測に加え、全球

のメタン吸収排出量を世界に先駆けて

算定し、地域別、季節別の放出量の変

化を明らかにした。さらに、人為起源

の CO2 について、国レベルで排出量の

監視・検証を衛星観測という共通のツ

ールで実現できる可能性を世界で初め

て示した。今後パリ協定に基づき、各

国が温室効果ガス排出量の報告が義務

づけられることから、GOSAT シリーズ

による温室効果ガス排出量の監視・検

証を世界的な標準とする活動を政府と

ともに進めている。 

①気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）では、温室効果ガスの排出

量／吸収量の算出・報告に関する「ガ

イドライン文書」を 31（2019）年 5

月に改訂する予定であり、各国が国

連に報告する排出量の妥当性検証ツ

ールとして、衛星観測がガイドライ

ン文書に採用されるよう、環境省な

どによる働きかけが始まった。 

（２）複数衛星のデータを利用した、世

界トップレベルの時間分解能、精度、

更新頻度をもつ GSMaP を開発し、さら

に、27 年より最新の「ひまわり 8号」

データも活用した準リアルタイム（30

分毎に更新可能）の降水情報として

「GSMaP_Now」の提供を開始した。これ

により、洪水予測に適用可能な雨量精

度や地上レーダの代替となり得るリア

ルタイム性を実現した。（※3） 

①洪水等の水災害による死者数の 80%

以上がアジア・太平洋地域に集中し

ているにもかかわらず、途上国では

地上の雨量計が不足しており、洪水

予測が困難であった。この課題を解

決するために、パキスタンの防災機

関が GSMaP を利用した洪水予警報シ

ステムの運用を開始し、さらに、バ

ングラデシュやフィリピンなどでも

同様の洪水予測システムの構築・運

用が開始された。 

②気象庁が所有する地上の気象レーダ

利用が望まれる。 
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況等を踏まえつつ、地球規模課題

の解決や国民生活の向上への貢

献など、出口を明確にして進め

る。 

この際、複数の衛星間でのバス

技術の共通化や、国際共同開発、

人工衛星へのミッション器材の

相乗り、他国との連携によるデー

タ相互利用を進めるとともに、衛

星以外の観測データとの連携や、

各分野の大学の研究者等との連

携を図り、効果的・効率的に取組

を進める。 

さらに、国際社会への貢献を目

的に、欧米・アジア各国の関係機

関・国際機関等との協力を推進す

るとともに、国際的な枠組み（地

球観測に関する政府間会合

（GEO）、地球観測衛星委員会

（CEOS））に貢献する。 

 

③リモートセンシング衛星の利

用促進等 

①及び②に加えて、宇宙安全保

障の確保、民生分野における宇宙

利用の推進、宇宙産業及び科学技

術の基盤の維持・強化に資する観

点から、これまで以上に研究開発

の成果が社会へ還元されるよう、

社会的ニーズの更なる把握に努

め、国内外のユーザへのデータの

提供、民間・関係機関等と連携し

た利用研究・実証及び新たな衛星

利用ニーズを反映した衛星・セン

サの研究を行うことにより、衛星

及びデータの利用を促進すると

ともに新たな利用の創出を目指

す。 

また、各種の人工衛星を試験的

に活用する等により、MDA への宇

宙技術の活用について、航空機や

船舶、地上インフラ等との組み合

わせや米国との連携等を含む総

合的な観点から政府が行う検討

を支援する。【再掲】 

衛星データの配布に当たって

は、政府における画像データの取

扱いに関するデータポリシーの

検討を踏まえ、データ配布方針を

適切に設定する。【再掲】 

 

の連携や、各分野の大学

の研究者等との連携を

図る。 

１４．国際社会への貢献を

目的に、欧米・アジア各

国の関係機関・国際機関

等との協力を推進する

とともに、国際的な枠組

み（地球観測に関する政

府間会合（GEO）、地球観

測衛星委員会（CEOS））に

貢献する。 

 

［リモートセンシング衛

星の利用促進等］ 

１５．社会的ニーズの更な

る把握に努め、国内外の

ユーザへのデータの提

供、民間・関係機関等と

連携した利用研究・実証

及び新たな衛星利用ニ

ーズを反映した衛星・セ

ンサの研究を行うこと

により、衛星及びデータ

の利用を促進するとと

もに新たな利用の創出

を目指す。 

１６．各種の人工衛星を試

験的に活用する等によ

り、海洋状況把握（MDA）

への宇宙技術の活用に

ついて、航空機や船舶、

地上インフラ等との組

み合わせや米国との連

携等を含む総合的な観

点から政府が行う検討

を支援する。 

１７．衛星データの配布に

当たっては、政府におけ

る画像データの取扱い

に関するデータポリシ

ーの検討を踏まえ、デー

タ配布方針を適切に設

定する。 

の観測範囲外である小笠原村では、

村民や観光客に有益な降雨情報を提

供するため、地上の気象レーダの代

替として GSMaP_Now を使うこととな

った。南洋州島嶼国 6か国の現地機

関で同様の利用が開始されるなど、

海外での現地行政サービスに拡大し

た。 

※1 平成 25 年度宇宙開発利用大賞にお

いて、「宇宙を利用した漁場探索技術の

確立と衛星利用海況情報の提供」（一般

社団法人 漁業情報サービスセンター）

が内閣総理大臣賞を受賞。 

※2 平成 26 年度 文部科学大臣表彰に

おいて、「水循環変動観測衛星による高

精度マイクロ波観測技術の開発」が科

学技術賞を受賞。 

※3 平成 28 年度 文部科学大臣表彰に

おいて、「陸域観測技術衛星 2号による

高精度地殻変動観測技術の開発」、「準

リアルタイム衛星全球降水マップ技術

の振興」が科学技術賞を受賞。 

※4 第二回宇宙開発利用大賞（平成 28

年 3月）において、「全世界デジタル 3D

地図提供サービス」（株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・データ、一般社団法人リモ

ート・センシング技術センター）が内

閣総理大臣賞を受賞、「地球観測データ

を活用した天候インデックス保険の開

発」（損害保険ジャパン日本興亜株式会

社、損保ジャパン日本興亜リスクマネ

ジメント株式会社）が内閣府特命担当

大臣（宇宙政策）賞を受賞。 

※5 平成 29 年度 文部科学大臣表彰に

おいて、「全世界デジタル標高データに

よる地理空間情報基盤技術の振興」が

科学技術省を受賞。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－３ 衛星通信・衛星放送 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
29,232,681 
の一部 

29,219,852 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

32,175,666 
の一部 

41,483,437 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 220 の一部 約 230 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）衛星通

信・衛星放送 

将来の情報

通信技術の動

向やニーズを

見据えた技術

試験衛星の在

り方について、

我が国の宇宙

産業の国際競

争力の強化等

の観点から政

府が行う検討

（３）衛星通信・衛星放送 

将来の情報通信技術の

動向やニーズを見据えた

技術試験衛星の在り方に

ついて、我が国の宇宙産業

の国際競争力の強化等の

観点から政府が行う検討

を支援し、検討結果を踏ま

えて必要な措置を講じる。 

また、大容量データ伝送

かつ即時性の確保に資す

る光衛星通信技術の研究

開発を行う。特に、抗たん

【評価軸】 

○通信技術の向上及び

我が国宇宙産業の国

際競争力向上が図ら

れたか。 

○大容量データ伝送か

つ即時性の確保に向

けた取り組みが図ら

れたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

１．技術試験衛星（技術試験衛星 9 号機） 

（１）政府（総務省）が主催する「次期技術試験衛星に関する検討会」において

JAXA の分析した衛星バスの技術動向や衛星需要分析を示す等、将来の情報通

信技術の動向やニーズ分析を行うと共に、2020 年代に市場競争力のある通信

衛星に必要な機能・性能及び技術を検討し、それを実証する技術試験衛星の在

り方と、実証により到達すべき技術目標を検討し、平成 28 年度に次期技術試

験衛星のバス開発について事業化を図った。 

（２）次期技術試験衛星の開発着手に当たっては、さらなる取り組みとして、我

が国の産業競争力強化を担う製造企業自らの投資を引き出しつつ次世代静止

通信衛星での一定シェアの獲得を目指したミッション要求を設定し、且つ、文

部科学省・総務省のもとで構築したプログラム管理の枠組みで、衛星バスとミ

ッション機器が一体となって競争力の向上を図る体制を構築した。これらの活

動を踏まえ、「2020 年代に世界の商業衛星市場で一定シェア（10%：年間 2 機以

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、

平成 28（2016）

年度までに予定

した業務は全て

実施し、中長期

計画及び中長期

目標は達成され

る 見 込 み で あ

る。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとお

り、概ね着実に業務が実施された

と認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○技術試験衛星 9 号機及び光デー

タ中継衛星の開発を着実に推進

していることは評価できる。 

 

○これまで防災関連機関や大学等

と共同で防災利用実証実験に利

－ 
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を支援し、検討

結果を踏まえ

て必要な措置

を講じる。 

また、将来に

向けて大容量

データ伝送に

資する光衛星

通信技術の研

究開発を行う。

特に、抗たん性

が高く、今後の

リモートセン

シングデータ

量の増大及び

周波数の枯渇

に対応する光

データ中継衛

星について開

発を行う。【再

掲】 

通信・放送衛

星については、

東日本大震災

を踏まえ、災害

時等における

通信のより確

実な確保に留

意しつつ、通信

技術の向上及

び我が国宇宙

産業の国際競

争力向上を図

るため、通信・

放送衛星の大

型化の動向等

を踏まえて将

来の利用ニー

ズを見据えた

要素技術の研

究開発、実証等

を行う。 

性が高く、今後のリモート

センシングデータ量の増

大及び周波数の枯渇に対

応する光データ中継衛星

について開発を行う。【再

掲】 

東日本大震災を踏まえ、

災害時等における通信の

より確実な確保に留意し

つつ、通信技術の向上及び

我が国宇宙産業の国際競

争力向上を図るため、通

信・放送衛星の大型化の動

向等を踏まえて大電力の

静止衛星バス技術といっ

た将来の利用ニーズを見

据えた要素技術の研究開

発、実証等を行う。また、 

（ａ）技術試験衛星Ⅷ型

（ETS-VIII） 

（ｂ）超高速インターネッ

ト衛星（WINDS） 

の運用を行う。それらの衛

星を活用し、ユーザと連携

して防災分野を中心とし

た利用技術の実証実験等

を行うとともに、超高速イ

ンターネット衛星（WIN 

DS）については民間と連携

して新たな利用を開拓す

ることにより、将来の利用

ニーズの把握に努める。ま

た、技術試験衛星Ⅷ型

（ETS-VIII）については、

設計寿命期間における衛

星バスの特性評価を行い、

将来の衛星開発に資する

知見を蓄積する。 

また、平成 28 年度補正

予算（第 2 号）により追加

的に措置された交付金に

ついては、未来への投資を

実現する経済対策の一環

として、21世紀型のインフ

ラ整備の推進のために措

置されたことを認識し、次

期技術試験衛星の開発に

充てるものとする。 

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．大容量データ伝送

かつ即時性の確保に

資する光衛星通信技

術の研究開発を行

う。特に、抗たん性が

高く、今後のリモー

トセンシングデータ

量の増大及び周波数

の枯渇に対応する光

データ中継衛星につ

いて開発を行う。 

２．以下の衛星の運用

を行う。 

（ａ）技術試験衛星

VIII 型（ETS- VIII） 

（ｂ）超高速インターネ

ット衛星（WINDS） 

３．２．の衛星を活用

し、ユーザと連携し

て防災分野を中心と

した利用技術の実証

実験等を行う。 

４．超高速インターネ

ット衛星（WINDS）に

ついては民間と連携

して新たな利用を開

拓することにより、

将来の利用ニーズの

把握に努める。 

５．技術試験衛星 VIII

型（ETS- VIII）につ

いては、設計寿命期

間における衛星バス

の特性評価を行い、

将来の衛星開発に資

する知見を蓄積す

る。 

上の受注）獲得」を目指す次期技術試験衛星の開発に着手した。 

 

２．光データ中継衛星 

（１）世界最先端レベルの光衛星間通信技術を獲得するため、米国や、先行する

欧州海外の技術動向を見据えて段階的な開発計画を立て、光衛星通信技術の研

究開発を進めた。 

（２）今後のリモートセンシング衛星は高分解能化、大容量化に向かっているこ

とから、先進光学衛星や先進レーダ衛星をはじめ、世界中で観測される大容量

データをリアルタイムで伝送するための光データ中継システムの開発を平成

27（2015）年度に開始し、詳細設計を実施中。 

 

３．技術試験衛星 VIII 型（ETS- VIII） 

（１）ETS- VIII の残推薬量管理を実施しながら運用していたところ、軌道上運

用 10 年を達成するための推薬が不足していることを確認。軌道上運用 10 年を

達成するため、太陽電池パドルオフセット運用等の推薬消費抑制のための対策

を実施し、衛星の寿命延長を図った結果、平成 28（2016）年 12 月 18 日に軌道

上運用 10 年を達成した。28 年 12 月 19 日より静止軌道からの離脱運用を開始

し、残推薬の排出後、29（2017）年 1 月 10 日に停波を行い衛星運用を終了し

た。 

（２）ETS- VIII 防災利用実証実験として、防災関連機関や大学等と共同で以下

に示す実験を実施。 

①津波・地殻変動観測ブイシステムの開発（JAMSTEC、東北大学） 

津波検出用の水圧計及び地殻変動観測用の音響装置を沖合に展開し、洋上で

取得したデータを陸上基地局へ伝送する方法として、小型端末による衛星通信

が可能な ETS-VIII を用いた伝送実験を実施。リアルタイム伝送における運用

方法を検証した。 

②GPS 津波計による早期津波警戒システム（東大地震研、高知高専、NICT、日

立造船） 

精密測位技術と衛星通信技術を組み合わせることで津波警報システムの機

能向上を図る実験を実施。実験の結果、「防災等に資する情報通信衛星」に対

する基本要求が整理された、今後は商用通信衛星を利用して研究が継続される

予定。 

③災害対応センサデータの伝送実験（土木研） 

通信手段確保が困難な火口付近の噴火に伴う大量降灰等の災害監視データ

を ETS- VIII 回線経由で配信することで、災害の発生予測や減災に効果的であ

ることを実証した。また、基地局の運用（データ取得）は、九州地方整備局の

協力を得て、現システムの課題及び将来的な利用ニーズの抽出を行った。 

④災害 NPO と連動した災害対応訓練（愛知ネット） 

災害時の地球局運用における課題の一つが、無線従事者の資格を有する地球

局操作要員の確保であることから、災害時に自治体等への支援を行う NPO（愛

知ネット）と共同し、無線従事者の資格を有する NPO 要員に対して定期的に

ETS-VIII 地球局の操作訓練を実施した。 

 

４．超高速インターネット衛星（WINDS） 

（１）WINDS の運用及び基準局や実験局等の維持・管理を行い、計画した通信実

験を全て実施。また、センチネルアジアの定期伝送の通信実験を実施し、災害

時の現地機関との地上回線断に備えた。 

（２）災害派遣医療チーム（DMAT）との訓練を継続して実施した。WINDS を活用

した緊急時の迅速な対応が可能な体制を維持するために、 DMAT 事務局による

災害医療訓練のカリキュラムの一部として組み入れられた。その結果、平成 28

年度の熊本地震では、発災から約 5 時間後には DMAT 自ら WINDS 地球局を被災

地に持ち込むなど、ユーザが独力で対応する体制が定着した。 

 

用されてきた技術試験衛星VIII

型（ETS-VIII）を平成 29 年 1月

に円滑に停波し、衛星運用を終

了するとともに、災害時の通信

機能確保に備えた訓練等に利用

されている超高速インターネッ

ト衛星（WINDS）の着実な運用及

び計画的な通信実験を行ったこ

とは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、技術試験衛星 9 号機

及び光データ中継衛星の開発等

を着実に推進することが期待さ

れる。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－４ その他の取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第三号、第四号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 5 約 10  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価）  
 （４）その他の取組 

我が国の安全かつ安定し

た宇宙開発利用を確保する

ため、デブリとの衝突等か

ら ISS、人工衛星及び宇宙

飛行士を防護するために必

要となる SSA 体制について

の政府による検討を支援す

る。【再掲】 

（４）その他の取組 

我が国の安全かつ安定

した宇宙開発利用を確保

するため、デブリとの衝

突等から ISS、人工衛星及

び宇宙飛行士を防護する

ために必要となる SSA 体

制についての政府による

検討を支援する。【再掲】 

【評価軸】 

宇宙情報把握（SSA）体制

についての政府による検

討の支援を行うことによ

り、我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を確

保に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に

関する計画の達成状況等 

 

１．デブリ衝突回避技術に関する民間

移転  

「静止地球環境観測衛星（ひまわ

り 8号/9 号）」運用事業者からの受

託業務として、デブリとの接近解析

に関する評価手法等の技術移転を

行うため、接近事象に対する評価支

援等を実施した。本受託業務は、平

成 25（2013）～27（2015）年度の 3

年間の計画で実施し、25～26（2014）

年度の教育訓練、26 年度からの評

価支援という実績を経て、27 年度

に技術移転を完了した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28（2016）年度ま

でに予定した業務は全て実施し、中長

期計画及び中長期目標は達成される

見込みである。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○教育訓練等を通じ、「静止地球環境観

測衛星（ひまわり 8 号/9 号）」運用

事業者へのデブリ衝突回避技術に関

する技術移転を円滑に完了したこと

は評価できる。 

 

－ 
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１．我が国の安全かつ安

定した宇宙開発利用を

確保するため、デブリ

との衝突等から ISS、人

工衛星及び宇宙飛行士

を防護するために必要

となる宇宙状況監視

（SSA）体制についての

政府による検討を支援

する。 

 

２．その他の民間支援  

（１）「準天頂衛星システム」運用事

業者が整備中の地上システムにお

けるデブリ接近評価機能の検証に

際して、運用事業者からの要請に基

づき、現在運用中の準天頂衛星「み

ちびき」1号機（QZS-1）に対する実

際の接近情報等を提供し、準天頂衛

星運用事業者の地上システムで

JAXA 運用時と同等の接近評価が可

能なことの検証支援を平成 27 年度

に実施した。 

（２）準天頂衛星の政府移管に際しデ

ブリ接近リスク回避が確実に実施

できるよう準天頂衛星受託企業と

運用調整を実施し、問題なくデブリ

回避業務の引き渡しを完了した。 

（準天頂衛星は、平成 29（2017）年

2 月 28 日に移管した。） 

 

○「準天頂衛星システム」運用事業者

に対し、デブリ接近に関する評価支

援やリスク回避業務引き渡しを円滑

に行ったことは評価できる。 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－１ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287、0288、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
打ち上げ成功

率（H-IIA/B） - 96.3% 96.9% 97.1% 97.4%  予算額（千円） - - 48,919,865 46,298,434  

過去 5 年の

On-time 打ち

上げ率 
- 91.6% 93.3% 93.3% 100%  決算額（千円） 211,177,437 

の一部 
207,856,661 

の一部 44,107,209 53,723,236  

 

経常費用（千円） - - - -  

経常利益（千円） - - - -  

行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 470 の一部 約 480 の一部 約 160 約 150  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我

が国が必要とする時に、必

要な人工衛星等を、独自に

宇宙空間に打ち上げるた

めに不可欠な手段であり、

我が国の基幹ロケットで

ある H-IIA ロケット、H-

IIBロケット及びイプシロ

ンロケットの維持・運用並

びに「新型基幹ロケット」

の開発をはじめとして、今

（１）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、我が国が

必要とする時に、必要な人工衛星

等を、独自に宇宙空間に打ち上げ

るために不可欠な手段であり、我

が国の基幹ロケットである H-

IIA ロケット、H-IIB ロケット及

びイプシロンロケットの維持・運

用並びに「新型基幹ロケット」の

開発をはじめとして、今後とも自

立的な宇宙輸送能力を保持して

いく。具体的には、以下に取り組

【評価軸】 

自立的な宇宙輸送能力保

持に向けた取り組みが図

られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［液体ロケットシステム］ 

１．我が国の自立的な打ち

１．宇宙輸送システムの自立性確保に

係る確実な進歩 

（１）昨今の宇宙基本計画工程表が示

す通り、連続打上げが必要となる背

景の中、継続的な信頼性・運用性向

上の取組みにより、世界水準を凌駕

する高い成功率・オンタイム率を維

持し（H-IIA/B ロケット打上げ成功

率 97.4%、過去 5年オンタイム成功

率 100%）、自立性を確実に確保する

とともに、前中期計画期間中の基幹

ロケットの打上げ機数 11 機と比較

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○継続的な信頼性、運用性向上

の取組みにより、基幹ロケッ

トの世界水準を凌駕する高

い打上げ成功率・オンタイム

率を維持するとともに、打上

げ設備の健全性維持と、打上

げ間隔の短縮を図ることで、

前中期期間の 2 倍以上の打

上げを確実に実施し、基幹ロ

ケット高度化開発による商

評定 S 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙基本計画工程表に基づき、連続

打上げが必要となる状況において、

継続的な信頼性・運用性向上に努め、

今中長期目標期間全体を通じて、中

長期目標に定める世界最高水準の成

― 
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後とも自立的な宇宙輸送

能力を保持していく。【再

掲】 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシス

テム 

我が国の自立的な打

ち上げ能力の拡大及び

打ち上げサービスの国

際競争力の強化のため、

平成 32 年度の初号機の

打ち上げを目指し、ロケ

ットの機体と地上シス

テムを一体とした総合

システムとして「新型基

幹ロケット」の開発を着

実に推進する。 

また、現行の H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

ロケット」への円滑な移

行のための政府の検討

を支援する。 

H-IIA ロケット及び

H-IIBロケットについて

は、一層の信頼性の向上

を図るとともに、技術基

盤の維持・向上を行い、

世界最高水準の打ち上

げ成功率を維持する。 

H-IIAロケットについ

ては、打ち上げサービス

の国際競争力の強化を

図る。【再掲】 

 

イ．固体燃料ロケットシス

テム 

戦略的技術として重

要な固体燃料ロケット

システムについては、打

ち上げ需要に柔軟かつ

効率的に対応でき、低コ

ストかつ革新的な運用

性を有するイプシロン

ロケットの研究開発を

行うとともに、今後の打

ち上げ需要に対応する

ための高度化開発を行

う。 

また、安全保障、地球

観測、宇宙科学・探査等

の様々な衛星の打ち上

げニーズに対応し、「新

型基幹ロケット」の固体

ロケットブースターと

のシナジー効果を発揮

するとともに、H-IIA/B

ロケットから「新型基幹

ロケット」への移行の際

む。【再掲】 

なお、平成 26 年度補正予算（第

1 号）により追加的に措置された

交付金については、地方への好循

環拡大に向けた緊急経済対策の

一環として災害・危機等への対応

のために措置されたことを認識

し、ロケットの信頼性向上に必要

な技術開発に充てるものとする。

【再掲】 

また、平成 27 年度補正予算（第

1 号）により追加的に措置された

交付金については、喫緊の課題へ

の対応として衛星による公共の

安全確保の一層の推進のために

措置されたことを認識し、新型基

幹ロケットの開発及びロケット

の信頼性向上に必要な技術開発

に充てるものとする。【再掲】 

また、平成 28 年度補正予算（第

2 号）により追加的に措置された

交付金については、未来への投資

を実現する経済対策の一環とし

て、21 世紀型のインフラ整備の

推進のために措置されたことを

認識し、新型基幹ロケットの開発

に充てるものとする。【再掲】 

 

①基幹ロケット 

ア．液体燃料ロケットシステム 

我が国の自立的な打ち上げ

能力の拡大及び打ち上げサー

ビスの国際競争力の強化のた

め、平成 32 年度の初号機の打

ち上げを目指し、ロケットの

機体と地上システムを一体と

した総合システムとして「新

型基幹ロケット」の開発を着

実に推進する。 

また、現行の H-IIA/Bロケッ

トから「新型基幹ロケット」へ

の円滑な移行のための政府の

検討を支援する。【再掲】 

H-IIAロケット及びH-IIBロケ

ットについては、一層の信頼

性の向上を図るとともに、技

術基盤の維持・向上を行い、世

界最高水準の打ち上げ成功率

を維持する。 

H-IIA ロケットについては、

打ち上げサービスの国際競争

力の強化を図る。そのため、基

幹ロケット高度化により、衛

星の打ち上げ能力の向上、衛

星分離時の衝撃の低減等に係

る研究開発及び実証並びに相

乗り機会拡大に係る研究開発

を行う。【再掲】 

上げ能力の拡大及び打

ち上げサービスの国際

競争力の強化のため、平

成 32 年度の初号機の打

ち上げを目指し、ロケッ

トの機体と地上システ

ムを一体とした総合シ

ステムとして「新型基幹

ロケット」の開発を着実

に推進する。 

２．現行の H-IIA/B ロケッ

トから「新型基幹ロケッ

ト」への円滑な移行のた

めの政府の検討を支援

する。 

３．H-IIA ロケットについ

ては、打ち上げサービス

の国際競争力の強化を

図る。そのため、基幹ロ

ケット高度化により、衛

星の打ち上げ能力の向

上、衛星分離時の衝撃の

低減等に係る研究開発

及び実証並びに相乗り

機会拡大に係る研究開

発を行う。 

 

［固体燃料ロケットシス

テム］ 

４．戦略的技術として重要

な固体燃料ロケットシ

ステムについては、打ち

上げ需要に柔軟かつ効

率的に対応でき、低コス

トかつ革新的な運用性

を有するイプシロンロ

ケットの研究開発及び

打ち上げを行う。 

５．今後の打ち上げ需要に

対応するため、打ち上げ

能力の向上及び衛星包

絡域の拡大のための高

度化開発を行う。 

６．安全保障、地球観測、

宇宙科学・探査等の様々

な衛星の打ち上げニー

ズに対応し、「新型基幹

ロケット」の固体ロケッ

トブースターとのシナ

ジー効果を発揮すると

ともに、H-IIA/B ロケッ

トから「新型基幹ロケッ

ト」への移行の際に切れ

目なく運用できる将来

の固体ロケットの形態

の在り方について検討

を行う。 

 

し、現行中長期計画期間では打上げ

需要が 2 倍以上に増加し、合計 23

機（平成 28（2016）年度までの実績

で 16 機）のロケットを打ち上げ【見

込み】、我が国の宇宙開発利用に大

きく貢献した。 

  特に、以下のリスク管理およびリ

スク低減への取組みにより、衛星顧

客が要望する日時での打上げの確

実性が更に増し、基幹ロケットの運

用性向上ならびに顧客サービスの

向上を図った。 

①発射整備作業および打上当日の

不具合を極少化するため、20 年

以上使用している「打上げ関連設

備」の状況分析・優先度評価を実

施して健全性を維持し、限られた

老朽化経費を最適なタイミング

で適切に執行することで、設備に

起因する不適合事案を最小限に

留め、連続オンタイム打上げに寄

与した。 

②前中期計画からの射場作業を踏

まえ、点検作業の自動化や作業期

間短縮に実績のある機材の適用

範囲を拡大するなど、作業実績等

を徹底的に再評価することで、打

上げ補修作業等の効率化を図り、

種子島における打上げ間隔の短

縮化を図った。 

③また、イプシロンロケット 2号機

打上げに際し、海上船舶危険解析

手法の改善により海上警戒区域

を試験機より縮小（面積比で約

1/5）させ、船舶の接近、進入リ

スク、即ち打上げ延期リスクの大

幅な低減を図った。 

（２）基幹ロケット高度化開発、高い

信頼性／オンタイム率維持の取組

みが高く評価され、海外衛星の打上

げ受注に繋がった。（H-IIA_F29 商

業衛星 Telstar（カナダ）打上げ、

UAE 火星探査機の打上げ受注） 

（３）イプシロンロケット試験機（「ひ

さき」搭載）および強化型（ジオス

ペース探査衛星「あらせ」（ERG））の

打上げ成功により、今後の打上げ需

要の増加が見込まれている小型衛

星への需要(含、小型科学、革新的

衛星技術実証)に対して適切に対応

し、H-IIA/B にイプシロンを加えた

「基幹ロケット」布陣により、大小

各種の衛星形態に対して自在性を

持って打上げが可能となった。 

 

２．輸送システムの抜本的刷新 

（１）基幹ロケット高度化開発による

商業衛星打上げ（平成 27（2015）年

業衛星の打上げ成功により、

我が国の宇宙開発利用に大

きく貢献し、我が国の宇宙輸

送システムの自立性確保に

係る顕著な成果を創出した。 

○基幹ロケット高度化開発に

より、H-IIA ロケットの本格

的な国際市場への参入を可

能とし、海外衛星の打上げ受

注に繋げた。また、世界初の

ロバストな「飛行安全用航法

センサ」の実運用化により、

追尾レーダの老朽化更新費

の削減に繋げるなど、「研究

開発成果の最大化」に向けて

特に顕著な成果を創出する

とともに、高度化開発成果を

反映して、コストダウンによ

る国際競争力を高めた新型

基幹ロケット（H3）の開発着

手し、民間の主体性を重視し

た「基本協定」枠組みを導入

して輸送システムの抜本的

刷新に着手した。 

○なお、中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予定した

業務は全て実施し、中長期計

画及び中期⽬標は達成され

る⾒込みである。 

 

功率を維持したことに加えて、世界

最高水準のオンタイム率を達成・維

持し、自立性を確実に確保するとと

もに、前中期目標期間と比較して、

今中長期目標期間での基幹ロケット

の打上げ需要が 2 倍以上に増加した

中で、各ロケットを確実に打ち上げ

たことは特に顕著な成果と言える。 

 

○特に、打上げ関連施設の状況を適切

に評価して健全性を維持しつつ、限

られた経費を効率的に執行し、施設

の運用や老朽化対策、保全等をする

ことにより、連続オンタイム打上げ

を成功させるとともに、徹底的な作

業の効率化・手法の改善を図ること

で、打上間隔の短縮や打上げ延期リ

スクの大幅な低減を実現し、前中期

目標期間から 2 倍以上に増加した打

上げ需要に確実に対応した点は特に

顕著な成果と言える。 

 

○中長期目標に定める信頼性向上と技

術基盤の維持に留まらず、基幹ロケ

ット高度化開発により、衛星の打上

げ対応可能範囲の大幅な拡大や世界

最高の衛星搭載環境の実現を達成し

たことや、世界初のロバストな「飛

行安全用航法センサ」の実運用化に

より、追尾レーダの老朽化更新費の

削減に繋げたことは特に顕著な成果

と言える。 

 

○世界最高水準の打上げ成功率・オン

タイム率維持の取組と基幹ロケット

高度化開発により、国際的に高い評

価と信頼を得て、カナダや UAE の衛

星の打上げ受注に繋げたことは特に

顕著な成果と言える。 

 

○新型の基幹ロケットの１つとして、

イプシロンロケットの開発に成功

し、2号機まで確実に打ち上げ、運用

を行っていることは高く評価でき

る。 

 

○H3 ロケットに当たっては、これまで

の官民分担の役割を抜本的に刷新

し、開発段階から民間事業者が主体

的に参画する仕組を導入することに

より、国際競争力を高めたロケット

の開発体制を構築し、開発を順調に

進めていることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、国内外の顧客ニーズに対

応した確実な打上げを実施すること

が期待される。 
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に切れ目なく運用でき

る将来の固体ロケット

の形態の在り方につい

て検討を行う。【再掲】 

 

②宇宙輸送系技術開発 

LNG（Liquefied Natural 

Gas）推進系関連技術につ

いて、実証試験の実施を視

野に入れた研究開発を実

施する。また、再使用型宇

宙輸送システム等の将来

輸送技術について、引き続

き研究開発を行う。 

 

③打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システム

の抗たん性の観点から政

府が行う射場の在り方に

関する検討を支援し、その

結果を踏まえ、機構が所

有・管理する打ち上げ射場

について必要な措置を講

じる。【再掲】 

 

 

イ．固体燃料ロケットシステム 

戦略的技術として重要な固

体燃料ロケットシステムにつ

いては、打ち上げ需要に柔軟

かつ効率的に対応でき、低コ

ストかつ革新的な運用性を有

するイプシロンロケットの研

究開発及び打ち上げを行う。

今後の打ち上げ需要に対応す

るため、打ち上げ能力の向上

及び衛星包絡域の拡大のため

の高度化開発を行う。 

また、安全保障、地球観測、

宇宙科学・探査等の様々な衛

星の打ち上げニーズに対応

し、「新型基幹ロケット」の固

体ロケットブースターとのシ

ナジー効果を発揮するととも

に、H-IIA/B ロケットから「新

型基幹ロケット」への移行の

際に切れ目なく運用できる将

来の固体ロケットの形態の在

り方について検討を行う。【再

掲】 

 

②宇宙輸送系技術開発 

LNG（Liquefied Natural Gas）

推進系関連技術について、実証試

験の実施を視野に入れた研究開

発を実施する。また、高信頼性ロ

ケットエンジン、再使用型宇宙輸

送システム、軌道上からの物資回

収システム、軌道間輸送システム

等の将来輸送技術について、引き

続き研究開発を行う。 

 

③打ち上げ射場に関する検討 

我が国の宇宙システムの抗た

ん性の観点から政府が行う射場

の在り方に関する検討を支援し、

その結果を踏まえ、機構が所有・

管理する打ち上げ射場について

必要な措置を講じる。【再掲】 

 

 ［宇宙輸送系技術開発］ 

７ ． LNG （ Liquefied 

Natural Gas）推進系関

連技術について、実証試

験の実施を視野に入れ

た研究開発を実施する。 

８．高信頼性ロケットエン

ジン、再使用型宇宙輸送

システム、軌道上からの

物資回収システム、軌道

間輸送システム等の将来

輸送技術について、引き

続き研究開発を行う。 

 

［打ち上げ射場に関する

検討］ 

９．我が国の宇宙システム

の抗たん性の観点から

政府が行う射場 

11 月）により、高緯度に位置する種

子島射場の打上能力のハンディキ

ャップを克服し、打上げ需要の対応

範囲を約 7%から約 50%に大幅に拡

大し、低衝撃分離部による世界一衛

星に優しい搭載環境を提供可能す

ることで、H-IIA ロケットの本格的

な国際市場への参入を可能とした。

本取組みは、国際競争力向上を目指

す H3 ロケットにとっても有効な手

段であり、H3 のプリカーサーとな

った。 

（２）H-IIA29 号機、H-IIB ロケット

6 号機およびイプシロンロケット 2

号機での飛行実証により、世界初の

ロバストな「飛行安全用航法セン

サ」の実運用化の目途を付け、追尾

レーダを使用しない、より簡素な打

上げシステムへと進化させるとと

もに、今後大規模な老朽化更新が必

要であった追尾レーダ局に関して、

更新判断のタイミングにて対応不

要となり、更新費削減（約 40 億）

の見通しを得た。 

（３）我が国の自立的な打上げ能力の

拡大及び国際競争力のあるロケッ

ト及び打上げサービスの実現に向

け、H3 の開発に着手した。開発に際

し、これまでと異なる官民分担の役

割での開発・運用として、民間の主

体性を重視した枠組みを「基本協

定」として規定し、運用段階におけ

るプライムコントラクタによる打

上げ輸送サービスの自立的な展開

責任（自らの判断によるロケット機

体システムの仕様変更や改良、受注

実現のための組織体制の構築等を

含む）を明示し抜本的に刷新を図っ

た。ロケットエンジン等の自立性確

保に欠かせないキー技術について

は JAXA が担当することで、我が国

の技術基盤の維持・活用が可能な体

制とした。 

 

 

○宇宙輸送システムの国際競争力につ

いては、ロケットだけでなく、射場

も含めてトータルで考えることが必

要であり、射場の老朽化対策も計画

的に実施することが期待される。 

 

○H3 ロケットの開発を待つだけでな

く、現行の基幹ロケットについても

コストダウンを図る取組を進めると

ともに、イプシロンロケットと H3 ロ

ケットの固体ロケットブースターと

のシナジー効果によるコストダウン

の明確化に取り組む必要がある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○世界最高水準の打上げ成功率及びオ

ンタイム成功率の達成見込、高度化

技術開発による衛星の打上げ対応可

能範囲の大幅な拡大、世界最高の衛

星低衝撃レベルの実現などにより、

国際的に高い評価と信頼を勝ち取る

ことに成功しており、特に顕著な成

果の創出と認められた。 

 

○打上げ頻度の増加や施設の老朽化が

進む中で、現場とマネジメント双方

において限られた資源を効率的に遣

う工夫をした上で、打上げの確実性

の向上が達成できた点も高く評価で

きた。 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－２ 宇宙科学・探査 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
大学共同利用シス

テムに参加する研

究者 
400 人 766 人 872 人 890 人 734 人  予算額（千円） - - 22,116,394 15,276,907  

シンポジウム 20 件 22 件 21 件 21 件 21 件  決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 22,345,116 21,332,984  

査読付き論文数 - 319 編 322 編 298 編 345 編  経常費用（千円） - - - -  
著名な学術誌での

accept 数 
(Science,Nature) 

- 3 編 6 編 1 編 3 編  経常利益（千円） - - - -  

高被引用論文数 - 49 編 51 編 51 編 57 編  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

外部資金獲得額 - 
約 7.3 
億円 

約 9.8 
億円 

約 13.6 
億円 

約 18.9 
億円  従事人員数 約 590 の一部 約 580 の一部 約 290 約 290  

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）宇宙科学・探査 

人類の知的資産及

び我が国の宇宙開発

利用に新しい芽をも

たらす可能性を秘め

た革新的・萌芽的な技

術の形成を目的とし、

宇宙物理学、太陽系科

（２）宇宙科学・探査 

人類の知的資産及び我が国の宇

宙開発利用に新しい芽をもたらす

可能性を秘めた革新的・萌芽的な技

術の形成を目的とし、宇宙物理学、

太陽系科学、宇宙飛翔工学、宇宙機

応用工学及び学際科学において、長

期的な展望に基づき、また、一定規

【評価軸】 

○人類の知的資産及び我が国

の宇宙開発利用に新しい芽

をもたらす可能性を秘めた

革新的・萌芽的な技術の形成

に貢献したか。 

○宇宙科学研究における世界

的な拠点として、研究者の自

１．プロジェクトや学術研究による成果創出 

 この４年間に、宇宙科学・探査プロジェクト、

理学研究及びこれを達成するための工学研究に

おいて、以下に挙げる顕著な成果を創出し、将来

の宇宙科学計画の立ち上げにつなげた。査読付き

論文については、平成 25（2013）～28（2016）年

に計 1370編（うち、Science掲載論文 9編、Nature

掲載 5編。高被引用論文は 57 編（平成 28（2016）

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○プロジェクトや

学術研究におい

て、顕著な成果を

創出しており、中

長期目標期間の

最終年度である

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認めら

れるため。 

自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

－ 
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学、宇宙飛翔工学、宇

宙機応用工学及び学

際科学において、長期

的な展望に基づき、ま

た、一定規模の資金を

確保しつつ、我が国の

特長を活かした独創

的かつ先端的な宇宙

科学研究を推進し、世

界的な研究成果をあ

げる。 

 

①大学共同利用シス

テムを基本とした

学術研究 

宇宙科学研究にお

ける世界的な拠点と

して、研究者の自主性

の尊重、新たな重要学

問分野の開拓等の学

術研究の特性に鑑み

つつ、大学共同利用シ

ステム※を基本とし

て、 

宇宙の起源とその進

化についての学術研

究を行う宇宙物理学、 

太陽、地球を含む太陽

系天体についての学

術研究を行う太陽系

科学、 

宇宙飛翔技術及び宇

宙システムについて

の学術研究を行う宇

宙飛翔工学、 

宇宙機技術、地上シス

テム技術、及びその応

用についての学術研

究を行う宇宙機応用

工学、 

宇宙科学の複数の分

野にまたがる、又は宇

宙科学と周辺領域に

またがる学際領域、及

び新たな宇宙科学分

野の学術研究を行う

学際科学 

の各分野に重点を置

いて研究を実施する

とともに、将来のプロ

ジェクトに貢献する

基盤的取組を行い、ま

た、人類の英知を深め

るに資する世界的な

研究成果を学術論文

や学会発表等の場を

通じて提供する。 

※大学共同利用機関

模の資金を確保しつつ、我が国の特

長を活かした独創的かつ先端的な

宇宙科学研究を推進し、世界的な研

究成果をあげる。 

なお、平成 27 年度補正予算（第 1

号）により追加的に措置された交付

金については、喫緊の課題への対応

として衛星による公共の安全確保

の一層の推進のために措置された

ことを認識し、ジオスペース探査衛

星（ERG）の開発に充てるものとす

る。 

 

①大学共同利用システムを基本と

した学術研究 

宇宙科学研究における世界的な

拠点として、研究者の自主性の尊

重、新たな重要学問分野の開拓等の

学術研究の特性に鑑みつつ、大学共

同利用システム※を基本として国内

外の研究者の連携を強化し、宇宙科

学研究所を中心とする理学・工学双

方の学術コミュニティの英知を結

集し、世界的に優れた学術研究成果

による人類の知的資産の創出に貢

献する。このために、 

宇宙の起源とその進化についての

学術研究を行う宇宙物理学、 

太陽、地球を含む太陽系天体につい

ての学術研究を行う太陽系科学、 

宇宙飛翔技術及び宇宙システムに

ついての学術研究を行う宇宙飛翔

工学、 

宇宙機技術、地上システム技術、及

びその応用についての学術研究を

行う宇宙機応用工学、 

宇宙科学の複数の分野にまたがる、

又は宇宙科学と周辺領域にまたが

る学際領域、及び新たな宇宙科学分

野の学術研究を行う学際科学 

の各分野に重点を置いて研究を実

施するとともに、将来のプロジェク

トに貢献する基盤的取組を行い、ま

た、人類の英知を深めるに資する世

界的な研究成果を学術論文や学会

発表等の場を通じて提供する。 

また実施にあたっては、新たなプ

ロジェクトの核となる分野・領域の

創出、大学連携協力拠点の強化、大

学研究者の受入促進、及び人材の国

際的流動性の確保により、最先端の

研究成果が持続的に創出される環

境を構築する。 

※大学共同利用機関法人における

運営の在り方を参考にし、大学・

研究所等の研究者の参画を広く

求め、関係研究者の総意の下にプ

ロジェクト等を進めるシステム 

主性の尊重、新たな重要学問

分野の開拓等の学術研究の

特性に鑑みつつ、大学共同利

用システムを基本として、世

界的に優れた学術研究成果

による人類の知的資産の創

出に貢献したか。 

○大学共同利用システム等を

通じて国内外の研究者と連

携し、学問的な展望に基づい

て科学衛星、国際宇宙ステー

ション（ISS）搭載装置及び小

型飛翔体等を研究開発・運用

することにより、宇宙物理

学、太陽系科学、宇宙飛翔工

学、宇宙機応用工学及び学際

科学の各分野に重点を置き

つつ、大学共同利用システム

によって選定されたプロジ

ェクトを通じて、我が国の独

自性と特徴を活かした世界

一級の研究成果の創出及び

これからを担う新しい学問

分野の開拓に貢献するデー

タを創出・提供したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、各

年度の業務運営に関する計画

の達成状況等 

 

［大学共同システムを基本と

した学術研究］ 

１．宇宙物理学、太陽系科学、

宇宙飛翔工学、宇宙機応用工

学、宇宙科学の複数の分野又

は宇宙科学と周辺領域にま

たがる学際領域、及び新たな

宇宙科学分野の学術研究を

行う学際科学の各分野に重

点を置いて研究を実施する。

将来のプロジェクトに貢献

する基盤的取組を行う。 

２．人類の英知を深めるに資す

る世界的な研究成果を学術

論文や学会発表等の場を通

じて提供する。 

３．新たなプロジェクトの核と

なる分野・領域の創出、大学

連携協力拠点の強化、大学研

究者の受入促進、及び人材の

国際的流動性の確保により、

最先端の研究成果が持続的

に創出される環境を構築す

る。 

 

［宇宙科学・宇宙探査プロジェ

クト］ 

年度末）。いずれも Web of Science 調べ）を出版

しており、ISAS の組織規模に照らして優れた論

文創出状況と考えられる。 

（１）学術研究の成果 

＜銀河団構造の研究＞ 

宇宙の中で最も質量の大きな構造である銀

河団の高温ガスの性質解明には X 線による観

測が必須である。「ひとみ」によるペルセウス

座銀河団の観測の結果、光の速さに近いジェッ

トが影響を及ぼしているはずの中心部の高温

ガスが、150-200km/s と静かであることを明ら

かにし、超巨大ブラックホールによる銀河団ガ

スの加熱という長年の仮説に対して想定外の

観測結果をもたらした。この結果は、ダークマ

ターの質量推定にガスの乱雑運動の影響が小

さいことを意味し、宇宙の大規模構造の進化を

考える上で重要な意義を持つものである。

（Nature 平成 28（2016）年 7月） 

＜重元素の生成と拡散の研究＞ 

ペルセウス座銀河団の「すざく」の特徴を生

かした低バックグランド・広視野の観測によ

り、100 億年以上前の太古に、鉄等の重元素が

宇宙全体にばらまかれた時代があり、それが現

宇宙に存在するほとんどの重元素の起源であ

ることを確認した。これは、重元素の生成とそ

の拡散の歴史に関する理解の進展につながる

成果であり、将来の地上超大型望遠鏡や宇宙望

遠鏡が目指す「初期の宇宙の化学進化」の解明

につながる成果と言える。（Nature 平成 25

（2013）年 10 月） 

＜太陽コロナの加熱現象の研究＞ 

日・米の太陽観測衛星「ひので」と「IRIS」

の共同観測により波動の熱化現場を捉えるこ

とに成功し、これをスーパーコンピュータによ

る数値シミュレーションで再現することによ

り、天文学の長年の難問の一つである「コロナ

加熱機構」についての手がかりを得た。「ひの

で」の観測成果により、“太陽活動の本質を理

解するには光球とコロナに挟まれた彩層の磁

場構造の把握が必須である“という問題意識

を世界の研究者が共有することとなっており、

我が国を中心とした国際的な次世代太陽観測

衛星の検討活動につながっている。（The 

Astrophysical Journal 平成 27（2015）年 8月） 

＜木星放射線帯・磁気圏の研究＞ 

木星放射線帯がどのように形成・維持されて

いるかという問題に対して、惑星分光観測衛星

「ひさき」（SPRINT-A）の観測により、木星磁

気圏の外側から内側に向けて電子輸送が起き

ているという観測的証拠を初めて捉えた。これ

は、電子加速メカニズムに関する従来の学説を

裏付ける重要な証拠となった。（Science 平成

26（2014）年 9 月）このほか、「ひさき」の観

測性能は世界的に注目され、NASA の木星探査

機 JUNO との共同観測の実施につながってお

り、これは平成 32（2020）年代後半の ESA 木

星氷衛星探査計画（JUICE）まで続く木星探査

新時代の幕開けを飾った。 

次年度において

も、引き続き成果

の創出が期待さ

れる。 

○ASTRO-H 異常事象

を受け、再発防止

策を策定した。今

後の宇宙科学・探

査プロジェクト

に、大型化・複雑

化が進む宇宙機

システムの開発

に対応する JAXA

共通のプロジェ

クトマネジメン

トルールを適用

し、プロジェクト

の確実な実施体

制を構築した。こ

れらを進行中プ

ロジェクトにも

浸透させた。 

○中長期計画上、X

線天文衛星 ASTRO 

-H の運用を除き、

平成 28 年度まで

に予定した業務

を全て実施し、中

長期計画及び中

長期目標を達成

できる見込み。 

 

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）

による銀河団におけるガス乱雑運

動速度の解明、 X 線天文衛星「すざ

く」（ASTRO-EII）による元素生成に

関わる新発見、惑星分光観測衛星

「ひさき」による木星磁気圏におけ

る世界初の電子の流れの観測、金星

探査機「あかつき」（PLANET-C）によ

る未知の気象現象の新発見、小惑星

「イトカワ」試料の分析による重要

な知見の獲得など、世界一級の学術

研究成果を多数創出したことは高

く評価できる。 

 

○「ひとみ」における世界初の冷凍機

システムによる 50mK の冷却及び軟

X 線分光器の機能確認、小惑星探査

機「はやぶさ２」における従来の 10

倍の軌道決定精度の実現、我が国初

の地球外惑星探査機かつ金星を周

回する世界唯一の探査機である「あ

かつき」の軌道投入成功、超小型深

宇宙探査機「PROCYON」による超小

型探査機初の深宇宙航行の実証及

び彗星・ジオコロナの撮像成功な

ど、極めて重要な科学的成果を多数

創出したことは高く評価できる。 

 

○「ひとみ」用ガンマ線センサの技術

を用い製作した「超広角コンプトン

カメラ」の医療分野の臨床実験や油

ガス田における低濃度の自然放射

線物質の集積の可視化への応用を

はじめ、宇宙科学の研究開発により

得られた成果を基に、民間企業との

協力による製品化や社会実装に向

けた実証実験を実施するなど、研究

開発成果の社会還元に積極的に貢

献したことは評価できる。 

 

○平成 27 年度には、「ひとみ」の異常

事象が発生したが、原因究明及び再

発防止策を迅速かつ透明性をもっ

て実施するとともに、JAXA 全体の

プロジェクトマネジメント改革に

着手し、他のプロジェクトにもマネ

ジメント対策を水平展開して再発

防止に取り組んだことは一定の評

価ができる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、平成 27 年度の「ひとみ」

の異常事象を受けたプロジェクト

マネジメント改革を確実に推進し、

信頼性の確保に取り組むことが必
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法人における運営

の在り方を参考に

し、大学・研究所等

の研究者の参画を

広く求め、関係研究

者の総意の下にプ

ロジェクト等を進

めるシステム 

 

②宇宙科学・探査プロ

ジェクト 

大学共同利用シス

テム等を通じて国内

外の研究者と連携し、

学問的な展望に基づ

いて科学衛星、ISS 搭

載装置及び小型飛翔

体等を研究開発・運用

することにより、①に

掲げた宇宙物理学、太

陽系科学、宇宙飛翔工

学、宇宙機応用工学及

び学際科学の各分野

に重点を置きつつ、大

学共同利用システム

によって選定された

プロジェクトを通じ

て、我が国の独自性と

特徴を活かした世界

一級の研究成果の創

出及びこれからを担

う新しい学問分野の

開拓に貢献するデー

タを創出・提供する。

その際、宇宙探査プロ

ジェクトの機会も有

効に活用する。 

なお、太陽系探査科

学分野については、効

果的・効率的に活動を

行える無人探査をボ

トムアップの議論に

基づくだけでなく、プ

ログラム化も行いつ

つ進める。プログラム

化においては、月や火

星等を含む重力天体

への無人機の着陸及

び探査活動を目標と

して、特に長期的な取

組が必要であること

から、必要な人材の育

成に考慮しつつ、学術

的大局的観点から計

画的に取り組む。 

また、探査部門と宇

宙科学研究所（ISAS）

でテーマが重なる部

 

②宇宙科学・探査プロジェクト 

大学共同利用システム等を通じ

て国内外の研究者と連携し、学問的

な展望に基づいて科学衛星、ISS 搭

載装置及び小型飛翔体等を研究開

発・運用することにより、①に掲げ

た宇宙物理学、太陽系科学、宇宙飛

翔工学、宇宙機応用工学及び学際科

学の各分野に重点を置きつつ、大学

共同利用システムによって選定さ

れたプロジェクトを通じて、我が国

の独自性と特徴を活かした世界一

級の研究成果の創出及びこれから

を担う新しい学問分野の開拓に貢

献するデータを創出・提供する。そ

の際、宇宙探査プロジェクトの機会

も有効に活用する。 

なお、太陽系探査科学分野につい

ては、効果的・効率的に活動を行え

る無人探査をボトムアップの議論

に基づくだけでなく、プログラム化

も行いつつ進める。プログラム化に

おいては、月や火星等を含む重力天

体への無人機の着陸及び探査活動

を目標として、特に長期的な取組が

必要であることから、必要な人材の

育成に考慮しつつ、学術的大局的観

点から計画的に取り組む。 

また、探査部門と宇宙科学研究所

（ISAS）でテーマが重なる部分に関

しては、機構内での科学的な取組に

ついて ISAS の下で実施するなど、

適切な体制により実施する。 

具体的には、以下に取り組む。 

 

ア．科学衛星・探査機の研究開発・運用 

（ａ）磁気圏観測衛星（EXOS-D） 

（ｂ）磁気圏尾部観測衛星（GEO 

TAIL） 

（ｃ）X線天文衛星（ASTRO-EII） 

（ｄ）小型高機能科学衛星（INDEX） 

（ｅ）太陽観測衛星（SOLAR-B） 

（ｆ）金星探査機（PLANET-C） 

（ｇ）水星探査計画／水星磁気圏探

査機（BepiColombo/MMO） 

（ｈ）次期X線天文衛星（ASTRO-H） 

（ｉ）惑星分光観測衛星 

（ｊ）ジオスペース探査衛星（ERG） 

（ｋ）小惑星探査機（はやぶさ２） 

に係る研究開発・運用について国際

協力を活用しつつ行うとともに、将

来の科学衛星・探査機や観測機器に

ついて、国際協力の活用及び小規模

プロジェクトでの実施も考慮しつ

つ、研究を行う。これらのうち、金

星探査機（PLANET-C）については金

星周回軌道への投入を目指し、次期

４．太陽系探査科学分野につい

ては、効果的・効率的に活動

を行える無人探査をボトム

アップの議論に基づくだけ

でなく、プログラム化も行い

つつ進める。プログラム化に

おいては、月や火星等を含む

重力天体への無人機の着陸

及び探査活動を目標として、

特に長期的な取組が必要で

あることから、必要な人材の

育成に考慮しつつ、学術的大

局的観点から計画的に取り

組む。 

５．探査部門と宇宙科学研究所

（ISAS）でテーマが重なる部

分に関しては、機構内での科

学的な取組について ISAS の

下で実施するなど、適切な体

制により実施する。 

６．各科学衛星・探査機の研究

開発・運用に係る研究開発・

運用について国際協力を活

用しつつ行うとともに、将来

の科学衛星・探査機や観測機

器について、国際協力の活用

及び小規模プロジェクトで

の実施も考慮しつつ、研究を

行う。 

（ａ）磁気圏観測衛星（EXOS-D） 

（ｂ）磁気圏尾部観測衛星

（GEOTAIL） 

（ｃ）X線天文衛星（ASTRO-EII） 

（ｄ）小型高機能科学衛星

（INDEX） 

（ｅ）太陽観測衛星（SOLAR-B） 

（ｆ）金星探査機（PLANET-C） 

（ｇ）水星探査計画／水星磁気

圏 探 査 機 （ BepiColombo/ 

MMO） 

（ｈ）次期X線天文衛星（ASTRO-

H） 

（ｉ）惑星分光観測衛星 

（ｊ）ジオスペース探査衛星

（ERG） 

（ｋ）小惑星探査機（はやぶさ２） 

７．金星探査機（PLANET-C）に

ついて、金星周回軌道への投

入を目指す。 

８．次期 X 線天文衛星（ASTRO 

-H）、惑星分光観測衛星

（SPRITN-A）、ジオスペース

探査衛星（ERG）及び小惑星探

査機（はやぶさ２）について、

打ち上げを行う。 

９．水星探査計画／水星磁気圏

探査機（BepiColombo/ MMO）

については、海外の協力機関

＜「イトカワ」試料の研究／小惑星探査＞ 

小惑星「イトカワ」試料を非破壊分析手法に

より分析し、微小な試料の表面模様に 40 億年

以上前の歴史が刻まれていることを明らかに

し、その分析により太陽系の進化や惑星の形成

の解明につながる重要な知見を得ることがで

きることを示した。なお、「はやぶさ」に始ま

るISASの小惑星探査の取組は、NASAのOSIRIS-

REx 計画の立ち上げにつながり、ISAS が小惑星

探査の世界的潮流を作ったと評価できる。さら

には、ESA のロゼッタによる彗星探査の成果も

受け、JAXA では火星衛星探査計画、NASA では

新たな小惑星探査計画が立ち上げられつつあ

り、“スノーライン（水が氷として存在する領

域の境を指す）の外側で生まれた小天体のシリ

ーズ探査”という新たな世界的潮流が生み出

され、生命居住可能性の探究という今後の惑星

科学研究につながっている。（Geochimica et 

Cosmochimica Act 平成 28 年 5月） 

（２）プロジェクトの成果 

X 線天文衛星「ひとみ」は、運用断念に至る

までの初期運用において、冷凍機システムによ

る 50mK の冷却及び軟 X 線分光器の機能を確認

した。このシステムは、多層の真空断熱容器・

多段の冷凍機・液体ヘリウムなどを組み合わ

せ、NASA との共同開発によって実現した高度

な技術であり、世界で初めて軌道上でその性能

を実現させたことは特筆に値する。 

小惑星探査機「はやぶさ２」では、小惑星

Ryugu への航行運用において、Delta-DOR とい

う軌道決定技術により、従来の 10 倍の軌道決

定精度を実現した。これは NASA の JPL（ジェ

ット推進研究所）と同等レベルの精度である。

この技術は、今後我が国が主体的に深宇宙軌道

決定を行うことを可能とするものであり、将来

の深宇宙探査ミッションの自立性確保の観点

からも重要なものである。 

「あかつき」は、平成 22（2010）年度の軌道

投入失敗後、５年以上にわたって探査機への熱

負荷を最小限にとどめる運用を続け、平成 27

（2015）年度に軌道投入に成功し、全ての機器

による観測にも成功した。我が国として初めて

の地球外惑星への探査機投入であり、それを姿

勢制御用エンジンにより軌道投入を達成でき

たことは、快挙と言える。「あかつき」は、現

在金星を周回する唯一の探査機であり、観測成

果は世界的にも注目を集めている。28（2016）

年度の成果に続いて、次年度以降も成果が期待

される。＜「平成 29 年度文部科学大臣表彰科

学技術賞」、「2016 年読売新聞社ゴールド・メ

ダル賞」を受賞＞ 

再使用観測ロケット技術実証プロジェクト

において、100 回以上の繰返し着火が可能なエ

ンジンの開発に成功するなど、再使用ロケット

の実現に必要となる要素技術の開発を進めた。

この技術成果に基づき、JAXA 全体で「ロケッ

ト再使用化」の研究が開始されている。 

大学との協力により、超小型深宇宙探査機

要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○平成 29 年度においては、ジオスペー

ス探査衛星「あらせ」（ERG）、「あかつ

き」がより顕著な成果を挙げること

を期待する。 

 

○開発資源が限られる中で、宇宙科

学・探査分野における我が国固有の

特長や強みを意識したテーマやミ

ッション選定が引き続き重要と考

えられる。 
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分があることから、機

構内での科学的な取

組については、ISAS

の下で実施するなど、

適切な体制により実

施する。 

X 線天文衛星（ASTRO-H：宇宙の進化

におけるエネルギー集中と宇宙の

階層形成の解明を目指す。）、惑星分

光観測衛星（極端紫外線観測による

惑星大気・磁気圏内部と太陽風相互

作用の解明を目指す。）、ジオスペー

ス探査衛星（ERG：放射線帯中心部で

の宇宙プラズマその場観測による

相対論的電子加速機構の解明を目

指す。）及び小惑星探査機（はやぶさ

２：C 型小惑星の探査及び同小惑星

からの試料採取を目指す。）につい

ては打ち上げを行う。また、水星探

査 計 画 ／ 水 星 磁 気 圏 探 査 機

（BepiColombo/MMO）については、海

外の協力機関に引き渡し、打ち上げ

に向けた支援を行う。また、次世代

赤外線天文衛星（SPICA）をはじめ、

戦略的に実施する中型計画、公募型

小型計画及び多様な小規模プロジ

ェクトに係る検討を行い、その結果

を踏まえ、必要な措置を講じる。 

 

イ．国際宇宙ステーション（ISS）搭

載装置及び小型飛翔体等に関す

る研究 

ア．に加え、多様なニーズに対応

するため、ISS 搭載装置や小型飛翔

体（観測ロケット及び大気球）によ

る実験・観測機会を活用するととも

に、再使用観測ロケットや革新的な

気球システムの研究などの小型飛

翔体を革新する研究を行う。 

 

ウ．観測データや回収サンプル等の

蓄積・提供 

宇宙科学プロジェクト及び宇宙

探査プロジェクトにおける観測デ

ータや回収サンプル及び微小重力

実験結果などの科学的価値の高い

成果物については、将来にわたって

研究者が利用可能な状態にするた

めのインフラ整備を引き続き進め、

人類共有の知的資産として広く世

界の研究者に公開する。 

「はやぶさ」、「はやぶさ２」及び

「かぐや」を通じて得られた取得デ

ータについては、宇宙科学研究等の

発展に資するよう提供するととも

に、将来の宇宙探査等の成果創出に

有効に活用する。 

 

に引き渡し、打上げに向けた

支援を行う。 

１０．次世代赤外線天文衛星

（SPICA）をはじめ、戦略的に

実施する中型計画、公募型小

型計画及び多様な小規模プ

ロジェクトに係る検討を行

い、その結果を踏まえ、必要

な措置を講じる。 

１１．多様なニーズに対応する

ため、国際宇宙ステーション

（ISS）搭載装置や小型飛翔

体（観測ロケット及び大気

球）による実験・観測機会を

活用するとともに、再使用観

測ロケットや革新的な気球

システムの研究などの小型

飛翔体を革新する研究を行

う。 

１２．宇宙科学プロジェクト及

び宇宙探査プロジェクトに

おける観測データや回収サ

ンプル及び微小重力実験結

果などの科学的価値の高い

成果物については、将来にわ

たって研究者が利用可能な

状態にするためのインフラ

整備を引き続き進め、人類共

有の知的資産として広く世

界の研究者に公開する。 

１３．「はやぶさ」、「はやぶさ

２」及び「かぐや」を通じて

得られた取得データについ

て、宇宙科学研究等の発展に

資するよう提供するととも

に、将来の宇宙探査等の成果

創出に有効に活用する。 

 

「PROCYON」（50kg 級探査機）を開発し、超小型

探査機として初めてとなる深宇宙航行の実証

に加え、彗星やジオコロナの撮像にも成功し

た。これにより、超小型探査機による宇宙探査

という国際的にも新たな潮流を作った。＜平成

29 年度文部科学大臣表彰科学技術賞（東京大

学）＞ 

 

２．プロジェクトマネジメント改革 

 X 線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）の運用断念

を受け、異常事象の原因究明及び再発防止策を策

定した。具体的な実行計画として、「宇宙科学研

究所改革アクションプラン」（以下、「アクション

プラン」）を策定し、JAXA 全体のプロジェクト業

務改革の検討活動にも加わることで、「アクショ

ンプラン」を踏まえた JAXA 共通ルールの策定に

貢献した。この上で、今後の ISAS プロジェクト

を、大型化・複雑化が進む宇宙機システムの開発

に対応する JAXA 共通のプロジェクトマネジメン

トルールに従って実施する体制を確立した。従来

の ISAS の手法では、サイエンス推進とプロジェ

クト管理の両立、要求仕様の明確化、企業との役

割・責任の明確化の点が必ずしも十分でなかった

が、JAXA 共通ルールを適用することにより、これ

らの諸課題の解決を図った。 

 

３．産業振興につながる取組 

宇宙科学の研究開発により得られた成果を基

に、民間企業との協力による製品化や社会実装に

向けた実証実験を実施するなど、研究開発成果の

社会還元に積極的に貢献した。 

「ひとみ」用ガンマ線センサの技術を用い製作し

た「超広角コンプトンカメラ」について、医療分

野の臨床実験や油ガス田における低濃度の自然

放射線物質の集積の可視化に応用された。＜平成

25 年度文部科学大臣賞（研究部門）＞ 

民間企業との協力の下、高信頼性/耐放射線性

を有する次世代 MPU の開発に着手。宇宙だけでな

く高い信頼性が求められる分野（航空機、自動車、

プラント、防衛分野等）向けに製品化されること

となった。 

超伝導遷移端型（TES 型）X 線マイクロカロリ

メータを電子顕微鏡に応用し、民間企業と協力し

製品化されることとなった。 

再使用観測ロケットの研究等で獲得した液体

水素の取扱に関する知見をもとに、民間企業・大

学等による水素社会のインフラ構築に寄与して

いる。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 



36 
  

様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－３ 有人宇宙活動 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号、第八号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0283、0286、0289 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
- - - - - -  予算額（千円） - - 35,289,552 44,921,273  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 47,919,249 43,176,082  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 590 の一部 約 580 の一部 約 230 約 230  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）有人宇宙活動 

①国際宇宙ステーショ

ン（ISS） 

国際宇宙基地協力協

定の下、我が国の国際的

な協調関係を維持・強化

するとともに、人類の知

的資産の形成、人類の活

動領域の拡大及び社会・

経済の発展に寄与する

ことを目的とし、ISS 計

画に参画する。 

ISS における宇宙環境

利用については、これま

での研究成果の経済的・

（３）有人宇宙活動 

①国際宇宙ステーション

（ISS） 

国際宇宙基地協力協定の

下、我が国の国際的な協調

関係を維持・強化するとと

もに、人類の知的資産の形

成、人類の活動領域の拡大

及び社会・経済の発展に寄

与することを目的として、

ISS 計画に参画する。 

ISS における宇宙環境利

用については、これまでの

研究成果の経済的・技術的

な評価を十分に行うととも

【評価軸】 

○国際宇宙ステーション

（ISS）計画に参画を通じ

て、我が国の国際的な協調

関係を維持・強化するとと

もに、人類の知的資産の形

成、人類の活動領域の拡大

及び社会・経済の発展に寄

与したか。 

○ISS における宇宙環境利用

について、これまでの研究

成果の経済的・技術的な評

価を十分に行うとともに、

将来の宇宙環境利用の可能

性を評価し、ISS における

１．効率的に有人宇宙技術を獲得し、ISS

計画において他国からも頼られる高い

技術を確立 ～獲得する立場から頼ら

れる立場へ～ 

前中期では、我が国として初めての有

人拠点である JEM を完成させ、運用・利

用を開始した。 

本中期では、若田（日本人初の ISS 船

長就任）・油井・大西・金井（見込）宇宙

飛行士の活躍、JEM 及び HTV（唯一の成功

率 100%）（※1）の安定した運用を達成。

特に、HTV6 で ISS の運用延長に必須の新

型バッテリの輸送を NASA から依頼され

達成するなど、他国からも頼られる高い

技術を確立した。また、政府により ISS

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○前中期では JEM が完成し利

用を開始した。本中期では利

用を本格化し、有償利用も行

う等、成果を大きく拡大し

た。また、有望分野の重点化、

利用拡大の仕組み作りなど

の戦略的な取組を行い、特に

顕著な成果が出ている。次期

中期では更に利用拡大を進

める。 

○なお、中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予定した

業務は全て実施し、中長期計

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

自己評価では S 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○日本人宇宙飛行士の活躍や、日本実

験棟「きぼう」（JEM）及び宇宙ステ

ーション補給機「こうのとり」（HTV）

の安定した運用実績（ISS 補給機の

－ 
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技術的な評価を十分に

行うとともに、将来の宇

宙環境利用の可能性を

評価し、ISS における効

率的な研究と研究内容

の充実を図る。また、ISS

からの超小型衛星の放

出による技術実証や国

際協力を推進する。 

なお、ISS 計画を含む

有人宇宙活動について

は、費用対効果を向上さ

せつつ、我が国が引き続

き宇宙分野での国際的

な発言力を維持するた

めに、将来の人類の活動

領域の拡大へ寄与しつ

つ、技術蓄積や民間利用

拡大の戦略的実施等が

効果的・効率的に行われ

ることを前提に、これに

取り組む。 

 

ア．日本実験棟（JEM）の

運用・利用 

日本実験棟（JEM）の運

用を着実に行うととも

に、ISS におけるこれま

での成果を十分に評価

し、成果獲得見込みや社

会的要請を踏まえた有

望な分野へ課題重点化

を行い、JEM を一層効果

的・効率的に活用するこ

とで、より多くの優れた

成果創出を目指す。 

加えて、ポスト ISS も

見据えた将来の宇宙探

査につながる技術・知見

の蓄積に努める。 

また、ISS からの超小

型衛星の放出等の技術

実証や、アジア諸国の相

互の利益にかなう JEM の

利用等による国際協力

を推進する。 

 

イ．宇宙ステーション補

給機（HTV）の運用 

宇宙ステーション補

給機（HTV）の運用を着実

に行う。 

 

②国際有人宇宙探査 

国際有人宇宙探査に

ついては、計画が今後国

際的に検討されるもの

であることから、政府に

に、将来の宇宙環境利用の

可能性を評価し、ISS におけ

る効率的な研究と研究内容

の充実を図る。また、ISS か

らの超小型衛星の放出によ

る技術実証や国際協力を推

進する。 

なお、ISS 計画への取組に

あたっては、我が国が引き

続き宇宙分野での国際的な

発言力を維持することに留

意しつつ、技術蓄積や民間

利用拡大の戦略的実施等を

効果的・効率的に行いつつ、

費用対効果の向上に努め

る。また、平成 32 年までの

ISS の共通運用経費につい

ては、宇宙ステーション補

給機「こうのとり」2機の打

ち上げに加えて、将来への

波及性の高い技術等による

貢献の準備を行う。 

さらに、政府が行う平成

33 年以降の ISS 延長への参

加の是非及びその形態の在

り方に関する、外交、産業基

盤維持、産業競争力強化、科

学技術等に与える効果と要

する費用など、様々な側面

からの総合的な検討を支援

する。 

 

ア．日本実験棟（JEM）の運

用・利用 

日本実験棟（JEM）の運用

及び宇宙飛行士の活動を安

全・着実に行うとともに、宇

宙環境の利用技術の実証を

行う。また、ISS におけるこ

れまでの成果を十分に評価

し、成果獲得見込みや社会

的要請を踏まえた有望な分

野へ課題重点化を行うとと

もに、民間利用の拡大や国

の政策課題の解決に資する

研究を取り入れることで

JEM を一層効果的・効率的に

活用し、より多くの優れた

成果創出と社会や経済への

波及拡大を目指す。具体的

には、生命科学分野、宇宙医

学分野及び物質・物理科学

分野の組織的研究を推進す

るとともに、タンパク質結

晶生成等の有望分野への重

点化を行う。さらに、世界的

な研究成果を上げている我

が国有数の研究機関や、大

効率的な研究と研究内容の

充実が図られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、

各年度の業務運営に関する計

画の達成状況等 

 

１．ISS における宇宙環境利

用について、これまでの研

究成果の経済的・技術的な

評価を十分に行うととも

に、将来の宇宙環境利用の

可能性を評価し、ISS にお

ける効率的な研究と研究内

容の充実を図る。 

２．ISS からの超小型衛星の

放出による技術実証や国際

協力を推進する。 

３．ISS 計画への取組にあた

っては、我が国が引き続き

宇宙分野での国際的な発言

力を維持することに留意し

つつ、技術蓄積や民間利用

拡大の戦略的実施等を効果

的・効率的に行いつつ、費

用対効果の向上に努める。 

４．平成 32 年までの ISS の

共通運用経費については、

宇宙ステーション補給機

「こうのとり」2 機の打ち

上げに加えて、将来への波

及性の高い技術等による貢

献の準備を行う。 

５．政府が行う平成 33 年以降

の ISS 延長への参加の是非

及びその形態の在り方に関

する、外交、産業基盤維持、

産業競争力強化、科学技術

等に与える効果と要する費

用など、様々な側面からの

総合的な検討を支援する。 

 

［日本実験棟（JEM）の運用・

利用］ 

６．日本実験棟（JEM）の運用

及び宇宙飛行士の活動を安

全・着実に行うとともに、

宇宙環境の利用技術の実証

を行う。 

７．ISS におけるこれまでの

成果を十分に評価し、成果

獲得見込みや社会的要請を

踏まえた有望な分野へ課題

重点化を行うとともに、民

間利用の拡大や国の政策課

題の解決に資する研究を取

り入れることで JEM を一層

計画参画の意義のひとつとして位置付け

られた 有人宇宙技術獲得を効率的（※2）

に推進してきた。特に、我が国が開発し

た HTV による安全な ISS への接近技術

は、本中期において米国民間輸送機でも

採用されスタンダードとなり、「きぼう」

からの超小型衛星放出は 150 機以上の実

績を重ね、超小型衛星の軌道投入の新た

な方式を確立した。 

※1 本中期では HTV4~6 号機を成功さ

せ、唯一 100%の成功率を維持（露・プ

ログレス 95.5%、米・ドラゴン補給船

90.9%、米・シグナス補給船 85.7%） 

※2 日米欧が有人宇宙プログラムに投

じた総額  米:約 80 兆円（1959～2011

年）、欧:約 2.2 兆円（1974～2011 年）、

日:約 0.8 兆円（1983～2011 年） 

 

２．ISS 計画参加を通じた国際協力の推

進 ～米国との対等な協力関係へ、更

にアジア諸国等への国際協力拡大によ

る外交的価値向上～ 

前中期では、HTV の開発・運用開始に向

けた国際約束を果たすことを中心とした

協力関係であった。 

本中期では、米国とは、HTV による安定

した ISS への物資補給に貢献するととも

に、より重要な物資輸送を担う協力関係

へと発展させた。また、各国が独自で利

用を行うという従来の ISS 利用の枠組み

を超えて、JAXA-NASA 間の ISS 共同利用

促進計画を締結し（見込）、マウスサンプ

ルの交換、互いが持つユニークな実験装

置の相互利用を行う等、日米でより成果

を高める協力関係へ移行した。更に我が

国にとって重要なアジア諸国が特に求め

る人材育成機能、超小型衛星開発の能力・

経験を持つ日本の大学と、JAXA の持つユ

ニークな超小型衛星放出能力及び安価・

定期的な放出機会を組み合わせ、日本の

総合力を活用することによって人材育成

と衛星放出を合わせた形での国際協力を

推進した。実際にフィリピン初の国産超

小型衛星放出では、開発を行った留学生

と政府高官の打上げ・放出への立ち合い、

フィリピン国内での大きな報道など、外

交関係を高める効果があった。また、日

本人宇宙飛行士の行うアジアを対象とし

た公募型簡易実験では、従来大学等との

個別協力であったものを、国レベルの協

力とし外交的価値を高める工夫を行い、

タイでは実験選定の記者会見に科学技術

大臣が出席し、政府レベルでの協力であ

ることを示した。更に、国連と超小型衛

星連携協力を 2015 年に締結し、その初の

ケースとして、2016 年 8 月に 13 件の応

募から JAXA と国連共同でケニア初とな

る超小型衛星を選定、今後も継続的に実

画及び中長期目標は達成さ

れる見込みである。 

 

中で世界唯一 100％成功）は、国際協

力による ISS 計画において、中長期

目標に定める「我が国の国際的な協

調関係の維持・強化」という ISS 計

画の目的の下、我が国の科学技術の

力を立証し、国際プレゼンスを高め

たという点で顕著な成果と言える。 

 

○「きぼう」の利用を本格化し、超小

型衛星放出によるアジア諸国をはじ

めとした各国との国際協力の推進や

高品質タンパク質結晶生成による創

薬手法の確立など、「きぼう」の利用

拡大に資する国内外に価値ある取組

を積極的に行い、成果を多く創出し

てきたことは、中長期目標に定める

「我が国の国際的な協調関係の維

持・強化」「社会・経済の発展に寄与

する」という ISS 計画の目的に照ら

して、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、コスト意識を持ってプロ

ジェクトを進め、国際協力を推進す

るとともに、今後は「きぼう」環境

における科学的成果や商業的成功事

例の創出が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○投資額に見合う成果として、今後、

「きぼう」環境における科学的・社

会的インパクトのある成果の創出が

期待される。 
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おいて、他国の動向も十

分に勘案の上、その方策

や参加の在り方につい

て、外交、産業基盤維持、

産業競争力強化、科学技

術等に与える効果と要

する費用に関し、厳しい

財政制約を踏まえつつ、

厳格に評価を行った上

で、慎重かつ総合的に検

討を行うこととしてお

り、当該検討を支援す

る。また、検討の結果を

踏まえ、必要な措置を講

じる。 

学、学会などのコミュニテ

ィとの幅広い連携を強化す

る。船外実験装置について

は、宇宙科学及び地球観測

分野との積極的な連携によ

る利用の開拓を行う。 

さらに、ポスト ISS も見据

えた将来の宇宙探査につな

がる技術・知見の蓄積に努

める。 

加えて、ISS からの超小型

衛星の放出等による技術実

証や、アジア諸国の相互の

利益にかなう JEM の利用等

による国際協力を推進す

る。 

 

イ．宇宙ステーション補給

機（HTV）の運用 

宇宙ステーション補給機

（HTV）の運用を着実に行

う。それにより、ISS 共通シ

ステム運用経費の我が国の

分担義務に相応する物資及

び JEM 運用・利用に必要な物

資を着実に輸送・補給する。 

 

②国際有人宇宙探査 

今後国際的に検討が行わ

れる国際有人宇宙探査に係

る方策や参加のあり方につ

いては、政府において、他国

の動向も十分に勘案の上、

その方策や参加の在り方に

ついて、外交、産業基盤維

持、産業競争力強化、科学技

術等に与える効果と要する

費用に関し、厳しい財政制

約を踏まえつつ、厳格に評

価を行った上で、慎重かつ

総合的に検討を行うことと

しており、当該検討を支援

する。また、検討の結果を踏

まえ、必要な措置を講じる。 

効果的・効率的に活用する

ことで、より多くの優れた

成果創出と社会や経済への

波及拡大を目指す。具体的

には、生命科学分野、宇宙

医学分野及び物質・物理科

学分野の組織的研究を推進

するとともに、タンパク質

結晶生成等の有望分野への

重点化を行う。 

８．世界的な研究成果を上げ

ている我が国有数の研究機

関や、大学、学会などのコ

ミュニティとの幅広い連携

を強化する。 

９．ISS 船外実験装置につい

て、宇宙科学及び地球観測

分野との積極的な連携によ

る利用の開拓を行う。 

１０．ポスト ISS も見据えた

将来の宇宙探査につながる

技術・知見の蓄積に努める。 

１１．ISS からの超小型衛星

の放出等による技術実証

や、アジア諸国の相互の利

益にかなう JEM の利用等

による国際協力を推進す

る。 

１２．HTV の運用を着実に行

う。それにより、ISS 共通

システム運用経費の我が国

の分担義務に相応する物資

及び JEM 運用・利用に必要

な物資を着実に輸送・補給

する。 

 

［将来的な有人宇宙探査］ 

１３．今後国際的に検討が行

われる国際有人宇宙探査に

係る方策や参加のあり方に

ついて、政府の検討を支援

する。また、検討の結果を

踏まえ、必要な措置を講じ

る。 

 

施する計画であり、更に国連で採択され

た SDGs（※3）の実施に向け、外務省によ

ってとりまとめられた「SDGs 実施に向け

た科学技術外交の 4 つのアクション」に

おいても超小型衛星放出及び企業との共

同研究の取組の価値が認められる等、国

連を通じた国際協力の推進も着実に推進

している。 

※ 3  SDGs： Sustainable Development 

Goals （持続可能な開発目標） 

 

３．ISS での新しい利用環境・技術の提供

と、利用促進のための仕組みづくりの

推進 ～探索的な利用から、利用成果

の収穫へ～ 

前中期では、2009年にJEM組立を完了、

2011 年に ISS が完成し、JEM の初期運用・

利用を開始した。基礎的な実験技術の獲

得、探索的な実験利用を開始した。 

本中期では、運用・利用経験を踏まえ、

有望分野（新薬設計、加齢研究、超小型

衛星放出及び船外ポート利用）へ重点化

するとともに、超小型衛星放出能力の倍

増（6U→12U（※1U：10cm×10cm×10 

cm））、低温（4℃）でのタンパク質結晶生

成環境、小動物の 0/1G 対照実験環境等の

新しい利用技術の提供を推進した。この

結果、超小型衛星放出利用では、本中期

期間で 152 機（前中期 5 機）を JEM から

放出し、定着・拡大させた。また、Science

誌の「2014 年の科学ブレークスルー10

選」に選ばれ、世界的な学術誌からも高

評価を得た。また、高品質タンパク質結

晶生成実験の実績は 52 試料（前中期 39）

となり、うち地上実験に対して 34 試料の

分解能向上を得た。更に創薬ベンチャー

企業と、JAXA が試料作成への技術的助言

から宇宙実験までの一連の作業を受託す

る包括的な有償利用契約を締結し、実験・

構造解析を行う等、本格的な利用拡大へ

と移行しつつある。更には東北大・北大、

九工大及び民間事業者（見込）と超小型

衛星利用の戦略的パートナーシップ協定

の締結による利用促進の仕組みを構築

し、更なる利用拡大・事業化へ向けた取

り組みを進めている。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－４ 宇宙太陽光発電 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
- - - - - -  予算額（千円） - - 358,394 362,662  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 308,409 367,513  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - 約 300 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
（４）宇宙太陽光発電 

我が国のエネルギ

ー需給見通しや将来

の新エネルギー開発

の必要性に鑑み、無線

による送受電技術等

を中心に研究を着実

に進める。 

（４）宇宙太陽光発電 

我が国のエネルギ

ー需給見通しや将来

の新エネルギー開発

の必要性に鑑み、無線

による送受電技術等

を中心に研究を着実

に進める。 

【評価軸】 

宇宙太陽光発電技術につ

いて、無線による送受電技

術等を中心に研究を着実

に進めたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．宇宙太陽光発電技術に

ついて、無線による送受

電技術等を中心に研究

を着実に進める。 

１．マイクロ波無線電力伝送技術 

マイクロ波伝送ビーム制御技術の研究成果を踏ま

えて、平成 27（2015）年に伝送距離約 55m、340W の電

力伝送実験を、J-spacesystems と共同で行い、アンテ

ナパネル間歪み誤差の自動補正技術の有効性を実証

した。平成 28（2016）年に、ビーム制御技術を発展さ

せ、飛翔体へのマイクロ波エネルギー伝送を模擬した

伝送試験（電波暗室内の 10m 先を 3cm/s で移動する目

標に対するビーム追従性試験）を行った。この成果の

活用として、無線エネルギー伝送の技術開発と実用実

証を兼ねた成層圏無人機等への伝送実験についても

検討を進めた。 

 

２．レーザー無線電力伝送技術 

平成 28 年度に、鉛直方向の大気揺らぎ影響下での

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28（2016）

年度までに予定した業務は

全て実施し、中長期計画及び

中長期計画は達成される見

込みである。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定めたられたとおり、

概ね着実に業務が実施されたと認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○マイクロ波無線電力伝送技術、レー

ザー無線電力伝送技術、大型構造物

組立技術、宇宙太陽光発電システム

（SSPS）総合システム検討など、研

究を着実に進めた点は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 
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ビーム制御技術の実証を目的に、高塔日立 G1 

TOWER）を利用して、宇宙から地上への伝送を模擬し

た上下方向のレーザーエネルギー伝送実験を実施し

た。今回開発したレーザービームの方向制御により、

光衛星間通信実験衛星「きらり」（OICETS）と比較して

3 桁大きい出力（350W）のレーザーを光通信とほぼ同

じ精度で制御できることを確認した。また、GaAs 光電

変換素子によるレーザーの変換効率において、目標と

した効率 50%の達成を確認した。 

  

３．大型構造物組立技術 

完全自動で軌道上にて展開・結合するパネル構造物

の研究を進め、パネル周縁部の構造を工夫すること

で、パネル全体の面精度 1mm 以下の実現を地上試験に

て確認した。国内優先権主張出願 1 件（「結合装置」）、

川崎重工業との特許共同出願 2件（「パネル構造物」、

「パネル構造物およびその拡張体」）をそれぞれ実施

した。 

 

４．SSPS 総合システム検討 

エネルギー情勢や環境問題等、急速に変化する社会

情勢に対応しつつ、長期にわたる研究開発における適

用技術の変化も想定しながら、ステークホルダからの

理解を得られる形で SSPS 研究開発を推進するため、

エネルギー政策、事業投資、再生可能エネルギー技術、

宇宙機システム、リニア新幹線研究開発等の専門家に

よる外部諮問委員会（SSPS 事業性検討委員会/SSPS シ

ステム検討委員会）からの助言も得て、中間段階での

成果の社会実装を意識した研究の進め方を導入。 

 

○民間や外部との連携を強化し、引き

続き、各技術開発及び検討を推進す

ることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－５ 個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - 約 290 の一部 約 300 の一部  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）個別プロジェクトを

支える産業基盤・科学技

術基盤の強化策 

経済・社会の発展や我が

国の宇宙航空活動の自立

性・自在性の向上及びその

効果的・効率的な実施と産

業競争力の強化に貢献する

ことを目的とし、コスト削

減を意識しつつ、技術基盤

の強化及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な研究等

を実施する。 

（５）個別プロジェクトを

支える産業基盤・科学技

術基盤の強化策 

経済・社会の発展や我が

国の宇宙航空活動の自立

性・自在性の向上及びその

効果的・効率的な実施と産

業競争力の強化に貢献する

ことを目的とし、コスト削

減を意識しつつ、技術基盤

の強化及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な研究等

を実施する。 

【評価軸】 

コスト削減を意識しつ

つ、技術基盤の強化及び

中長期的な展望を踏ま

えた先端的な研究等の

実施を通じて経済・社会

の発展や我が国の宇宙

航空活動の自立性・自在

性の向上及びその効果

的・効率的な実施と産業

競争力の強化に貢献し

たか。 

 

プロジェクトの確実な達成に加えて、宇宙航空技

術による産業基盤強化に貢献するため、次の 3 項目

を掲げ、研究開発に取り組んでいる。 

１．宇宙機システムの自在性や競争力の鍵となる技

術課題を識別して研究開発に取り組む 

２．入手性等の観点から国産化が喫緊の課題になっ

ている機器や部品について重点的に研究開発に取

り組む 

３．プロジェクトの確実な達成に加えて、広く社会

や産業界の課題解決を念頭に置き研究開発に取り

組む 

それぞれの取り組みについて、以下のとおり顕著

な成果を創出した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○コスト削減を意識し

つつ、技術基盤の強

化及び中長期的な展

望を踏まえた先端的

な研究等の実施を通

じて経済・社会の発

展や我が国の宇宙航

空活動の自立性・自

在性の向上及びその

効果的・効率的な実

施と産業競争力の強

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○世界最高性能のリチウムイオン電池

の開発及び市場投入や世界最長の寿

命を持つ波動歯車装置の開発成功を

はじめ、我が国の宇宙機システムの

自立性確保や国際競争力向上に資す

る研究開発に取り組み、多くの成果

－ 
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衛星システムや輸送シス

テムの開発・運用を担う企

業の産業基盤の維持を図る

ため、民間事業者による利

用の開拓や海外需要獲得の

ための支援を強化する。民

間事業者の国際競争力強化

を図るため、宇宙実証の機

会の提供等を行う。具体的

には、大学や民間事業者等

が超小型衛星等を「テスト

ベッド」として活用するこ

と等による新規要素技術の

実証等に資するため、小型・

超小型の人工衛星を活用し

た基幹的部品や新規要素技

術の軌道上実証を適時かつ

安価に実施する環境の整備

を行い、イプシロンロケッ

トを用いた軌道上実証実験

を実施することを目指す。 

企業による効率的かつ安

定的な開発・生産を支援す

るため、機構が開発する衛

星について、部品・コンポ

ーネント等のシリーズ化、

共通化やシステム全体のコ

スト削減などに取り組むと

ともに、事業者の部品一括

購入への配慮を促す。部品

の枯渇や海外への依存度の

増大などの問題解決に向け

た検討を行い、必要な措置

を講じる。 

海外への依存度の高い技

術や機器について、中小企

業を含めた国内企業からの

導入を促進する。また、我

が国の優れた民生部品や民

生技術の宇宙機器への転用

を進めるため、政府が一体

となって行う試験方法の標

準化や効率的な実証機会の

提供等に貢献する。 

基盤的な宇宙技術に関す

る研究開発を進めること

で、プロジェクトの効果的・

効率的な実施を実現する。

また、我が国の宇宙産業基

盤を強化する観点から、市

場の動向を見据えた技術開

発を行い、プロジェクトや

外部機関による技術の利用

を促進する。将来プロジェ

クトの創出及び中長期的な

視点が必要な研究について

は、最終的な活用形態を念

頭に、機構が担うべき役割

衛星システムや輸送シス

テムの開発・運用を担う企

業の産業基盤の維持を図る

ため、共同研究の公募や海

外展示の民間との共同開催

等、民間事業者による利用

の開拓や海外需要獲得のた

めの支援を強化する。 

民間事業者の国際競争力

強化を図るため、宇宙実証

の機会の提供等を行う。ま

た、このために必要となる

関係機関及び民間事業者と

の連携枠組みについて検討

する。具体的には、大学や

民間事業者等が超小型衛星

等を「テストベッド」とし

て活用すること等による新

規要素技術の実証等に資す

るため、小型・超小型の人

工衛星を活用した基幹的部

品や新規要素技術の軌道上

実証を適時かつ安価に実施

する環境の整備を行い、イ

プシロンロケットを用いた

軌道上実証実験を実施する

ことを目指す。 

企業による効率的かつ安

定的な開発・生産を支援す

るため、衛星の開発に当た

っては、部品・コンポーネ

ント等のシリーズ化、共通

化やシステム全体のコスト

削減などに取り組むととも

に、事業者の部品一括購入

への配慮を促す。 

また、宇宙用部品の研究

開発に当たっては、部品の

枯渇や海外への依存度の増

大などの問題解決に向けた

検討を行い、必要な措置を

講じる。 

海外への依存度の高い重

要な技術や機器について、

共通性や安定確保に対する

リスク等の観点から優先度

を評価し、中小企業を含め

た国内企業からの導入を促

進する。 

また、我が国の優れた民

生部品や民生技術の宇宙機

器への転用を進めるため、

政府が一体となって行う試

験方法の標準化や効率的な

実証機会の提供等に対し、

技術標準文書の維持向上、

機構内外を含めた実証機会

の検討等を通じて貢献す

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

１．技術基盤の強化及び

中長期的な展望を踏

まえた先端的な研究

等を実施する。 

２．共同研究の公募や海

外展示の民間との共

同開催等、民間事業者

による利用の開拓や

海外需要獲得のため

の支援を強化する。 

３．小型・超小型の人工

衛星を活用した基幹

的部品や新規要素技

術の軌道上実証を適

時かつ安価に実施す

る環境の整備を行い、

イプシロンロケット

を用いた軌道上実証

実験を実施すること

を目指す。 

４．衛星の開発に当たっ

ては、部品・コンポー

ネント等のシリーズ

化、共通化やシステム

全体のコスト削減な

どに取り組むととも

に、事業者の部品一括

購入への配慮を促す。 

５．宇宙用部品の研究開

発に当たっては、部品

の枯渇や海外への依

存度の増大などの問

題解決に向けた検討

を行い、必要な措置を

講じる。 

６．海外への依存度の高

い重要な技術や機器

について、共通性や安

定確保に対するリス

ク等の観点から優先

度を評価し、中小企業

を含めた国内企業か

らの導入を促進する。 

７．政府が行う試験方法

の標準化や効率的な

実証機会の提供等に

対し、技術標準文書の

維持向上、機構内外を

含めた実証機会の検

討等を通じて貢献す

る。 

８．基盤的な宇宙技術に

 

１．宇宙機システムの自在性や競争力の鍵となる技

術課題を識別して取り組んだ研究開発の成果： 

（１）オール電化衛星の実現に向けたキー技術の研

究：国の重要施策として、将来の衛星市場におけ

るシェア拡大のための競争力獲得を目指す技術試

験衛星 9 号機の開発主体の企業が、キーとなる電

気推進、航法技術に、JAXA の研究開発成果である

ホールスラスタ（従来品推力 290mN に対し、本開

発 BBM（試作モデル）で推力 370mN 達成した）及び

静止軌道用 GPS 受信機（高精度なリアルタイム軌

道決定による軌道変換・軌道保持の全自動化を世

界で初めて実現する目途を得た）を、今後の商業

展開後も継続的に使う前提で採用した。 

（２）リチウムイオン電池の開発：世界最高性能（高

エネルギー密度～170Wh/kg、長寿命）を有する宇

宙用リチウムイオン電池の開発を完了した。この

電池は、米国および欧州の人工衛星用電池市場へ

の参入に成功し、今日までに 100 機以上の人工衛

星への採用実績と、国際市場占有率が 35%以上の

シェアを獲得した。さらに、本開発品の派生型

（150Ah セル、高出力化）が、国際宇宙ステーショ

ン（ISS）の交換用電池に採用（交換前は米国製）

された。ISS の主要搭載品として米国製以外の製

品が採用されるのは極めて稀で、高性能と、有人

システムに対応する優れた安全性が認められ、実

現したものである。 

（３）宇宙機システムの長寿命化に向けた技術の研

究：太陽電池パドル等の駆動などに使用される回

転駆動機構の摺動部分である、「波動歯車装置」の

寿命を延ばす技術を国内企業と共同で開発し、従

来品の約 15 倍（同一使用条件（負荷率）比較で世

界最長）の寿命を実現し、波動歯車装置の宇宙利

用における寿命制約を事実上解消することに成功

した。 

 

２．入手性等の観点から国産化が喫緊の課題になっ

ている機器や部品について重点的に取り組んだ研

究開発の成果： 

（１）SJ（Super-Junction）パワーMOSFET の開発：

我が国の宇宙機システム電源の小型・高効率化に

効果化に寄与し、かつ電源系という共通要素にお

ける ITAR 品依存リスクを解消する、世界最高の効

率（電力損失を競合品に対し 30%以上低減）と耐放

射線性を兼ね備えた、パワーMOSFET（電力スイッ

チング用素子）を開発した。これにより省電力の

宇宙用電子回路が実現可能となり、国内外の衛星

システム/コンポーネントメーカから多くの引き

合いが来ている。 

（２）国産高精度ガス計測センサ（QCM（Quartz 

Crystal Microbalance）センサ）の開発：宇宙機

の材料等から生じる微量ガスは、観測機器のレン

ズやミラー、機構部に付着し汚染（コンタミネー

ション）による性能低下の原因となり、観測をミ

ッションとするシステムの性能確保上の重要な課

題であるが、この汚染計測用センサは、これまで

米国メーカ（一部 ITAR 対象品）による独占状態で

あった。さらに、技術的には、米国製センサの温

化に貢献するため

に、平成 27 年度に

JAXA の宇宙技術研

究の主要部分を研究

開発部門に一元化

し、全社体制で取り

組むことにより、顕

著な成果を創出し

た。 

○なお、中長期計画上、

平成 28（2016）年度

までに予定した業務

は全て計画通り実施

し、中長期計画及び

中長期目標は達成さ

れる見込みである。 

 

が創出されたことは、中長期目標に

定める「我が国の宇宙航空活動の自

立性・自在性の向上及びその効果的・

効率的な実施と産業競争力の強化に

貢献する」という目的に照らして、

顕著な成果と言える。 

 

○SJ パワーMOFSET や国産高精度計測

センサなど、入手性等の観点から国

産化が課題となっている機器や部品

の開発に成功するとともに、開発機

器の優れた性能（SJ パワーMOF SET

は世界最高効率）から、国内に加え

国外からも引き合いが来ている点

は、中長期目標に照らして、顕著な

成果と言える。 

 

○民間事業者に対し、積極的に宇宙実

証機会の提供を行い、特許出願件数

や受託研究件数等の大幅増に繋げた

ことは、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、宇宙産業の振興、国際競

争力強化という根幹的な課題の一層

の前進のため、中心的に推進すべき

技術開発を明確化し、産業界とも連

携の上で取り組んでいくことが必

要。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○積極的な取組により、技術開発や知

財獲得等において期待以上の進捗が

確認できた。 

 

○宇宙実証は技術の産業化に欠かせな

いプロセスであり、小型衛星への民

生部品活用の期待が高まる中、実証

機会提供をはじめとする産業基盤・

科学技術基盤整備について JAXA が

果たす役割はますます重要となる。

イプシロンロケットの活用を含め、

実証の頻度・環境を不断に見直しな

がら、実用化・国際競争力強化につ

なげていく取組に期待する。 
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を明らかにした上で実施す

る。 

る。 

基盤的な宇宙技術に関す

る研究開発を進めること

で、プロジェクトの効果的・

効率的な実施を実現する。

また、我が国の宇宙産業基

盤を強化する観点から、市

場の動向を見据えた技術開

発を行い、プロジェクトや

外部機関による技術の利用

を促進する。 

具体的な研究開発の推進

にあたっては、産業界及び

学界等と連携し、機構内外

のニーズ、世界の技術動向、

市場の動向等を見据えた技

術開発の中長期的な目標を

設定しつつ、計画的に進め

る。 

将来プロジェクトの創出

及び中長期的な視点が必要

な研究については、最終的

な活用形態を念頭に、機構

が担うべき役割を明らかに

した上で実施する。 

関する研究開発を進

めることで、プロジェ

クトの効果的・効率的

な実施を実現する。 

９．我が国の宇宙産業基

盤を強化する観点か

ら、市場の動向を見据

えた技術開発を行い、

プロジェクトや外部

機関による技術の利

用を促進する。 

１０．具体的な研究開発

の推進にあたっては、

産業界及び学界等と

連携し、機構内外のニ

ーズ、世界の技術動

向、市場の動向等を見

据えた技術開発の中

長期的な目標を設定

しつつ、計画的に進め

る。 

１１．将来プロジェクト

の創出及び中長期的

な視点が必要な研究

については、最終的な

活用形態を念頭に、機

構が担うべき役割を

明らかにした上で実

施する。 

度測定部が検知部（水晶板）から離れた箇所に実

装されているため、コンタミネーション計測にお

いて重要な温度精度の課題となっていた。今回開

発した国産 QCM センサは、水晶板の温度を直接計

測する方法を考案し、採用することで、従来品の

課題を解決したもので、欧州の宇宙機関から引き

合いが来ている。 

 

３．プロジェクトの確実な達成に加えて、広く社会

や産業界の課題解決も念頭において取り組んだ研

究開発の成果： 

（１）数値シミュレーション等：数値シミュレーシ

ョン技術によって、H3 ロケットエンジン開発等の

プロジェクトのリスク低減や経費削減を実現し

た。さらに、当該シミュレーション技術を応用し

て、NEDO の水素利用事業に参画し、高圧・極低温

水素の大気漏洩に伴う水素相変化現象の可視化を

温度計測と解析の両方で世界で初めて実現し、液

化水素スタンドの技術基準の策定に寄与した。ま

た、JAXA が開発した燃焼に関する数値シミュレー

ション技術は、自動車業界を初め多くの企業や大

学等の関心を集め、本年度は宇宙分野以外に対し

て 19 件のプログラム等の利用許諾に応じ、産業

界・学術界に貢献した。 

（２）宇宙技術の民生展開による熱膨張率測定装置

の超高精度化：JAXA が有する微小熱変形評価技術

及び高安定構造設計にかかる知見を基に、熱膨張

率測定装置の超高精度化（市販品として世界最高

レベル、既存品比 1 桁向上）の実現に向け、研究

開発を進め、国内企業による商品化の目途を得た。

これは、半導体製造装置や光学部品製造装置のメ

ーカニーズに応えるもので、宇宙・地上を問わず

精密機器分野に広く使われる成果である。 

（３）その他：競争力強化を念頭に置き、我が国の

産業基盤強化に技術で貢献する取り組みを進めた

結果、特許出願や知財実施許諾、受託研究も増加

している。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４ 航空科学技術 

関連する政策・施策 

研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評

価分科会） 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第五号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
- - - - - -  予算額（千円） - - 9,653,686 9,555,053  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 11,256,888 11,029,540  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 240 約 240 約 230 約 230  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ４．航空科学技術 

航空科学技術について

は、基盤的な宇宙航空技術

に関する研究開発を推進す

るとともに、環境と安全に

関連する研究開発への重点

化を進める中にあっても、

先端的・基盤的なものに更

に特化した研究開発を行

う。 

 

（１）環境と安全に重点化

した研究開発 

４．航空科学技術 

基盤的な宇宙航空技術に

関する研究開発を推進する

とともに、環境と安全に関

連する研究開発への重点化

を進める中にあっても、先

端的・基盤的なものに更に

特化した研究開発を行う。 

 

（１）環境と安全に重点化

した研究開発 

エンジンの高効率化、現

行及び次世代の航空機の低

【評価軸】 

○エンジンの高効率

化、現行及び次世代

の航空機の低騒音化

並びに乱気流の検知

能力向上等につい

て、実証試験等を通

じて成果をあげた

か。 

○産業界等の外部機関

における成果の利用

の促進が図られた

か。 

１．産業競争力の強化への貢献 

（１）超音速機の最大の課題であるソニックブー

ム強度が半減可能となる概念を世界で初めて飛

行実証し（低ソニックブーム設計概念実証：D-

SEND）、国内外の超音速機の実現に向けた取り組

みを促進 

・前中期では、数値シミュレーションにより低ソ

ニックブーム設計概念の成立性確認を実施。 

・今中期では、上記低ソニックブーム設計概念を

世界で初めて飛行実証した。具体的には、小型

超音速旅客機のソニックブームによる騒音を

雷の音からドアノックレベルに低減すること

を可能とした。ICAO（※1）の活動を基準検討

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

○今中期は、前中期に開

発した要素技術を元

に、産業競争力強化お

よび社会と航空輸送

の安全性向上に貢献

する世界初あるいは

世界一の技術を実証

してメーカ等から高

い評価を得ると共に、

研究開発成果の社会

への定着を促す活動

評定 S 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

顕著な進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○超音速機の最大の課題であるソニッ

クブームによる騒音に関し、我が国

独自の低ソニックブーム設計コンセ

プトを、世界に先駆けて実証したこ

とで、中長期目標に定める中長期的

な展望を踏まえた先端的な研究が進

－ 
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エンジンの高効率化、現

行及び次世代の航空機の低

騒音化並びに乱気流の検知

能力向上等について、実証

試験等を通じて成果をあげ

る。 

防災対応については、関

係機関と積極的に連携した

上で、無人機技術等必要と

なる研究開発を推進する。 

 

（２）航空科学技術の利用

促進 

産業界等の外部機関にお

ける成果の利用の促進を図

り、民間に対し技術移転を

行うことが可能なレベルに

達した研究開発課題につい

ては順次廃止する。 

さらに、関係機関との連

携の下、公正中立な立場か

ら航空分野の技術の標準

化、基準の高度化等に貢献

する取組を積極的に行う。 

 

（３）技術基盤の強化及び

産業競争力の強化への貢

献 

経済・社会の発展や我が

国の宇宙航空活動の自立

性・自在性の向上及びその

効果的・効率的な実施と産

業競争力の強化に貢献する

ことを目的とし、コスト削

減を意識しつつ、技術基盤

の強化及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な研究等

を実施する。 

基盤的な航空技術に関す

る研究開発を進めること

で、プロジェクトの効果的・

効率的な実施を実現する。 

騒音化並びに乱気流の検知

能力向上等について、実証

試験等を通じて成果をあげ

る。具体的には、 

（ａ）次世代ファン・タービ

ンシステム技術 

（ｂ）次世代旅客機の機体

騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セーフテ

ィ・アビオニクス技術 

等について実証試験を中心

とした研究開発を進める。 

また、第 2 期に引き続き、 

（ｄ）低ソニックブーム設

計概念実証（D-SEND） 

（ｅ）次世代運航システム

（DREAMS） 

に係る研究開発を進め、可

能な限り早期に成果をまと

める。 

防災対応については、関

係機関と積極的に連携した

上で、無人機技術等必要と

なる研究開発を推進する。 

 

（２）航空科学技術の利用

促進 

産業界等の外部機関にお

ける成果の利用の促進を図

り、民間に対し技術移転を

行うことが可能なレベルに

達した研究開発課題につい

ては順次廃止する。 

さらに、関係機関との連

携の下、公正中立な立場か

ら航空分野の技術の標準

化、基準の高度化等に貢献

する取組を積極的に行う。

具体的には、運航技術や低

ソニックブーム技術等の成

果に基づく国際民間航空機

関（ICAO）等への国際技術基

準提案、型式証明の技術基

準の策定、航空機部品等の

認証、及び航空事故調査等

について、技術支援の役割

を積極的に果たす。 

 

（３）技術基盤の強化及び

産業競争力の強化への貢

献 

経済・社会の発展や我が

国の宇宙航空活動の自立

性・自在性の向上及びその

効果的・効率的な実施と産

業競争力の強化に貢献する

ことを目的とし、コスト削

減を意識しつつ、技術基盤

○関係機関との連携の

下、公正中立な立場

から航空分野の技術

の標準化、基準の高

度化等に貢献した

か。 

○コスト削減を意識し

つつ、技術基盤の強

化及び中長期的な展

望を踏まえた先端的

な研究等を実施する

とともに、基盤的な

施設・設備の整備を

通じて経済・社会の

発展や我が国の宇宙

航空活動の自立性・

自在性の向上及びそ

の効果的・効率的な

実施と産業競争力の

強化に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

［環境と安全に重点化

した研究開発］ 

１．エンジンの高効率

化、現行及び次世代

の航空機の低騒音化

並びに乱気流の検知

能力向上等の以下の

技術について、実証

実験等を通じて成果

をあげる。 

（ａ）次世代ファン・

タービンシステム技

術 

（ｂ）次世代旅客機の

機体騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セー

フティ・アビオニク

ス技術 等 

２．次の研究開発を進

め、可能な限り早期

に成果をまとめる。 

（ｄ） 低ソニックブー

ム設計概念実証（D-

SEND） 

（ｅ）次世代運航シス

テム（DREAMS） 

３．防災対応について、

関係機関と積極的に

連携した上で、無人

機技術等必要となる

研究開発を推進す

レベルから策定レベルに促進、また JAXA 技術

を適用した超音速機の国内メーカ等との設計

検討や海外大手航空機メーカ等との共同研究

が新たに開始されるなど、国内外の超音速機

の実用化に向けた取り組みを加速した。 

（２）世界で初めて晴天時の乱気流を実用レベル

で検知する技術（ウェザー・セーフティ・アビオ

ニクス技術：SafeAvio）の開発と飛行実証を行

い、国内装備品メーカが実用化に向けた開発投

資を決定 

・前中期では、晴天時の乱気流検知のキーとなる

信号処理技術を開発し、観測距離向上の見通

しを得た。 

・今中期では、1分以上の対処猶予を実現する観

測距離 14km 以上を乗客 1 人分の重量（目標

95kg）で実現。実用レベルの晴天時乱気流検知

とパイロットへの情報提供を世界で初めて飛

行実証し、航空機装備品市場を新たに開拓す

る可能性を高めた。これにより、国内装備品メ

ーカが開発投資を決断した他、大手航空機メ

ーカが大型ジェット機で評価を行うことを決

定した。 

（３）高速流体解析ソフト FaSTAR の開発を行い、

国内航空機メーカが実利用を開始 

・前中期では、定常解析において高速な圧縮性流

体解析ソフト FaSTAR の開発を行った。 

・今中期では、非定常解析を可能とし、航空機の

失速付近で問題となるバフェット（衝撃波振

動現象）について高精度な衝撃波位置の予測

を実現すると共に 20 倍の高速化を実現。非定

常解析を 1 日 1 ケースで実施可能とした。ま

た、航空機メーカ（三菱重工業）が「空力設計

の現場では、空気の流れが時間の経過ととも

に変化していく状態を扱う、大規模な非定常

解析のニーズが高まっている。FaSTAR の高速

性はこのような大規模非定常解析に有効であ

る」（広報誌 JAXA’s No. 067、平成 29（2017）

年 1 月）と評価し、利用を開始した。平成 28

年度末現在、FaSTAR の有償ライセンスは 4 件

である。（航空機メーカ 1件、ソフトウェア会

社 2件、エンジニアリング会社 1件。） 

※ 1  ICAO（ International Civil Aviation 

Organization）：国連の専門機関の一つで、国

際航空運送に関する国際基準、勧告、ガイドラ

インの作成等を行っており、ソニックブーム

基準の検討も行っている。 

 

２．災害時救援活動の効率化と航空輸送の安全性

向上への貢献 

（１）災害救援航空機情報共有ネットワーク（D-

NET）を開発するとともに同技術を普及させ、災

害時の航空機による救援活動の効率化を実現 

・前中期では、D-NET の基本的な仕様とそれに基

づく技術の開発を行い、総合防災訓練等 で

のユーザ評価を実施した。 

・今中期は技術開発を完了して民間への技術移

転により製品開発を実施、平成 26（2014）年

4 月に総務省消防庁が D-NET 技術を活用した

を実施して社会実装

を進めたことは、特に

顕著な成果であると

評価する。 

○なお、中長期計画上、

平成 28（2016）年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期計

画及び中長期目標は

達成される見込みで

ある。 

 

 

展したことに留まらず、当該成果が

メーカとの共同研究の開始等に繋が

り、研究開発成果の産業界への橋渡

し段階に進んだことは、特に顕著な

成果と言える。 

 

○世界で初めて晴天時乱気流検知技術

の開発と飛行実証を行い、実用化レ

ベルまで小型軽量化を実現したこと

で、乱気流の検知能力向上等につい

て、実証試験等を通じて成果をあげ

るという中長期目標を達成した。そ

れに加えて、各メーカにおける開発

投資決定や実用機での評価など航空

機装備品市場の新たな開拓に繋げた

ことは、実証のみに留まらず、研究

開発成果の社会実装が進んでいる点

で、特に顕著な成果と言える。 

 

○世界最速の高速流体解析ソフトを開

発し、大学等に加えて産業界などで

も幅広く利用拡大を進めたことは世

界最高性能の技術開発を成功させた

こと、利用拡大がしっかりと進んだ

ことの両面で特に顕著な成果と言え

る。 

 

○災害救援航空機情報共有ネットワー

ク（D-NET）について、民間に技術移

転を行い製品開発及び運用を実施

し、熊本地震において本システムの

有効性が実証されるなど、災害時の

支援活動に必要不可欠なシステムと

して全国的に展開され、全国のほぼ

全ての消防防災ヘリに搭載・実利用

され、防災機関からも高い評価を獲

得した。これは、中長期目標に定め

る利用促進の最終的な成果として、

新たな社会に欠かせないインフラを

構築した点で、特に顕著な成果と言

える。 

 

○着陸時の安全性の向上に繋がる空港

低層風情報提供技術については、羽

田・成田空港の運用評価において高

い評価を獲得し、両空港での実利用

が開始されており、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業競争力の強化に加え、

国際的にもプレゼンスを示すことが

できるような我が国独自の技術開発

の推進が期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○知的財産の保護、技術の流出防止に

ついて、細心の対応が望まれる。 
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の強化及び中長期的な展望

を踏まえた先端的な研究等

を実施する。 

基盤的な航空技術に関す

る研究開発を進めること

で、プロジェクトの効果的・

効率的な実施を実現する。 

る。 

 

［航空科学技術の利用

促進］ 

４．産業界等の外部機

関における成果の利

用の促進を図る。民

間に対し技術移転を

行うことが可能なレ

ベルに達した研究開

発課題については順

次廃止する。 

５．運航技術や低ソニ

ックブーム技術等の

成果に基づく国際民

間航空機関（ICAO）等

への国際技術基準提

案、型式証明の技術

基準の策定、航空機

部品等の認証、及び

航空事故調査等につ

いて、技術支援の役

割を積極的に果た

す。 

 

［技術基盤の強化及び

産業競争力の強化への

貢献］ 

６．コスト削減を意識

しつつ、技術基盤の

強化及び中長期的な

展望を踏まえた先端

的研究等を実施す

る。 

７．基盤的な航空技術

に関する研究開発を

進めることで、プロ

ジェクトの効果的・

効率的な実施を実現

する。 

新しい集中管理型消防防災ヘリコプター動態

管理システムの運用を開始した。関東・東北豪

雨（鬼怒川水害、平成 27（2015）年）および

熊本地震（平成 28（2016）年）では技術支援

を実施。特に、熊本地震では総務省消防庁広域

応援室により「DMAT（※2）等とのより効率的

な連携が可能となった」ことなどを評価され

た（公文書を受領）。今後、このような環境構

築をより迅速かつ円滑に行うため、DMAT 事務

局が設置されている国立病院機構、ドクター

ヘリ運航会社等およびJAXAは大規模災害発生

時等に D-NET による情報共有を効率的に行う

ための協定を平成 29（2017）年 3 月に締結し

た。さらに、JAXA 開発の持ち込み型 D-NET 機

器の実用化等により消防防災ヘリへの搭載が

促進（※3）され、全国の消防防災ヘリがネッ

トワーク化された。D-NET の技術に対して総務

省消防庁より「平成 28 年度消防防災科学技術

賞」を受賞した。 

（２）着陸時の安全性の向上に繋がる滑走路周辺

の風情報を提供する技術（空港低層風情報：

ALWIN）を開発、運用評価も完了して、国内空港

での実利用が開始 

・前中期では、低層風擾乱の影響を定量化して運

航障害の発生を予測する要素技術を開発し、

有効性を確認した。 

・今中期は、成田・羽田の両空港で気象庁の気象

観測システムを用いて低層風擾乱の情報を航

空機に送信する技術を世界に先駆けて確立

し、運用評価においてエアラインのパイロッ

ト（約 200 名）の 81%から有用との評価を得

た。これを受けて気象庁が導入を決定し、平成

29 年 4 月に羽田・成田の両空港での実利用が

開始された。 

※2 DMAT：災害派遣医療チーム 

※3 全国消防防災ヘリ 75 機中、平成 29 年度に

機体更新に伴う搭載が予定されている 1 機を

除いた 74 機に普及。 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－１ 利用拡大のための総合的な取組 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第四号、第五号、第六号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
技術移転（ライ

センス供与） 60 件 261 件 295 件 269 件 324 件  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

施設・設備の供

用 50 件 135 件 92 件 64 件 88 件  決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

企業・大学等と

の共同研究 500 件 718 件 756 件 689 件 1,101 件  経常費用（千円） - - - -  

 

経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - -  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視点）、

指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）利用拡大のための

総合的な取組 

①産業界、関係機関及び

大学との連携・協力 

国民生活の向上、産業

の振興等に資する観点

から、社会的ニーズの更

なる把握に努めつつ、宇

宙について政府がとり

まとめる利用者ニーズ

や開発者の技術シーズ

を開発内容に反映させ、

（１）利用拡大のための総合的

な取組 

①産業界、関係機関及び大学と

の連携・協力 

国民生活の向上、産業の振興

等に資する観点から、社会的ニ

ーズの更なる把握に努めつつ、

宇宙について政府がとりまと

める利用者ニーズや開発者の

技術シーズを開発内容に反映

させ、これまで以上に研究開発

の成果が社会へ還元されるよ

【評価軸】 

○国民生活の向上、産業の振興等に

貢献したか。 

○研究開発プロジェクトの推進及

び宇宙開発利用における研究機

関や民間からの主体的かつ積極

的な参加を促す活動ができたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年度

の業務運営に関する計画の達成状

況等 

今中長期計画期間において、

JAXA は宇宙基本法及び宇宙基

本計画に基づく産業振興に貢

献すべく、体制を整備して利用

拡大の取組みを強化した。ロケ

ット・衛星等自身の主要プロジ

ェクトの実施を通じた利用促

進に加え、民間事業者の求めに

応じた対応を迅速に進め、今期

間においてベンチャー企業、非

宇宙企業等の宇宙利用への新

規参入においても顕著な成果

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○平成 24（2012）年 7

月のJAXA法改正によ

り、民間事業者の求

めに応じた援助及び

助言をJAXA業務とし

て実施することが初

め て 明 文 化 さ れ

（JAXA法第18条第6

号業務）、平成 25 年

度より外部問い合わ

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、中長期

計画に定められた以上の業務の進捗が認めら

れるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○平成 24 年度の JAXA 法改正により、民間事

業者の求めに応じた援助及び助言を JAXA業

務として実施することが明記されたことを

踏まえ、平成 25年度より外部問合せ窓口（新

事業促進部）を新設するなど、組織として産

－ 
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これまで以上に研究開

発の成果が社会へ還元

されるよう、産学官連携

の下、衛星運用やロケッ

ト打ち上げ等の民間へ

の更なる技術移転、利用

実証の実施及び実証機

会の提供、民間・関係機

関間での一層の研究開

発成果の活用、民間活力

の活用等を行う。 

我が国の宇宙航空分

野の利用促進、産業基盤

及び国際競争力の強化

に資するため、必要な支

援を行う。 

また、超小型衛星の打

ち上げ機会の提供や開

発支援等、衛星利用を促

進する環境の一層の整

備を行う。 

さらに、利用料に係る

適正な受益者負担や、利

用の容易さ等を考慮し

つつ、機構の有する知的

財産の活用や施設・設備

の供用を促進する。 

また、研究開発プロジ

ェクトの推進及び宇宙

開発利用における研究

機関や民間からの主体

的かつ積極的な参加を

促す観点から、他の研究

開発型の独立行政法人、

大学及び民間との役割

分担・連携を図るととも

に、関係機関及び大学と

の間の連携協力協定の

活用等を通じて、一層の

研究開発成果の創出を

行う。 

 

②民間事業者の求めに

応じた援助及び助言 

人工衛星等の開発、打

ち上げ、運用等の業務に

関し、民間事業者の求め

に応じて、機構の技術的

知見等を活かした、金銭

的支援を含まない援助及

び助言を行う。 

 

う、産学官連携の下、衛星運用

やロケット打ち上げ等の民間

への更なる技術移転、利用実証

の実施及び実証機会の提供、民

間・関係機関間での一層の研究

開発成果の活用、民間活力の活

用等を行う。 

我が国の宇宙航空分野の利

用の促進・裾野拡大、産業基盤

及び国際競争力の強化等に資

するため、JAXA オープンラボ制

度の実施など必要な支援を行

う。 

また、ロケット相乗り及び

ISS／JEM からの衛星放出等に

よる超小型衛星の打ち上げ機

会の提供や開発支援等、衛星利

用を促進する環境の一層の整

備を行う。 

さらに、利用料に係る適正な

受益者負担や利用の容易さ等

を考慮しつつ、機構の有する知

的財産の活用や施設・設備の供

用を促進する。技術移転（ライ

センス供与）件数については年

60 件以上、施設・設備の供用件

数については年 50 件以上とす

る。 

加えて、研究開発プロジェク

トの推進及び宇宙開発利用に

おける研究機関や民間からの

主体的かつ積極的な参加を促

す観点から、他の研究開発型の

独立行政法人、大学及び民間と

の役割分担を明確にした協力

や連携の促進、並びに関係機関

及び大学との間の連携協力協

定の活用等を通じて、一層の研

究開発成果の創出を行う。企

業・大学等との共同研究につい

ては年 500 件以上とする。 

 

②民間事業者の求めに応じた

援助及び助言 

人工衛星等の開発、打ち上げ、

運用等の業務に関し、民間事業

者の求めに応じて、機構の技術

的知見等を活かした、金銭的支

援を含まない援助及び助言を行

う。 

 

［産業界、関係機関及び大学との連

携・協力］ 

１．社会的ニーズの更なる把握に努

めつつ、宇宙について政府がとり

まとめる利用者ニーズや開発者

の技術シーズを開発内容に反映

させ、産学官連携の下、衛星運用

やロケット打ち上げ等の民間へ

の更なる技術移転、利用実証の実

施及び実証機会の提供、民間・関

係機関間での一層の研究開発成

果の活用、民間活力の活用等を行

う。 

２．JAXA オープンラボ制度の実施

など必要な支援を行う。 

３．ロケット相乗り及び国際宇宙ス

テーション（ISS）日本実験棟

（JEM）からの衛星放出等による

超小型衛星の打ち上げ機会の提

供や開発支援等、衛星利用を促進

する環境の一層の整備を行う。 

４．利用料に係る適正な受益者負担

や利用の容易さ等を考慮しつつ、

機構の有する知的財産の活用や

施設・設備の供用を促進する。 

５．他の研究開発型の独立行政法

人、大学及び民間との役割分担を

明確にした協力や連携の促進、並

びに関係機関及び大学との間の

連携協力協定の活用等を通じて、

一層の研究開発成果の創出を行

う。 

 

［民間事業者の求めに応じた援助

及び助言］ 

６．人工衛星等の開発、打ち上げ、

運用等の業務に関し、民間事業者

の求めに応じて、機構の技術的知

見等を活かした、金銭的支援を含

まない援助及び助言を行う。 

 

【定量的指標】 

○技術移転（ライセンス供与）件数

（年 60 件以上）。 

○施設・設備の供用件数（年 50 件以

上）。 

○企業・大学等との共同研究（年 500 

件以上）。 

 

を上げた。 

 

１．外部問合せ窓口を新設の

上、受注判断指針、各受託の

意思決定・契約方法など一連

の内規を整備した。 

 

２．先進光学衛星、次期技術試

験衛星、革新的衛星技術実証

プログラム等の衛星開発・運

用等においてプロジェクト

の早い段階から民間の力を

活用するなど、前中期計画期

間にはなかった利用拡大に

取り組んだ。 

 

３．超小型衛星の打上げ機会の

提供に関し、ロケット相乗り

を継続した他、ISS の小型衛

星放出の運用の確立など超

小型衛星の打上げ機会を多

様化し、民間企業 6社を含む

新たな 18 団体が超小型衛星

開発に参加し、宇宙利用の新

規参入で顕著な成果を上げ

た。 

 

４．知財の活用・設備の供用促

進を着実に進める中で、JST、

NEDO、広告代理店、金融機関

等の外部機関との新たな連

携に基づく技術マッチング

機会を設け、新しい企業との

共同研究等の事例を創出し

た。JAXA 知財の活用促進を図

るための JAXA ベンチャー支

援制度に基づき初となるベ

ンチャー含む 2 社の JAXA ベ

ンチャーが誕生した。 

 

５．大学共同利用連携拠点の立

上げ、期間中に締結した連携

協力協定等に基づき、相手方

のノウハウの活用により、

JAXA だけでは為し得ない成

果の創出が進んだ。 

 

せ窓口を新事業促進

室（現新事業促進部）

に設置し、利用拡大

のための総合的な取

組みを進めた。 

○外部からの業務依頼

に係る一連の内規を

整備し、期間中、年平

均 300 件の問合せに

対応した。年間300件

以上の技術移転、500

件以上の企業・大学

等との共同研究等の

取組みにより、前中

期計画ではなかった

宇宙ベンチャー企

業、非宇宙大手企業

等への支援、さらに

共同研究が実現し、

宇宙産業の裾野拡大

に大きく貢献した。 

○なお、中長期計画上、

平成 28（2016）年度

までに予定した業務

は全て実施し、中長

期計画及び中長期目

標は達成される見込

みである。 

 

業振興への貢献のための体制を整備し、毎

年度、民間事業者を技術でサポートする

様々な取組を積極的に積み重ねた結果が実

を結び、今中長期目標期間全体として、宇宙

ベンチャーの誕生や非宇宙企業の宇宙分野

参入があったことは、中長期目標に照らし

て、顕著な成果と言える。 

 

○新設した新事業促進部において、外部から

の依頼に係る一連の内規を整備するととも

に、今中長期目標期間中、年平均 300 件の問

合せ対応、年間 300 件以上の技術移転（定量

的指標の 5 倍以上）、500 件以上の企業・大

学等との共同研究等の取組などを達成した

ことは、中長期目標に定める「我が国の宇宙

航空分野の利用促進、産業基盤及び国際競

争力の強化に資する」という目的に対して、

顕著な成果を創出したと認められる。 

 

○先進光学衛星、次期技術試験衛星、革新的衛

星技術実証プログラム等の衛星開発・運用

等において、プロジェクトの早い段階から

民間活力を活用するなど、前中期目標期間

にはなかった新たな宇宙利用拡大に積極的

に取り組んだことは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、産業界のニーズを把握しつつ、

様々な取組を積極的に推進し、さらなる宇

宙利用の拡大に努めることが期待される。 

 

○宇宙産業ビジョンにおいて衛星データを活

用した宇宙利用ビジネスの拡大を目指して

いることを踏まえ、JAXA が持つ衛星データ

の集約・オープン化について、データ提供の

仕方や利用のための制度の検討を進めてい

くことが課題である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○積極的に多様な取組が行われ、多くの分野

で民間の参入が行われた点は高く評価でき

る。 

 

〇JAXA が保有する技術と企業のマッチングを

積極的に継続していくことに期待する。 

 

○定量的評価指標について大きく目標を達成

している点は望ましいが、基準の妥当性を

確認するとともに、国民生活の向上、産業の

振興にどれだけ貢献したかについて適切に

把握するための適切な評価指標の在り方に

ついても検討が必要である。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－２ 調査分析・戦略立案機能の強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - 約 5 約 5  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）調査分析・戦略

立案機能の強化 

宇宙開発利用に関

する政策の企画立案

に資するために、宇宙

分野の国際動向や技

術動向に関する情報

の収集及び調査・分析

機能を強化し、関係者

等に対して必要な情

報提供を行う。国内に

おいては大学等との

ネットワークを強化

（２）調査分析・戦略

立案機能の強化 

宇宙開発利用に関

する政策の企画立案

に資するために、宇宙

分野の国際動向や技

術動向に関する情報

の収集及び調査・分析

機能を強化し、関係者

等に対して必要な情

報提供を行う。国内に

おいては大学等との

ネットワークを強化

【評価軸】 

宇宙開発利用に関する

政策の企画立案に資す

る情報提供を実施した

か。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、年度の業務運営に

関する計画の達成状況

等 

 

１．宇宙分野の国際動向

１．調査分析機能の強化 

政策の企画立案に資するため、また、急速に変化する国際

動向を正しく把握し分析するため、情報共有基盤の構築、外

部連携ネットワークの拡大・強化等を段階的に進め、JAXA の

情報収集・調査分析体制の高度化・高機能化を図ってきた。 

平成 28 年度は強化・発展した JAXA の調査分析機能を活

用し、国の調査分析・戦略立案機能の強化の仕組み（検討分

析チーム）と有機的に連携させ、具体的なテーマ（リモート

センシング政策に関する動向）の深堀調査を実施、平成 29

年度にはその成果として、国に複数の政策オプションを提案

できる見通しを得た。 

 

２．情報収集・調査分析機能の高度化・高機能化 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28

（2016）年までに予定した

業務は全て実施し、中長期

計画及び中長期目標は達

成される見込みである。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○国内外の機関との新たなネットワー

クを拡大・構築し、JAXA の情報収集・

調査分析体制の強化を図ったことは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 
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し、海外においては機

構の海外駐在員事務

所等を活用し、海外研

究調査機関や国際機

関との連携等を図る。 

し、海外においては機

構の海外駐在員事務

所等を活用し、海外研

究調査機関や国際機

関との連携等を図る。 

や技術動向に関する

情報の収集及び調査・

分析機能を強化し、関

係者等に対して必要

な情報提供を行う。 

２．国内においては大学

等とのネットワーク

を強化し、海外におい

ては機構の海外駐在

員事務所等を活用し、

海外研究調査機関や

国際機関との連携等

を図る。 

新興国（中国、インドなど）の台頭や新興宇宙企業による

IT 系ビジネスモデルへの転換等、変化の激しい国際動向に

迅速に対応するため、国際情勢分析で定評のある欧米シンク

タンクや大学・研究機関、市場動向・ビジネス戦略に強みを

有する国内外のコンサル等との新たなネットワークを拡大・

構築し、JAXA の専門的能力と補完関係を築くことにより、

JAXA の調査分析能力の強化を図った（例：米国 CISIS,仏国

IFRI との連携構築、米コンサル、東大との「宇宙ガバナンス

研究会」等）。 

従来の宇宙技術や活動動向を超えて、新たな社会的課題に

も対応し得る広い見識や高度な調査分析への対応能力を獲

得した。 

 

○宇宙開発において一段と戦略性が求

められる中、調査分析・戦略立案は

重要な機能であることから、今後と

も本機能を強化していくことが期待

される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○高度化した情報収集及びその分析結

果が、宇宙開発利用に関する政策・

戦略立案につながることを期待して

おり、情報提供を受けた側がどのよ

うに活用したかを追跡できるよう、

双方向のコミュニケーションを密に

していく必要がある。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－３ 基盤的な施設・設備の整備 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第二号、第三号、

第四号、第五号、第七号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - -  
 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）基盤的な施設・

設備の整備 

衛星及びロケット

の追跡・管制のための

施設・設備、環境試験・

航空機の風洞試験等

の試験施設・設備等、

宇宙航空研究開発に

おける基盤的な施設・

設備の整備について、

機構における必要性

を明らかにした上で

（３）基盤的な施設・

設備の整備 

衛星及びロケット

の追跡・管制のための

施設・設備、環境試験・

航空機の風洞試験等

の試験施設・設備等、

宇宙航空研究開発に

おける基盤的な施設・

設備の整備について、

老朽化等を踏まえ、機

構における必要性を

【評価軸】 

我が国の宇宙航空活動に支

障を来さないよう機構内外

の利用需要に適切に応えた

か。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．衛星及びロケットの追

１．独自技術による宇宙航空活動（宇宙機開発効率化

及び利用拡大）への貢献 

①約 40 年間の我が国宇宙機の全不具合約 7500 件か

ら、3年間かけて熱サイクルに起因する不具合（除

く設計不良等）を詳細に抽出・分析・評価し、我が

国で初めて評価モデルを構築した。信頼性の専門家

との討議を経て、搭載機器受入れ試験における熱サ

イクル数を削減可能である条件を規定し（8サイク

ル→4 サイクル）、27 年間に亘る課題を解決した。2

トン級衛星では 1 機あたり約 1,500 万円削減/1.4

か月短縮と開発費削減及び開発期間短縮が図れる。 

②JAXA 成果による GNSS 位置決定技術（MADOCA）の適

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○独自技術による宇宙航空

活動への貢献、外部供用利

用促進することによる国

内産業振興への貢献及び

コスト削減（5 年間で約 29

億円）を行った。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

した業務は全て実施し、中

長期計画及び中期⽬標は

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○年度単位の計画を着実に実行しなが

ら、中長期目標期間全体を通じて行

った以下のような地道な取組が、当

初計画に定められた以上の成果の創

出に繋がっており、顕著な成果と言

－ 
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行い、我が国の宇宙航

空活動に支障を来さ

ないよう機構内外の

利用需要に適切に応

える。 

明らかにした上で行

い、我が国の宇宙航空

活動に支障を来さな

いよう機構内外の利

用需要に適切に応え

る。 

なお、老朽化の進む深

宇宙通信局の更新に

ついては、我が国の宇

宙科学・宇宙探査ミッ

ションの自在性確保

の観点から検討を進

め、必要な措置を講じ

る。 

跡・管制のための施設・設

備、環境試験・航空機の風

洞試験等の試験施設・設

備等、宇宙航空研究開発

における基盤的な施設・

設備の整備について、老

朽化等を踏まえ、機構に

おける必要性を明らかに

した上で行う。 

２．老朽化の進む深宇宙通

信局の更新については、

我が国の宇宙科学・宇宙

探査ミッションの自在性

確保の観点から検討を進

め、必要な措置を講じる。 

用と重力モデルの改善により、低軌道衛星の軌道決

定精度を 15～20cm（RMS）から 4cm（RMS）に向上さ

せ、世界トップクラスを達成した。これにより、

ALOS-2 や将来ミッション（先進レーダ衛星等）にお

ける SAR 観測データで観測地点の地表変位を数 mm

～cmオーダーで把握することが可能となり、地形変

化による災害予測、災害発生時の状況把握向上に貢

献できるようになる。 

 

２．外部供用利用促進することによる国内産業振興へ

の貢献 

 環境試験設備の外部供用の促進により、第三期中長

期計画中に試験 21 件/年、運転日数 144 日/年、収入

約 3億 4000 万円/4 年と大幅に増加するとともに（前

中期は 7 件/年、31 日/年、約 3000 万円/5 年）、人工

衛星（TURKSAT、準天頂衛星）や航空機部品のみなら

ず、自動車部品、船舶機器等の宇宙以外の製品開発等

（自動車部品輸出のための再開発試験や船舶機器の

製品不具合対策等）に貢献した。 

 

３．コスト削減 

老朽化した設備の計画的更新、設備等の集約、予備

品の国産化等により、維持管理コストを削減した。 

①維持運営費の削減 

環境試験設備の設備維持費は、老朽化が著しく大/

小と能力別に運用してきた振動試験装置 2機を新型 1

機に統合し運用効率を上げ維持費を削減、さらに過去

の発生不具合（約 4000 件以上）を分析して設備点検

周期等の見直し（例：スペースチャンバー真空ポンプ

点検周期 6年毎→10 年毎など）を行い、平成 24 年度

比約 2億円/年の削減を達成した。 

②衛星追跡設備の効率化 

臼田・内之浦運用設備に関し、現地メーカ運用者に

よる運用から筑波からの遠隔監視・制御化（リモート

化）を及び分散されていた運用エリアの集約等によ

り、全ての JAXA 地上ネットワーク設備が筑波からの

一元管理が可能とし、平成 30（2018）年度は 3.3 億/

年、31（2019）年度から 3.8 億/年（9.2 億から 5.4 億

へ 40%減）のコスト削減を可能とした。 

 

達成される⾒込みである。 

 

える。 

・中長期目標期間内の3年間をかけて、

宇宙機の不具合を抽出・分析・評価

し、我が国で初めて評価モデルを構

築し、衛星の開発費削減及び開発期

間短縮を実現した。 

・JAXA が開発した GNSS 位置決定 技

術の適用と重力モデルの改善によ

り、低軌道衛星の軌道決定精度につ

いて、世界最高水準の精度を達成し

た。 

・中長期目標期間を通じて施設の供用

など外部利用を促進し、前中期目標

期間比で運転日数を 4 倍以上、供用

収入を 10 倍以上とした。 

・老朽化した設備の計画的更新、予防

保全、設備の集約等により、種子島・

内之浦射場における世界最高水準の

オンタイム打上げへの多大な貢献、

環境試験設備における平成 24 年度

費約 2 億円の維持費削減、臼田・内

之浦施設における維持費のコスト 4

割減等を実現した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、施設・設備の計画的な整

備や予防保全、外部共用促進等に努

めることが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○基盤的な施設・設備の整備は、宇宙

開発プロジェクトを支える極めて重

要なミッションである。JAXA は、単

に施設・設備の整備のみならず、現

場発信の多数の技術開発を積極的に

進めており、顕著な成果を創出した

と認められる。 

 

○宇宙産業の裾野拡大に伴い、施設利

用のユーザ増加が見込まれる中、産

官学連携により民間利用の活性化を

図るとともに、引き続き効率的な運

用について検討を期待する。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－４ 国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第八号、第九号、

第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  

 
 
 
 
 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 
 
 
 
 
 
 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

大学院生受け入

れ総数 - 273 人 245 人 222 人 212 人  予算額（千円） - - 
27,136,572
の一部 

32,379,812 
の一部  

宇宙航空を授業

に取り入れる連

携校 
80 団体 162 団体 117 団体 118 団体 117 団体  決算額（千円） 

211,177,437
の一部 

207,856,661
の一部 

26,673,051
の一部 

34,408,311 
の一部  

教員研修・教員

養成の参加数 1,000 人 1,897 人 1,020 人 1,929 人 1,601 人  経常費用（千円） - - - -  

コズミックカレ

ッジの開催数 150 回 317 回 338 回 392 回 466 回  経常利益（千円） - - - -  

宇宙教育指導者

の育成数 500 人 947 人 645 人 583 人 636 人  
行政サービス実施

コスト（千円） 
- - - -  

 
地域連携拠点構

築数 1 か所/年 4 か所 2 か所 4 か所 3 か所  従事人員数 - 約 50 の一部 約 30 約 30  

 人材交流 500 人 852 人 806 人 747 人 682 人   

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）国内の人的基盤

の総合的強化、国民

的な理解の増進 

宇宙航空分野の人材

の裾野を拡大し、能力

向上を図るため、政府、

（４）国内の人的基盤の総合的強

化、国民的な理解の増進 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡

大し、能力向上を図るため、政府、

大学、産業界等と連携し、大学院教

育への協力や青少年を対象とした

【評価軸】 

宇宙航空分野の人材の裾

野を拡大し、能力向上が図

られたか。 

 

【定性的指標】 

１．大学院教育 

（１）世界に通用する人材の育成と確保 

  今中期より、外国人を対象とした教育

職の公募を始め、平成 28（2016）年度に

女性外国人准教授 2 名を採用した。外国

人教員を増やすことで、国際力強化を図

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○宇宙航空分野の人材の

裾野を拡大し、能力向上

を図るため、大学院教

育、青少年教育、外部と

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

－ 
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大学、産業界等と連携

し、大学院教育への協

力や青少年を対象とし

た教育活動等を通じて

外部の人材を育成する

とともに、外部との人

材交流を促進する。 

 

①大学院教育等 

先端的宇宙航空ミッ

ション遂行現場での研

究者・技術者の大学院

レベルでの高度な教育

機能・人材育成機能を

継承・発展させるため、

大学共同利用システム

等を活用し、機構の研

究開発活動を活かした

大学院教育への協力を

行うとともに、産業界

や大学との間で人材交

流を実施し、我が国の

宇宙航空産業及び宇宙

航空研究の水準向上に

貢献する。 

 

②青少年への教育 

学校に対する教育プ

ログラム支援、教員研

修及び地域・市民団体

等の支援等の多様な手

段を効果的に組み合わ

せ、年代に応じた体系

的なカリキュラムの構

築を行うことで、青少

年が宇宙航空に興味・

関心を抱く機会を提供

するとともに、広く青

少年の人材育成・人格

形成に貢献する。その

際、日本人宇宙飛行士

の活躍や各種プロジェ

クトが広く国民に夢や

希望を与えるものであ

ることを踏まえ、その

価値を十分に活かした

各種の取組を実施す

る。また、宇宙航空教育

に当たる人材の育成を

的確に行う。 

教育活動等を通じて外部の人材を

育成するとともに、外部との人材

交流を促進する。 

 

①大学院教育 

先端的宇宙航空ミッション遂行

現場での研究者・技術者の大学院

レベルでの高度な教育機能・人材

育成機能を継承・発展させるため、

総合研究大学院大学、東京大学大

学院との協力をはじめ、大学共同

利用システム等に基づく特別共同

利用研究員制度及び連携大学院制

度等を活用して、機構の研究開発

活動を活かし、大学院教育への協

力を行う。 

 

②青少年への教育 

学校に対する教育プログラム支

援、教員研修及び地域・市民団体等

の教育活動支援等の多様な手段を

効果的に組み合わせ、年代に応じ

た体系的なカリキュラムの構築を

行うことで、青少年が宇宙航空に

興味・関心を抱く機会を提供する

とともに、広く青少年の人材育成・

人格形成に貢献する。その際、日本

人宇宙飛行士の活躍や各種プロジ

ェクトが広く国民に夢や希望を与

えるものであることを踏まえ、そ

の価値を十分に活かした各種の取

組を推進する。また、宇宙航空教育

に当たる人材の育成を的確に行

う。具体的には、地域が自ら積極的

に教育活動を実施し、さらに周辺

地域にも活動を波及できるよう、

各関係機関と連携し地域連携拠点

の構築を支援するとともに、教員

及び宇宙航空教育指導者が授業や

教育プログラムを自立して実施で

きるよう支援する。 

（ａ）学校や教育委員会等の機関

と連携して、宇宙航空を授業に

取り入れる連携校を年 80 校以

上、教員研修・教員養成への参加

数を年 1000 人以上とする。 

（ｂ）社会教育現場においては、地

方自治体、科学館、団体及び企業

等と連携して、コズミックカレ

ッジ（「宇宙」を素材とした、実

験・体験による感動を与えるこ

とを重視した青少年育成目的の

教育プログラム）を年 150 回以

上開催する。また、全国各地で教

育プログラムを支えるボランテ

ィア宇宙教育指導者を中長期目

標期間中に 2500 名以上育成す

る。 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［大学院教育］ 

１．総合研究大学院大学、

東京大学大学院との協

力をはじめ、大学共同利

用システム等に基づく

特別共同利用研究員制

度及び連携大学院制度

等を活用して、機構の研

究開発活動を活かし、大

学院教育への協力を行

う。 

 

［青少年への教育］ 

２．学校に対する教育プロ

グラム支援、教員研修及

び地域・市民団体等の教

育活動支援等の多様な

手段を効果的に組み合

わせ、年代に応じた体系

的なカリキュラムの構

築を行うことで、青少年

が宇宙航空に興味・関心

を抱く機会を提供する

とともに、広く青少年の

人材育成・人格形成に貢

献する。 

３．宇宙航空教育に当たる

人材の育成を的確に行

う。具体的には、地域が

自ら積極的に教育活動

を実施し、さらに周辺地

域にも活動を波及でき

るよう、各関係機関と連

携し地域連携拠点の構

築を支援するとともに、

教員及び宇宙航空教育

指導者が授業や教育プ

ログラムを自立して実

施できるよう支援する。 

 

［その他人材交流等］ 

４．客員研究員、任期付職

員（産業界からの出向を

含む）の任用、研修生の

受け入れ等の枠組みを

活用し、国内外の宇宙航

空分野で活躍する研究

者の招聘等により、大

学、関係機関、産業界等

との交流を促進し、我が

国の宇宙航空産業及び

宇宙航空研究の水準向

上に貢献する。 

５．イノベーション創出機

るだけでなく、国際的視点に立った教育

を行い、世界に通用する優れた人材の育

成を図る。 

  また、総合研究大学院大学における教

育支援において、宇宙科学専攻特別奨学

金制度の創設に向けた準備を進めた。こ

れにより、人材育成のみならず、優秀な人

材の確保を目指す。 

（２）JAXA の研究開発活動や成果を活かし

た実践的な教育機会の提供 

  前中期は、JAXA と大学が持つ問題意識

を共有し、大学のニーズの 1 つである「設

計力」向上をメインターゲットに設定し、

JAXA の研究成果である数値解析ソフトウ

ェアを応用した数値流体力学（CFD）教育

支援ツールを大学等に提供した。当時は、

ワークステーションなどを持つ限られた

大学でしか使用できず、提供先は 2 大学

に留まっていた。 

  今中期は、この CFD 教育支援ツールを、

一般的な PC端末で実体験できるものに改

良し、大型の計算機を持たない大学等で

も実践的な CFD の教育を可能とすること

で、提供範囲を大きく拡大し、22 大学 3 高

専に新規提供した（累計 24 大学 3高専で

利用中）。本ツールは大学等の設計教育に

おいて中心的役割を果たし、実践的な航

空機空力設計（名古屋大学）、航空機全体

のシステム統合設計（東京大学）、設計の

PDCA サイクルの実践（高知高専）で活用

されるなど、設計力向上に貢献している。 

 

２．青少年教育 

前中期は、「宇宙航空教育」というものを

「知ってもらう」という段階であり、その中

で、体験型科学教室（コズミックカレッジ）

や連携活動拠点の構築を進めた。 

今中期は、宇宙航空教育について、『宇宙

を知ってもらう（JAXA 主体）⇒地域の自立

を促す（JAXA 支援）⇒地域が自立（地域主

体）』という戦略に沿って事業を進めた。 

特に、体験型科学教室（コズミックカレッ

ジ）では、JAXA で、地域の要望に対するコ

ンサルテーションや地域指導者への指導プ

ラン案の提示などの支援を行った結果、地

域主催者が、継続的に自主的な活動を展開

するようになり、地域の自立した事業とし

て定着が進んでいる。 

 

３．外部との人材交流促進 

「研究開発成果の最大化」を目指し、非宇

宙航空分野からの技術・人材の糾合による

オープンイノベーション環境の構築に向け

た取組みを進めた。 

①産学官の技術・人材を結集したオープン

イノベーションを着実に実施していくた

め、平成 27（2015）年 4 月 1 日付で宇宙

探査イノベーションハブを立ち上げた。

の人材交流促進の 3 本

柱で事業を進めてきた

結果、顕著な成果を得

た。 

○なお、中長期計画上、平

成 28（2016）年までに予

定した業務は全て実施

し、中長期計画及び中長

期目標は達成される見

込みである。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間より、外国人を対

象とした教育職の公募を始め、平成

28年度に女性外国人准教授2名を採

用するとともに、JAXA の研究成果で

ある数値解析ソフトウェアを応用し

た設計教育支援ツールを一般的な

PC 端末で使えるように改良するこ

とにより、幅広い大学と高専に提供

できるようにしたことは高く評価で

きる。 

 

○地域の自立性を向上させるという明

確な戦略の下、体験型科学教室（コ

ズミックカレッジ）において、地域

の要望に対するコンサルテーション

や地域指導者への指導プラン案の提

示などの支援を行い、地域主催者が、

継続的に自主的な活動として定着さ

せたことは高く評価できる。 

 

○平成 27 年度に宇宙探査イノベー

ションハブを立ち上げるとともに、

イノベーションフェロー制度やクロ

スアポイントメント制度等を盛り込

んだ人事規則の改定やイノベーショ

ンハブにおける知財規程の新設によ

る体制の構築等を通じ、多様な分野

の企業、大学、研究機関等との連携

を積極的に進めたことにより、40 件

の共同研究テーマを見いだし、約 8

割が非宇宙業界からの参加となるな

ど、従来の JAXA の研究開発とは異な

る新たな人材糾合の基盤を構築した

ことは、中長期計画に定める「イノ

ベーション創出機能を強化するた

め、様々な異分野の人材・知を糾合

した研究体制の構築を推進する」と

いう点において、将来的な成果の創

出が期待される体制が構築され、顕

著な成果と言える。 

 

○全ての定量的指標について基準値を

上回り、一部の指標については大幅

に基準値を上回ったことは高く評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙人材基盤の充実に向け、引き続

き、JAXA 全体で、大学や自治体との

連携を強化し、様々な取組を実施す

ることが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○イノベーションハブは、その研究成

果自体も重要であるが、「イノベーシ

ョンハブの仕組みを活用した人材育

成活動」と捉えることもできること
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（ｃ）機構との協定に基づき主体

的に教育活動を展開する地域拠

点を年 1 か所以上構築するとと

もに、拠点が自ら積極的に周辺

地域に活動を波及できるよう支

援する。 

 

③人材交流の促進 

客員研究員、任期付職員（産業界

からの出向を含む）の任用、研修生

の受け入れ等の枠組みを活用し、

国内外の宇宙航空分野で活躍する

研究者の招聘等により、大学共同

利用システムとして行うものを除

き、年 500 人以上の規模で人材交

流を行い、大学、関係機関、産業界

等との交流を促進することによ

り、我が国の宇宙航空産業及び宇

宙航空研究の水準向上に貢献す

る。 

さらに、イノベーション創出機

能を強化するため、様々な異分野

の人材・知を糾合した研究体制の

構築を推進する。 

 

能を強化するため、様々

な 異分野の人材・知を

糾合した研究体制の構

築を推進する。 

 

【定量的指標】 

○宇宙航空を授業に取り

入れる連携校（年 80 校

以上） 

○教員研修・教員養成への

参加数（年 1000 人以上） 

○コズミックカレッジ開

催数（年 150 回以上）。 

○宇宙教育指導者育成数

（中長期計画期間中

2500 名以上）。 

○地域拠点構築（年 1か所

以上） 

○人材交流数（大学共同利

用システムとして行う

ものを除き、年 500 人以

上） 

 

宇宙探査は、ハブの運営体制や人材糾合

を実現する仕組みが評価され、科学技術

振興機構（JST）のイノベーションハブ構

築支援事業に採択された。 

②フォーラムの主催など多様な分野の企

業、大学、研究機関等との連携を積極的に

進め、40 件の採択課題（平成 29（2017）

年度は 10 件の採択見込）に対し、JAXA 内

外約 250 名（平成 29（2017）年度は約 50

名増見込）の研究者の参加を得るなど宇

宙探査イノベーションハブは約 8 割が非

宇宙業界からの参加となる等、従来の

JAXA の研究開発のプレイヤーを大きく超

える人材糾合の基盤を構築した。 

③イノベーションハブの設立に合わせて、

平成 27（2015）年にイノベーションフェ

ロー制度、クロスアポイントメント制度

（民間から 4 名）等を盛り込んだ人事規

則を改定し、異分野の人材・知を糾合した

開かれた研究体制の構築を進めた。また、

優れた研究者や多様な企業の参加促進を

目指し、企業がハブ事業に参加しやすく

するためのイノベーションハブにおける

知財規程を新設した。 

④次世代航空イノベーションハブでは、航

空気象影響防御技術に関するコンソーシ

アムを創設し、産学官 18 機関（6企業／3

研究所／9大学）の参加を得て、今後の研

究に向けた協議に着手している。 

これらの取組みによって、宇宙航空分野

の裾野拡大が大きく前進するとともに、宇

宙航空分野での活用及び企業の事業化の観

点で効果が高い研究テーマの選定・推進に

より、我が国全体としての研究開発成果の

最大化に貢献した。 

 

から、民間企業に対し、JAXA の高度

な研究開発現場における実習を通じ

た人材育成と理解されるようなプロ

モーションも必要ではないかと考え

る。 

 

○青少年への教育は、将来的に宇宙に

関わる人材育成のため極めて重要。

教員の育成に留まらず、教科書や指

導書に、宇宙航空に関わる記述を加

えることも大切であり、教育現場と

連携して働きかけを行うなど積極的

に取り組んでいただきたい。また、

宇宙分野において長い経験を有する

人材の活用の在り方についても検討

いただきたい。 

 

○大学・大学院教育においては、産業

界と連携した受皿づくりや奨学金制

度の整備などが重要。また、研究開

発のみならず、衛星データの加工・

編集方法や他のデータとの統合方

法、統計等についても学べるプログ

ラムを設けるなど、大学・産業界と

も連携して新しい産業を創出する人

材を生み出す取組や、多様な産業と

の活発な人材交流について、JAXA の

活躍に期待する 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－５ 宇宙空間における法の支配の実現・強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - -  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）宇宙空間におけ

る法の支配の実現・

強化 

政府による外交・安

全保障分野における宇

宙開発利用の推進、二

国間協力、多国間協力

に積極的に貢献する。 

国連宇宙空間平和利

用委員会（COPUOS）にお

ける、宇宙空間の研究

に対する援助、情報の

交換、宇宙空間の平和

（５）宇宙空間における

法の支配の実現・強化 

政府による外交・安全

保障分野における宇宙

開発利用の推進に貢献

するため、同分野におけ

る宇宙開発利用の可能

性を検討する。 

また、以下のような活

動を通じて、政府による

外交・安全保障分野にお

ける二国間協力、多国間

協力に貢献する。 

【評価軸】 

○政府による外交・安全

保障分野における宇

宙開発利用の推進に

貢献したか。 

○政府による外交・安全

保障分野における二

国間協力、多国間協力

に貢献したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

１．外交・安全保障分野における宇宙開発利用の促進 

（１）日米、日仏及び多国間に関わる外交・安全保障

分野における宇宙開発利用において、JAXAは技術で

支える実施機関として、今中長期計画期間中に新た

に下記のような重要な役割を果たした。 

・日米安全保障協議委員会（「2+2」）等の結果、平成

25 年に「日米宇宙状況監視（SSA）協力取決」が

締結され、更に平成 26 年に宇宙物体の軌道に関

する情報提供協力に日米両政府が合意した。これ

に基づき、JAXA においては、米国防省統合宇宙運

用センター（JSpOC）との間での SSA 情報の双方

向での共有を開始し、また、米国戦略軍等との間

で連携強化の在り方について協議を進め、運用体

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○外交・安全保障分野に対

し、平成 25 年の「日米宇

宙状況監視（SSA）協力取

決」などに基づき、JAXA と

米機関の双方向での SSA

情報の共有を開始し、米

国戦略軍等との間では、

連携強化の在り方につい

て協議を進め、運用体制

構築等の調整の支援を行

った。 

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間においては、政府

方針として、外交・安全保障分野に

おける宇宙開発利用の推進が新たな

JAXA の役割として求められた中、実

施機関として、平成 25 年の「日米宇

宙状況監視（SSA）協力取決」等に基

－ 
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利用のための実際的方

法及び法律問題の検討

に積極的に貢献する。 

宇宙活動の持続可能

性の強化のために「宇

宙活動に関する国際行

動規範」の策定を支援

するとともに、諸外国

の関係機関・国際機関

等と協力関係を構築す

る。 

政府による COPUO S

や宇宙空間の活用に関

する国際的な規範づく

り等に関する取組に積

極的に支援する。 

今後、国際的な連携

を図りつつ、我が国の

強みをいかし、世界的

に必要とされるデブリ

除去技術等の研究開発

を着実に実施する。 

（ａ）国連宇宙空間平和

利 用 委 員 会 （ COPU 

OS）における、宇宙空

間の研究に対する援

助、情報の交換、宇宙

空間の平和利用のた

めの実際的方法及び

法律問題の検討にお

いて、宇宙機関の立場

から積極的に貢献す

る。 

（ｂ）宇宙活動の持続可

能性の強化のために

「宇宙活動に関する

国際行動規範」の策定

に関して政府を支援

する。 

 

政府による COPUOS や

宇宙空間の活用に関す

る国際的な規範づくり

等に関する取組に積極

的に支援する。 

今後、国際的な連携を

図りつつ、我が国の強み

をいかし、世界的に必要

とされるデブリ除去技

術等の研究開発を着実

に実施する。 

に関する計画の達成状

況等 

 

１．政府による外交・安

全保障分野における

宇宙開発利用の推進

に貢献するため、同分

野における宇宙開発

利用の可能性を検討

する。 

２．以下のような活動を

通じて、政府による外

交・安全保障分野にお

ける二国間協力、多国

間協力に貢献する。 

（ａ） 国連宇宙空間平

和利用委員会（COPU 

OS）における、宇宙空

間の研究に対する援

助、情報の交換、宇宙

空間の平和利用のた

めの実際的方法及び

法律問題の検討にお

いて、宇宙機関の立場

から積極的に貢献す

る。 

（ｂ）宇宙活動の持続可

能性の強化のために

「宇宙活動に関する

国際行動規範」の策定

に関して政府を支援

する。 

３．政府による COPUO S 

や宇宙空間の活用に

関する国際的な規範

づくり等に関する取

組に積極的に支援す

る。 

４．今後、国際的な連携

を図りつつ、我が国の

強みをいかし、世界的

に必要とされるデブ

リ除去技術等の研究

開発を着実に実施す

る。 

制構築等に資する情報収集及び調整の支援を行

った。 

・米国が主催する多国間のSSA国際合同机上演習に

防衛省等と共に初参加（平成 27 年度のオブザー

バ参加を経て、平成 28 年度に初の正式参加）し、

JAXA が支援したことで、SSA 活動における我が国

のプレゼンスを向上させ、日米連携の強化に貢献

した。 

・このような状況のなかで、政府として SSA 関連

施設及び防衛省や JAXA を始めとした関係政府

機関等が一体となった SSAの運用体制を、平成 30 

年代前半までに構築することが決定され、JAXAと

しても、その新たな設備整備に着手した。 

・さらに、日仏との協力関係において、平成 27 年

度に CENS との機関間協定を新たに締結し、協力

項目として「デブリ衝突回避の研究開発」を追加

した。さらに、28 年度の日仏宇宙政策対話におい

て、政府間の対話を支援するなど貢献し、「宇宙

状況把握（SSA）協力文書」が二国間で締結される

等の進展が見られた。 

（２）平成 26 年に締結した独立行政法人国際協力機

構（JICA）との包括協力協定に基づき、新たな衛星

データ利用に向けた検討（発展途上国における灌漑

事業の事業効果指標として衛星データを活用する

等）や国連の「持続可能な開発（SDGs）のための 2030 

年アジェンダ」に対する貢献について検討を行うな

ど、日本の国際協力に関し、宇宙利用を通じた効果

的な途上国支援の可能性を向上させた。 

 

２．国連における宇宙空間の平和利用の促進 

（１）国連宇宙部との協力による、ISS「きぼう」から

の超小型衛星放出の機会を発展途上国に提供する

ことに合意し、第１回目の選定作業を JAXA が主導

し、ケニア初の超小型衛星を選定した（平成 28 年

9 月）。選定にあたっては、物体登録等の国際法を遵

守することを必須条件にする等、この活動を通じて

発展途上国に広がりつつある超小型衛星利用への

国際法上の義務や課題を周知徹底することに大き

く貢献した。 

（２）平成 24 年から 2 年間、国連宇宙空間平和利用

委員会（COPUOS）の議長に JAXA 堀川技術参与が就

任、また、平成 29 年には COPUOS 科学技術小委員会

の議長に JAXA 向井技術参与が就任し、日本のプレ

ゼンス向上に大きく貢献した。特に、デブリ低減に

関する法的メカニズムの議論を推進する際は ISS

協力を通じた豊富な国際経験をもとに、日本の先進

的なデブリ法規制を展開しつつ、両氏を先頭に JAXA

が大いに貢献した。 

 

○SSA における日仏二国間

の協力の進展に貢献する

とともに、多国間の SSA

国際合同机上演習におい

ては、JAXA の支援を経て

初めて正式参加となり我

が国のプレゼンスを向上

させた。 

○「きぼう」からの超小型衛

星放出機会を発展途上国

に提供する枠組みを国連

宇宙部と締結し具体化す

る等、国連における宇宙

空間の平和利用促進に顕

著に貢献した。また、国連

主要会議に JAXA から議

長を輩出するとともに、

デブリ削減等を含む宇宙

空間の平和利用に係る法

的なメカニズムの議論を

積極的にリードした。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

した業務は全て実施し、

中長期目標及び中長期計

画は達成される見込みで

ある。 

 

づき、JAXA と米機関の双方向での

SSA 情報の共有を開始するととも

に、米国戦略軍等との間で連携強化

の在り方について協議を進め、運用

体制構築等の調整支援を行ったこと

は高く評価できる。 

 

○平成 24 年から 2 年間、国連宇宙空間

平和利用委員会（COPUOS）の議長に

JAXA 堀川技術参与が就任するとと

もに、平成 29 年には同委員会の科学

技術小委員会の議長に JAXA 向井技

術参与が就任しており、特に、スペ

ースデブリ低減のルール策定や持続

可能な開発目標（SDGs）に係る各国

のコンセンサス形成において、両氏

を先頭に JAXA が議論を前進させた

ことは、中長期目標に定める「政府

への積極的な支援」に留まらず、国

際社会の先導的な役割を担った点

で、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、外交・安全保障分野にお

ける政府方針を踏まえ、実施機関と

しての役割を果たすとともに、

COPUOS への貢献を通じ、我が国のプ

レゼンスを高めることが期待され

る。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○我が国の外交・安全保障分野におけ

る国際的プレゼンスを向上させてい

くためには、COPUOS への積極的貢献

が重要であり、今中長期目標期間に

おいて、COPUOS の重要ポストに JAXA

技術参与が就任したことは、高く評

価できた。 

 

〇宇宙デブリ除去や深宇宙における宇

宙資源活用などの新たな宇宙領域に

おいてもコンセンサス形成など我が

国のリーダーシップを期待されてお

り、今後、一層の貢献に期待する。

また、新たな宇宙領域における法整

備への貢献にも期待する。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－６ 国際宇宙協力の強化 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第一号、第二号、

第三号、第四号、第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  
経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - -  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （６）国際宇宙協

力の強化 

宇宙活動の持続

可能性の強化のた

めに諸外国の関係

機関・国際機関等

と協力関係を構築

する。 

機構の業務運営

に当たっては、宇

宙開発利用に関す

る条約その他の国

際約束を我が国と

（６）国際宇宙協力

の強化 

諸外国の関係機

関・国際機関等と協

力関係を構築する。

具体的には、 

（ａ）宇宙先進国と

の間では、ISS 計

画等における多

国間の協力、地球

観測衛星の開発・

打ち上げ・運用等

における二国間

【評価軸】 

諸外国の関係機関・国

際機関等と協力関係を

構築したか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．宇宙先進国との間

で、国際宇宙ステー

１．アジア太平洋地域での協力の拡大 

（１）インド、中東諸国との協力関係の構築 

JAXA のアジア諸国との協力関係は、前中期は APRSAF 等を活用し

た東南アジア諸国との協力にとどまっていたが、本中期期間におい

て、日本国政府と連携し、宇宙技術利用を国づくりの根幹として推

進している新興国との協力拡大を積極的に推進した。その結果、イ

ンドとは、28 年 11 月に両政府首脳の立ち合いの下で新たな協力覚

書（MOU）の締結に基づく協力関係を強化し、さらには中東のトル

コ、UAE に対しては、ISS 参加機関である JAXA しか提供できない

ISS「きぼう」利用機会を通じた人材育成に係る協力関係を構築す

る等、国際協力拡大に向け新たな展開を図ることができた。 

（２）アジア太平洋地域宇宙機関フォーラム（APRSAF）を通した国際

協力の構築 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○前中期ではアジア諸

国との協力は東南ア

ジア諸国との協力に

とどまっていたとこ

ろ、今中期では外交上

の重要国であるイン

ド、さらには中東の

UAE、トルコとの新た

な協力関係を構築し、

科学技術を通じた当

該国との友好関係維

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務

の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○今中長期目標期間において、アジア

諸国との協力関係を、中長期計画に

定める東南アジア諸国だけではな

く、インド・アラブ首長国連邦・ト

ルコ等に拡大し、当該国の宇宙開発

利用の促進や人材育成の支援に係

－ 
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して誠実に履行す

るために必要な措

置を執るととも

に、輸出入等国際

関係に係る法令等

を遵守する。 

の協力等を行い、

相互に有益な関

係を築く。 

（ｂ）宇宙新興国に

対しては、アジア

太平洋地域宇宙

機 関 会 議

（APRSAF）の枠組

み等を活用して、

宇宙開発利用の

促進及び人材育

成の支援等、互恵

的な関係を築く。

特に APRSAF につ

いては、我が国の

アジア地域での

リーダーシップ

とプレゼンスを

発揮する場とし

て活用する。 

（ｃ）航空分野につ

いては、将来技術

や基盤技術の分

野を中心に研究

協力を推進する

とともに、多国間

協力を推進する

ため、航空研究機

関間の研究協力

枠組みである国

際航空研究フォ

ーラム（IFAR）に

おいて主導的役

割を果たす。 

 

機構の業務運営

に当たっては、宇宙

開発利用に関する

条約その他の国際

約束を我が国とし

て誠実に履行する

ために必要な措置

を執るとともに、輸

出入等国際関係に

係る法令等を遵守

する。 

ション（ISS）計画等

における多国間の協

力、地球観測衛星の

開発・打ち上げ・運用

等における二国間の

協力等を行い、相互

に有益な関係を築

く。 

２．宇宙新興国に対し

て、アジア太平洋地

域 宇 宙 機 関 会 議

（APRSAF）の枠組み

等を活用して、宇宙

開発利用の促進及び

人材育成の支援等、

互恵的な関係を築

く。特に APRSAF につ

いて、我が国のアジ

ア地域でのリーダー

シップとプレゼンス

を発揮する場として

活用する。 

３．航空分野について、

将来技術や基盤技術

の分野を中心に研究

協力を推進するとと

もに、多国間協力を

推進するため、航空

研究機関間の研究協

力枠組みである国際

航空研究フォーラム

（IFAR）において主

導的役割を果たす。 

４．機構の業務運営に

当たって、宇宙開発

利用に関する条約そ

の他の国際約束を我

が国として誠実に履

行するために必要な

措置を執るととも

に、輸出入等国際関

係に係る法令等を遵

守する。 

①APRSAF は、今中期において、宇宙技術よる各地域の課題解決を目

指したワーキンググループを新設する等の改善を実施し、30 を超

える国・地域の宇宙機 関のみならず利用機関や開発援助機関か

ら 500 名超の参加者を得られる規模になり、この地域における国

際協力構築の場として定着させることができた。 

②具体的には、アジア太平洋地域の災害監視協力である「センチネ

ルアジア」活動（10 年間で 200 以上の自然災害に対応）や、超小

型衛星放出や学生向けの Try-ZeroG 実験実施（APRSAF 参加国か

ら 120 もの応募があり、その中の 5 件の実験を大西宇宙飛行士が

ISS 滞在中に実施）等の ISS「きぼう」利用の成果をアジア各国

で広く共有し協力を拡大することで、アジア各国の宇宙技術利用

による人材育成に大きく貢献している。 

 

２．国際機関との連携・協力による新たな取り組み 

（１）JICA との協力により、ALOS-2 を用いた森林伐採・変化検出技

術を活かして、世界の熱帯林の伐採変化の状況を平均して 1か月半

に 1回の頻度で、タブレットやスマホを使って現地でデータにアク

セス可とする「JJ-FAST」のサービスを開始し、今後、29 年度中に

アジア地域も含む約 60 か国を対象に拡大していく計画。本システ

ムは、JICA が有する開発援助に対する長年の実績や当該国との間の

有効なネットワークと、JAXA の持つ宇宙技術が融合し実現したもの

で、新たな連携による顕著な成果である。 

（２）UNOOSA との JAXA の間で締結した国際宇宙ステーション（ISS）

の日本実験棟「きぼう」からの超小型衛星放出の機会提供に係る取

り決めに基づき、第 1 回目の選定作業を JAXA が主導して牽引し、

ケニア初の超小型衛星を選定した。JAXA にとって、アフリカとは初

の宇宙協力ミッションとなり、外交的に重要なアフリカ域（ケニア）

との協力強化にも寄与するもの。本件は、28 年 8月の第 6回アフリ

カ開発会議（TICAD）において両国首脳に報告された。 

 

３．欧米諸国との戦略的な協力関係の促進 

（１）平成 27 年 12 月の ISS 計画の平成 36 年までの延長決定と同時

に、日米政府間で合意された日米オープン・プラットフォーム・パ

ートナーシップ・プログラム（OP3）に基づき、日米間の ISS 相互利

用、アジア太平洋地域の ISS 利用等の新たな活用促進策の協議を進

め、さらなる日米関係強化を図っている。 

（２）平成 27 年度にフランス国立宇宙研究センター（CNES）、ドイツ

航空宇宙センター（DLR）との新協力協定を締結し、戦略的互恵関係

確立のための具体的な協力案件の協議を推進中。重点テーマを定

め、単独では実施困難な社会課題の解決のために、宇宙利用促進、

技術開発、産業振興等での成果創出が期待される。 

 

４．航空分野における国際協力 

（１）NASA との連携で得られたソニックブームに関する研究成果、ま

た、低ソニックブーム設計概念実証（D-SEND）において世界で初め

て実証した「低ブーム機体の実現性」と「検証済み低ブーム波形推

算技術」を ICAO に提示し、ソニックブームに関する国際基準策定

において基準検討レベルから策定レベルに促進させた。 

（２）NASA とは 4 件の共同研究を実施し、DLR、ONERA とは戦略的協

力の検討を開始して 2 件の共同研究計画が策定された。 

 

持に貢献し、顕著な成

果を得た。 

○さらに、国連宇宙部や

国際協力機構（JICA）

等新たなパートナー

と共に、アフリカや南

米の発展途上国との

協力を実現し、日本が

リードする国際協力

を世界に拡大するこ

とが可能になった。 

○一方、宇宙先進国との

協力は、日米政府間で

合意された日米オー

プン・プラットホー

ム・パートナーシッ

プ・プログラム（OP3）

に基づき、ISS の新た

な活用促進を進めて

おり、相互に有益な成

果の創出と日米同盟

関係の強化が図られ

ている。また、仏、独

の宇宙機関との間で

は、経営視点でより戦

略的な重点分野を設

定していくアプロー

チに切り替え具体的

な協力案件協議が進

められている。 

○航空分野の代表的な

国際枠組みである国

際航空研究フォーラ

ム（IFAR）において

JAXA が議長機関を務

め、リーダーシップを

発揮した。また、ソニ

ックブームに関する

研究成果を国際民間

航空機関（ICAO）に提

供し、ICAO の活動を基

準検討レベルから策

定レベルに促進させ

た。 

○なお、中長期計画上、

平成 28（2016）年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期目

標及び中長期計画は

達成される見込みで

ある。 

 

る取組を通じて友好的な関係を構

築することに大きく貢献したこと

は、中長期計画に定められた以上の

顕著な成果と言える。 

 

○さらに、アフリカや南米等の日本に

とって外交上重要な諸外国との協

力関係の構築を実現し、我が国のプ

レゼンスを高めたことも、高く評価

できる。 

 

○宇宙先進国との協力関係も順調に

強化していることは評価できる。 

 

○国際航空研究フォーラム（IFAR）に

おいて、JAXA が議長機関を務め、議

論を前進させるとともに、ソニック

ブームに関する研究成果を国際民

間航空機関（ICAO）に提供し、ICAO

の活動を加速させたことは評価で

きる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○JAXA の調査・計画立案機能と連携

し、他国との比較分析を行いなが

ら、戦略的に国際協力を行っていく

ことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○中国やインド等の新興国が宇宙開

発に参入していることを鑑み、今後

の国際協力関係の展開については、

戦略的な視点が一層必要になって

くると考える。 

 

〇引き続き、技術連携などの多国間協

力を推進し、我が国の産業界の国際

競争力強化に寄与していただきた

い。特に新興国に対しては戦略的に

関係を構築することで、我が国の価

値を高めイニシアティブをとって

いただきたい。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－７ 相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  

経常利益（千円） - - - -  

行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - - - -  

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （７）相手国ニーズ

に応えるインフラ海

外展開の推進 

相手国のニーズに

応えるため、関係府

省との協力を密にし

つつ、人材育成、技術

移転、相手国政府に

よる宇宙機関設立へ

の支援等を含め、政

府が推進するインフ

ラ海外展開を支援す

る。 

（７）相手国ニーズ

に応えるインフラ海

外展開の推進 

相手国のニーズに

応えるため、関係府

省との協力を密にし

つつ、人材育成、技術

移転、相手国政府に

よる宇宙機関設立へ

の支援等を含め、政

府が推進するインフ

ラ海外展開を支援す

る。 

【評価軸】 

相手国のニーズに応え

るため、関係府省との協

力を密にしつつ、政府が

推進するインフラ海外

展開を支援したか。 

 

【定性的指標】  

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

JAXA は、平成 27（2015）年に発足した政府の「宇

宙システム海外展開タスクフォース」に参画し、今

後宇宙開発利用が大きく進展すると思われる国・地

域に重点を置いて、当該国のニーズにこたえたイン

フラ海外展開を推進した。特に、相手国において、

宇宙技術に対する人材育成面の要請が強いことか

ら、宇宙機関である JAXA でしか実施できない貢献策

として、現場実習、宇宙技術に関する講義、小型衛

星打ち上げ手段の提供等に取り組み、今中長期計画

期間中に初めて民間受注につなげ、政府が進めるイ

ンフラ海外展開の政策に対する最初の具体的事案と

なった。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○政府の進めるインフラ海外展開

に参画し、相手国ニーズに応える

宇宙協力として、企業では実施が

困難な筑波宇宙センターの試験

設備を使った現場実習、JAXA 設計

標準・管理標準に基づく講義、国

際宇宙ステーション「きぼう」を

用いた技術実証機会や小型衛星

の放出機会の提供などの人材育

成プログラムを JAXA が実施し、

今中長期計画期間中に初めて実

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○トルコ共和国やアラブ首長国連邦を

中心として、筑波宇宙センターの試

験設備を使った現場実習や講義、宇

宙実証機会の提供等を通じた人材育

成プログラムを実施し、相手国の宇

宙技術に対する人材育成面のニーズ

－ 
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１．相手国のニーズに応

えるため、関係府省と

の協力を密にしつつ、

人材育成、技術移転、

相手国政府による宇

宙機関設立への支援

等を含め、政府が推進

するインフラ海外展

開を支援する。 

１．アラブ首長国連邦（UAE） 

（１）UAE は、産業構造転換のため人材育成を国家

の最重要政策に掲げ、宇宙開発を重点課題として

促進している。JAXA は、海外展開タスクフォース

の中に設置された UAE 作業部会の活動として、UAE

宇宙機関と対話を重ね、平成 28（2016）年 3 月「き

ぼう」からの小型衛星/超小型衛星の放出機会の提

供、「きぼう」を利用した実験の実施、深宇宙通信

局の相互協力、航空機による微小重力実験機会の

提供等を柱とする機関間協力協定を締結した。 

  更に、平成 30（2018）年打上げ予定の温室効果

ガス観測技術衛星 2号（GOSAT-2）と、Khalifasat

（UAE）の相乗りが実現したことにより、その打上

げ余剰能力の利用につい協議を重ね、UAE の超小

型衛星を含む複数の小型衛星の放出を合意（平成

29（2017）年 2 月）し、UAE のニーズである人材

育成及び技術実証機会の要請に応え、インフラ海

外展開の推進に貢献した。 

（２）上記のような協力に取り組むことを通じて、

両国の信頼が築かれ、平成 28（2016）年 3月 UAE

建国 50 周年（2021 年）を記念する国家事業であ

る火星探査計画の探査機打上げ輸送サービスの国

際競争入札において、日本企業の受注につながっ

た。このことは、同タスクフォース初の成果であ

り、JAXA は国の政策に技術で支える中核機関とし

ての役割をはたすことができた。 

 

２．トルコ共和国（トルコ） 

（１）平成 25（2013）年に、JAXA は、トルコの技術

者 29 人に対する技術講義や筑波宇宙センターに

おける試験設備を用いた技術訓練を行った。 ま

た、平成 28（2016）年 9月には、「きぼう」を利用

した曝露実験機会の提供や超小型衛星の放出等の

人材育成を中心とした協力覚書を締結し、トルコ

が自主開発の衛星搭載に向け開発した電子回路を

実験試料とした曝露実験を「きぼう」にて開始す

るなど、トルコの求める宇宙協力に応えた。 

（２）上記のような協力に取り組むことを通じて、

両国の信頼が築かれ、平成 28（2016）年にトルコ

が自主開発を進める通信放送衛星 6A の主要サブ

システム設計の支援と主要コンポーネントの調達

において、日本企業による主要 4 サブシステム中

2 サブシステム（電気系衛星バス設計及び通信制

御（Telemetry Commanding&Ranging）設計）の受

注に繋がった。この受注によって、日本企業によ

るコンポーネントの海外展開は、欧米企業のみな

らず、新興国であるトルコのメーカに広がった。 

 

現できた新興国からの宇宙機打

上げサービスの民間受注や宇宙

機の民間受注につながったこと

は、顕著な成果である。 

○中長期計画上、平成 28（2016）年

度までに予定した業務は全て実

施し、中長期計画及び中長期目標

は達成される見込みである。 

 

に応え、政府が推進するインフラ海

外展開に大きく貢献したことは高く

評価できる。 

 

○特に、上述の取組を通じたアラブ首

長国連邦との信頼関係の構築が、当

該国の火星探査機打上げにおける日

本企業の受注成功に繋がったことは

インフラ海外展開を支援したことが

明確な成果に結びついたという点

で、顕著な成果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○今後とも、政府の海外展開タスクフ

ォースとの連携しつつ、相手国のニ

ーズに応え、信頼関係の構築に繋げ

る取組が期待される。 

 

○準天頂衛星を活用した高精度測位サ

ービスを始め、インフラ輸出、宇宙

産業の海外展開に向けた取組へます

ます貢献することが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○内閣府の進める海外展開タスクフォ

ースとの連携や宇宙機関同士のネッ

トワークの活用により、我が国の強

みを活用した一層のインフラ展開が

期待される。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－８ 情報開示・広報 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 
タウンミーテ

ィングの開催 10 回 15 回 10 回 10 回 10 回  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

博物館、科学館

や学校等と連

携した講演 
400 回 670 回 614 回 662 回 637 回  決算額（千円） 211,177,437 

の一部 
207,856,661 

の一部 
26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

査読付論文 350 件 391 件 435 件 465 件 478 件  経常費用（千円） - -  -  

 

経常利益（千円） - - - -  
行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 - 約 50 の一部 約 20 約 20  
 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （８）情報開示・広報 

宇宙航空研究開発

は、国民生活の向上、産

業振興等に資するもの

であり、このような観

点から、機構の事業内

容やその成果につい

て、ユーザであり出資

者でもある国民の理解

を得ることが不可欠で

ある。 

このため、Web サイト

（８）情報開示・広報 

事業内容やその成果につい

て国民の理解を得ることを目

的として、Webサイト等におい

て、国民、民間事業者等に対し

て分かりやすい情報開示を行

うとともに、Web サイト、Eメ

ール、パンフレット、施設公開

及びシンポジウム等の多様な

手段を用いた広報活動を実施

する。この際、情報の受け手と

の双方向のやりとりが可能な

【評価軸】 

事業内容やその成果に

ついて国民の理解を得

られたか。 

 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運営

に関する計画の達成状

況等 

 

１．Web サイトについ

１．年度計画の業務を着実に実施。所期の数値

目標を大きく上回って達成見込み。業務の意

義を十二分に達成している。 

（例）タウンミーティング：毎年度目標の 10 回

を着実に開催。 

（例）講演：目標年 400 回以上に対し、実績年

平均 645 回以上（目標の 160%超）。年平均約

12 万人が参加。 

（例）査読論文数：目標年 350 件以上→実績年

平均 440 件以上（目標の 126%超） 

 

２．毎年度、重点的な活動目標を据え、新規の

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○JAXA 事業やその成果につ

いての国民の理解を増進

し、JAXA の事業基盤である

国民や社会からの支持を

得ることを目的として、年

度計画の業務を着実に実

施。数値目標は全て達成

し、中長期計画の所期の目

標を上回る成果も得た。 

○また、様々なチャネルを通

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○タウンミーティング開催数、講演実

施数、査読付論文等発表数について、

初期の数値目標を上回っていること

は高く評価できる。 

 

－ 
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等において、国民、民間

事業者等に対して分か

りやすい情報開示を行

うとともに、Web サイ

ト、Eメール、パンフレ

ット、施設公開及びシ

ンポジウム等の多様な

手段を用いた広報活動

を展開する。 

この際、情報の受け

手との双方向のやりと

りが可能な仕組みを構

築する等、機構に対す

る国民の理解増進のた

めの工夫を行う。また、

日本人宇宙飛行士の活

躍や各種プロジェクト

が、国民からの幅広い

理解や支持を得るため

に重要であるととも

に、広く国民に夢や希

望を与えるものである

ことを踏まえ、価値を

十分に活かした各種の

取組を行う。 

また、宇宙航空研究

開発の成果について

は、その国外への発信

が我が国の国際的なプ

レゼンスの向上をもた

らすことから、英語版

Web サイトの充実等、海

外への情報発信を積極

的に行う。 

仕組みを構築する等、機構に

対する国民の理解増進のため

の工夫を行う。また、日本人宇

宙飛行士の活躍や各種プロジ

ェクトが、国民からの幅広い

理解や支持を得るために重要

であるとともに、広く国民に

夢や希望を与えるものである

ことを踏まえ、その価値を十

分に活かした各種の取組を推

進する。具体的には、 

（ａ）Web サイトについては、

各情報へのアクセス性を高

めたサイト構築を目指すと

ともに、各プロジェクトの

紹介、ロケットの打ち上げ

中継及び ISS 関連のミッシ

ョン中継等のインターネッ

ト放送を行う。また、ソーシ

ャルメディア等の利用によ

り、双方向性を高める。 

（ｂ）シンポジウムや職員講

演等の開催及び機構の施設

設備や展示施設での体験を

伴った直接的な広報を行

う。相模原キャンパスに関

しては、新たに展示施設を

設け、充実強化を図る。対話

型・交流型の広報活動とし

て、中長期目標期間中にタ

ウンミーティング（専門家

と市民との直接対話形式に

よる宇宙航空開発について

の意見交換会）を 50 回以上

開催する。博物館、科学館や

学校等と連携し、年 400 回

以上の講演を実施する。 

（ｃ）査読付論文等を年 350

件以上発表する。 

また、我が国の国際的なプ

レゼンスの向上のため、英語

版 Web サイトの充実、アジア

地域をはじめとした在外公館

等との協力等により、宇宙航

空研究開発の成果の海外への

情報発信を積極的に行う。 

 

て、各情報へのアクセ

ス性を高めたサイト

構築を目指すととも

に、各プロジェクトの

紹介、ロケットの打ち

上げ中継及び国際宇

宙ステーション（ISS）

関連のミッション中

継等のインターネッ

ト放送を行う。また、

ソーシャルメディア

等の利用により、双方

向性を高める。 

２．シンポジウムや職員

講演等の開催及び機

構の施設設備や展示

施設での体験を伴っ

た直接的な広報を行

う相模原キャンパス

に関しては、新たに展

示施設を設け、充実強

化を図る。 

３．我が国の国際的なプ

レゼンスの向上のた

め、英語版 Web サイト

の充実、アジア地域を

はじめとした在外公

館等との協力等によ

り、宇宙航空研究開発

の成果の海外への情

報発信を積極的に行

う。 

 

【定量的指標】 

○タウンミーティング

開催数（中長期計画期

間中 50 回以上）。 

○講演実施数（年 400 回

以上） 

○査読付論文等発表数

（年 350 件以上）。 

取り組みを積極的に実施。 

FY25：JAXA の発信する情報へのアクセス性と

双方向性の確保（例：コミュニティサイトや

海外ユーザのための情報マッチングサイト

の開設） 

FY26：外部活力を活用する連携企画の推進

（例：宇宙博の共催、美術館等の企画展への

協力） 

FY27：宇宙航空に対する無関心層への活動、

JAXA 経費を抑えた活動を推進（例：ライブ配

信の拡充など伝える努力と工夫を充実化） 

FY28：JAXA 単独では難しいリーチの実現のた

めの外部連携企画の推進（例：自ら外部への

企画提案、外部からの協力依頼に対する企画

提案の実施） 

 

３．JAXA 事業の進捗や成果について、透明性、

双方向性、即時性を確保してその意義と価値

を丁寧に伝える努力と工夫を行い、JAXA 事業

に対する理解と応援の機運を醸成。 

（例）メディアとの丁寧かつ地道な対話･･･記

者会見や記者説明会、プレスリリースなどに

よる丁寧な発信と対話により、メディアでの

肯定的、好意的な露出が増加。 

（例）Web サイト、インターネット放送、SNS

（YouTube、Facebook、Twitter の充実化に加

え、LINE、Google+、Instagram などの運用開

始）多様な手段を構築。 

 

４．さらに、外部機関との連携企画や新しい取

り組みを積極的に実施し、重点対象層（宇宙

航空への関心の薄い若年層、女性層）を始め

JAXA 単独でのリーチが難しい層へのリーチ

を実現。 

（例）宇宙博 2014 を NHK、NHK プロモーション、

朝日新聞社と共催。42 万人が来場。 

（例）化粧品会社、J リーグクラブチーム、映

画やコミックのイベントなど、宇宙航空分野

以外との業種との連携企画を積極的に実施。 

 

５．その結果、高い認知度の維持、社会や生活

への役立ち感の向上と、国民や社会からの支

持の拡大につなげた。 

（例）JAXA の認知度は高水準を維持･･･平成 24

（2012）年度 72%→平成 28（2016 年度）89%

（平成 28 年度意識調査） 

（例）宇宙航空事業について「社会や国民生活

に役立っている」との回答が増加･･･平成 24

（2012）年度 60%→平成 28（2016 年度）89%

（同上） 

 

じ、JAXA 事業の意義と価値

を伝える努力、工夫に尽力

した。 

○このほか、宇宙航空に対す

る無関心層、JAXA 単独では

リーチし難い層へのアプ

ローチのため、外部機関と

の連携企画の実現や協力

に積極的に取り組み、これ

まで困難であったリーチ

を実現した。 

○その結果、JAXA 事業の高い

認知度の維持し、国民や社

会からの支持の拡大につ

なげ、顕著な成果を創出し

たと評価する。 

○なお、中長期計画上、平成

28（2016）年度までに予定

した業務は全て計画通り

実施し、中長期計画及び中

長期目標は達成される見

込みである。 

 

○毎年度、目標を設定し、多様な取組

を順調に進めることで、今中長期目

標期間を通して、高い認知度を達成

し「社会や国民生活に役立っている」

という回答が持続的に増加した点

は、中長期目標に定める「国民の理

解を得る」という観点で、顕著な成

果と言える。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○若年層などの宇宙航空分野への関心

が薄い国民に対し、SNS を活用した

広報など様々な手法を取り入れるほ

か、内容の面で質の向上を図ってい

くことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今後とも、平成 27 年度の X線天文衛

星「ひとみ」の対応時と同様、失敗

の原因究明結果をしっかり公表し、

他の事業にも活かしていくことが期

待される。 

 

○今後、国民の関心を長期的に維持す

るための検討を行う段階に達してお

り、開示する情報内容もそれに合わ

せて検討されていくことに期待す

る。 

 

○子供・青少年向けなど層別や、産業

界との連携など、狙いを定めた広報

戦略についても今後さらに検討して

いただきたい。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－９ 事業評価の実施 

関連する政策・施策 

宇宙基本計画 

日本再興戦略 

科学技術基本計画 

科学技術イノベーション総合戦略 

 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題

への対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条第一項第十号 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成 29 年度）9-5 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度  H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

- - - - - -  予算額（千円） - - 
27,136,572 
の一部 

32,379,812 
の一部  

 

決算額（千円） 211,177,437 
の一部 

207,856,661 
の一部 

26,673,051 
の一部 

34,408,311 
の一部  

経常費用（千円） - - - -  

経常利益（千円） - - - -  

行政サービス実

施コスト（千円） - - - -  

従事人員数 約 50 の一部 約 50 の一部 約 10 約 10  
 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （９）事業評価の実施 

世界水準の成果の創出、

利用促進を目的としたユ

ーザとの連携及び新たな

利用の創出、我が国として

の自立性・自在性の維持・

向上並びに効果的・効率的

な事業の実施を目指し、機

構の実施する主要な事業

について、宇宙政策委員会

の求めに応じ評価を受け

るとともに、事前、中間、

（９）事業評価の実施 

世界水準の成果の創出、

利用促進を目的としたユ

ーザとの連携及び新たな

利用の創出、我が国として

の自立性・自在性の維持・

向上並びに効果的・効率的

な事業の実施を目指し、機

構の実施する主要な事業

について、宇宙政策委員会

の求めに応じ評価を受け

るとともに、事前、中間、

【評価軸】 

世界水準の成果の創出、利

用促進を目的としたユーザ

との連携及び新たな利用の

創出、我が国としての自立

性・自在性の維持・向上並び

に効果的・効率的な事業の

実施を目指し、適宜機構外

の意見を取り入れた評価を

適切に実施し、事業に適切

に反映したか。 

 

１．事業評価 

 JAXA の実施する主要な事業について、宇宙政策委員

会の求めに応じ評価を受けるとともに、科学技術・学術

審議会（宇宙開発利用部会及び航空科学技術委員会）に

おける評価（事前：9 回、中間：5 回、事後：8 回）を

受け、JAXA の事業に適切に反映した。 

 プロジェクトの各段階（準備・移行・計画変更・終了）

で実施する経営審査にあたり、事業の成果の創出・拡大

を目指し、政策的な要求やユーザからの意見を取り入

れた目標・成功基準（アウトカム目標）を設定すること

としている。当該アウトカム目標について、事前に JAXA

外の有識者（外部評価委員）による外部評価を受けるこ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平

成 28（2016）年度

までに予定した

業務は全て実施

し、中長期目標及

び中長期計画は

達成される見込

みである。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○宇宙政策委員会及び科学技術・学術

審議会（宇宙開発利用部会及び航空

科学技術委員会）における評価を受

け、JAXA の事業に適切に反映したこ

とは評価できる。 

－ 
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事後において適宜機構外

の意見を取り入れた評価

を適切に実施し、事業に適

切に反映する。特に、大学

共同利用システムを基本

とする宇宙科学研究にお

いては、有識者による評価

をその後の事業に十分に

反映させる。なお、これら

評価に当たっては、各事業

が宇宙基本計画の目標で

ある「宇宙安全保障の確

保」、「民生分野における宇

宙利用の推進」及び「宇宙

産業及び科学技術の基盤

の維持・強化」に貢献し得

るものであることを念頭

に置く。 

事後において適宜機構外

の意見を取り入れた評価

を適切に実施し、事業に適

切に反映する。特に、大学

共同利用システムを基本

とする宇宙科学研究にお

いては、有識者による評価

をその後の事業に十分に

反映させる。なお、これら

評価に当たっては、各事業

が宇宙基本計画の目標で

ある「宇宙安全保障の確

保」、「民生分野における宇

宙利用の推進」及び「宇宙

産業及び科学技術の基盤

の維持・強化」に貢献し得

るものであることを念頭

に置く。 

【定性的指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．機構の実施する主要な

事業について、宇宙政策

委員会の求めに応じ評価

を受けるとともに、事前、

中間、事後において適宜

機構外の意見を取り入れ

た評価を適切に実施し、

事業に適切に反映する。 

２．大学共同利用システム

を基本とする宇宙科学研

究においては、有識者に

よる評価をその後の事業

に十分に反映させる。 

とを原則とする仕組みを導入し、外部評価委員からい

ただいた意見について、適宜プロジェクトに反映した。 

 さらに、宇宙政策委員会の求めに応じて、H3 ロケッ

トに係る審議・報告を実施したほか、同委員会の宇宙法

制小委員会等への出席を通じて、ロケットの安全審査

に係る機構の取組やリモートセンシングデータに係る

諸外国の法規制状況などについて報告・情報提供を行

った。 

 ASTRO-H の運用異常に際しては、原因究明、再発防止

策の設定等の結果について、宇宙開発利用部会「X線天

文衛星「ひとみ」の異常事象に関する小委員会」に報告

した。 

 

２．宇宙科学研究における有識者評価 

有識者による評価として、全国の宇宙科学コミュニ

ティの代表者からなる宇宙理工学委員会に対して、宇

宙科学研究所長から諮問を行い、その答申を踏まえて

事業を遂行した。コミュニティの意見を宇宙科学コミ

ュニティの代表機関である宇宙科学研究所の事業に反

映することにより、透明性を確保し、コミュニティ全体

の学術研究の発展に寄与しており、着実な業務運営が

行われた。 

 

 

○宇宙理工学委員会の意見を宇宙科学

研究所の事業に十分に反映し、コミ

ュニティ全体の学術研究の発展に寄

与したことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、着実な業務実施が期待さ

れる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○今後ますますの成果を出していくこ

とに期待するとともに、そのための

適切な指標を設定し、成果の把握に

努めていただきたい。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 内部統制・ガバナンスの強化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １．内部統制・ガバ

ナンスの強化 

情報セキュリテ

ィ、プロジェクト管

理、契約の適正化等

のための対応を行

うとともに、機構の

業務運営、危機管理

が適切に実施され

るよう、内部統制・

ガバナンスを強化

するための機構内

の体制を整備する。 

 

（１）情報セキュリ

ティ 

政府の情報セキ

ュリティ対策にお

ける方針を踏まえ、

情報セキュリティ

に係るシステムの

見直し、機構の内部

規則の充実及びそ

の運用の徹底、関係

民間事業者との契

約における適切な

措置など、情報セキ

ュリティ対策のた

めに必要な強化措

置を講じる。 

 

（２）プロジェクト

管理 

１．内部統制・ガバ

ナンスの強化 

情報セキュリテ

ィ、プロジェクト管

理、契約の適正化等

のための対応を行

うとともに、機構の

業務運営、危機管理

が適切に実施され

るよう、内部統制・

ガバナンスを強化

するための機構内

の体制を整備する。 

 

（１）情報セキュリ

ティ 

政府の情報セキ

ュリティ対策にお

ける方針を踏まえ、

情報資産の重要性

の分類に応じたネ

ットワークの分離

等の情報セキュリ

ティに係るシステ

ムの見直し、機構の

内部規則の充実及

びその運用の徹底、

関係民間事業者と

の契約における適

切な措置など、情報

セキュリティ対策

のために必要な強

化措置を講じる。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

［情報セキュリティ］ 

１．政府の情報セキュ

リティ対策における

方針を踏まえ、情報

資産の重要性の分類

に応じたネットワー

クの分離等の情報セ

キュリティに係るシ

ステムの見直し、機

構の内部規則の充実

及びその運用の徹

底、関係民間事業者

との契約における適

切な措置など、情報

セキュリティ対策の

ために必要な強化措

置の実施計画に基づ

き、着実に実施する。 

 

［プロジェクト管理］ 

２．機構が実施するプ

ロジェクトについて

は、経営層の関与し

たマネジメントの体

制を維持する。 

３．プロジェクトの実

施に当たっては、担

１．内部統制システムの構築 

 内部統制システムを着実に運用していくため、内部統制シ

ステムの各要素について、分かりやすくまとめた具体的な指

針を JAXA 独自の「内部統制実施指針」（平成 27（2015）年 4

月 1 日）として制定・公表した。さらに同指針に基づく PDCA

サイクルを整備・運用したことで、内部統制システムの不断

の見直し・改善を可能とした。 

 

２．情報セキュリティ 

（１）前中長期計画期間（第 2 期中長期計画期間）において

は複数の重大な事案が発生するなど、セキュリティ対策が

十分とは言えなかった。その本質的原因は、システム面の

対策が不十分であったことだけでなく、人材の育成が後手

に回っていたことなど、本格的なサイバー攻撃に対する準

備が十分でなかったと認識し、今中長期計画期間を通じて

以下のとおり総合的な対策を徹底した。その結果、JAXA の

情報セキュリティ対策については、重大なインシデントを

発生させない水準に達し、前中期に比し、顕著な成果を得

た。 

①対策システムを構成も含めて見直し、外部からの攻撃メ

ールが今中長期計画期間中に 11 倍以上に増加したにも

関わらず、職員の手元への着信数を 1/30 に減少させるな

ど、セキュリティリスクを大幅に低減した。 

②単に開封しないだけでなく初動動作まで含め徹底した職

員教育を行うとともに、一つ一つのアラートの原因を突

き止め、きめ細かく対策を施す地道な活動を通じて、外

部サービスだけに頼らない JAXA 独自の監視能力を向上

した。 

（２）また、ウイルス検体の発見数については、年間 1,000 件

以上の水準に達しており、これをセキュリティ専門企業・

関係機関に脅威情報として水平展開するなど、一組織の活

動に留まらないセキュリティ事案を縮減させる国全体の取

組みに貢献した（なお、単独組織の検体提供数としては、当

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○今中長期計画期間中、改正

通則法を踏まえ、内部統制

システムを構築し、PDCA サ

イクルを確実に実施した。 

○サイバー攻撃が激増する

中、特に、前中期と比べて

格段に巧妙化した攻撃に

対し、これまでウイルスの

検出手段も高度化される

などの対策を講じ、重大な

インシデントを発生させ

ずに対応できている。中長

期計画期間にわたって、新

たな未知のウイルス検体

を独自で発見する技術を

段階的に構築し、未知のウ

イルス発見時には、セキュ

リティ専門機関等に情報

を提供する技術水準まで

至った。 

○平成 27（2015）年度の X線

天文衛星「ひとみ」（AST 

RO-H）運用異常に対して

は、理事長を長とする対策

本部の下で原因究明、再発

防止策の設定等に取り組

んだ。さらに、同事故を契

機に 10 年前に確立した

JAXA 全体のプロジェクト

マネジメントを再構築し

ており、今後の成果創出が

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

自己評定では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

１．情報セキュリティ 

○今中長期目標期間中に外部からの攻

撃メールが 11 倍以上に増加したに

もかかわらず、情報セキュリティ対

策を徹底的に行ったことにより重大

なインシデント（情報流出）を発生

させなかった。さらに、新たな未知

のウイルス検体までも独自に発見す

る技術を獲得・構築し、未知のウイ

ルス発見時にはセキュリティ専門機

関に情報提供し、国全体のセキュリ

ティ対策に資する取組まで行ってい

ることは、高く評価できる。 

 

２．プロジェクト管理 

○一定の成果を残したものの短期間で

の X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）

ミッションの喪失があり、プロジェ

クト管理に課題があることが判明し

た。当該事象への反省を生かし、全

社的に再発防止策や教訓を水平展開

するとともにプロジェクト業務の進

め方の改善を行った。これらの対応

－ 
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機構が実施する

プロジェクトにつ

いては、経営層の関

与したマネジメン

トの体制を維持す

る。プロジェクトの

実施に当たっては、

担当部門とは独立

した評価組織によ

る客観的な評価に

より、リスクを明ら

かにし、プロジェク

トの本格化の前に

フロントローディ

ングによりリスク

低減を図るととも

に、計画の実施状況

を適切に把握し、計

画の大幅な見直し

や中止をも含めた

厳格な評価を行っ

た上で、その結果を

的確にフィードバ

ックする。また、計

画の大幅な見直し

や中止が生じた場

合には、経営層にお

ける責任を明確化

するとともに、原因

の究明と再発防止

を図る。 

 

（３）契約の適正化 

「独立行政法人

整理合理化計画」を

踏まえ、機構の締結

する契約について

は、原則として一般

競争入札等による

こととする。また、

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

５月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施する

こととし、「調達等

合理化計画」に沿っ

て、公正性・透明性

を確保しつつ合理

的な調達を推進す

る。「調達等合理化

計画」の実施状況を

含む入札及び契約

の適正な実施につ

いては、監事による

監査を受ける。ま

 

（２）プロジェクト

管理 

機構が実施する

プロジェクトにつ

いては、経営層の関

与したマネジメン

トの体制を維持す

る。プロジェクトの

実施に当たっては、

担当部門とは独立

した評価組織によ

る客観的な評価に

より、リスクを明ら

かにし、プロジェク

トの本格化の前に

フロントローディ

ングによりリスク

低減を図るととも

に、計画の実施状況

を適切に把握し、計

画の大幅な見直し

や中止をも含めた

厳格な評価を行っ

た上で、その結果を

的確にフィードバ

ックする。また、計

画の大幅な見直し

や中止が生じた場

合には、経営層にお

ける責任を明確化

するとともに、原因

の究明と再発防止

を図る。 

 

（３）契約の適正化 

「独立行政法人

整理合理化計画」を

踏まえ、契約につい

ては、原則として一

般競争入札等によ

ることとする。ま

た、「独立行政法人

における調達等合

理化の取組の推進

について」（平成 27

年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づく取

組を着実に実施す

ることとし、「調達

等合理化計画」に沿

って、公正性、透明

性を確保しつつ合

理的な調達を推進

する。「調達等合理

化計画」の実施状況

を含む入札及び契

約の適正な実施に

当部門とは独立した

評価組織による客観

的な評価により、リ

スクを明らかにし、

プロジェクトの本格

化の前にフロントロ

ーディングによりリ

スク低減を図るとと

もに、計画の実施状

況を適切に把握し、

計画の大幅な見直し

や中止をも含めた厳

格な評価を行った上

で、その結果を的確

にフィードバックす

る。 

４．計画の大幅な見直

しや中止が生じた場

合には、経営層にお

ける責任を明確化す

るとともに、原因の

究明と再発防止を図

る。 

 

［契約の適正化］ 

５．「独立行政法人整理

合理化計画」を踏ま

え、契約については、

真にやむを得ないも

のを除き、原則とし

て一般競争入札等に

よることとする。 

６．「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決定）

に基づく取り組みを

着実に実施すること

し「調達等合理化計

画」に沿って、公正

性、透明性を確保し

つつ合理的な調達を

推進する。 

７．「調達等合理化計

画」の実施状況を含

む入札及び契約の適

正な実施について

は、監事による監査

を受ける。 

８．「調達等合理化計

画」の実施状況を Web

サイトにて公表す

る。 

９．契約の履行に関し

ては、履行における

不正を抑止するた

め、過大請求の抑止

該セキュリティ専門企業の国内顧客の中で第 1 位との報告

を受けている）。 

 

３．プロジェクト管理 

（１）ASTRO-H 運用異常に対する原因究明、再発防止策、水平

展開、および JAXA 全体のプロジェクト業務の改善 

①平成 27（2015）年度末に発生した ASTRO-H 運用異常に対

しては、理事長を本部長とする対策本部の下で、3ヶ月と

いう短期間で直接原因・背後要因の特定、及び対応策の

立案を行い、その結果については、宇宙開発利用部会等

に報告した。 

②加えて、開発中の JAXA 内のプロジェクトに水平展開を行

うとともに、直近に打上げが予定されていたジオスペー

ス探査衛星「あらせ」（ERG）及び強化型イプシロンロケッ

トに対し、総点検を実施した。強化型イプシロンロケッ

トについては打ち上げに成功し、ERG においては定常運

用移行まで大きな支障は発生していない。 

③さらに、上記運用異常をきっかけに、10 年前に確立した

JAXA全体のプロジェクトマネジメントを見直す機会とと

らえ、副理事長を長とする委員会の下で、（ａ）プロジェ

クトの確実な実施に向けた仕組みの再構築（企業との役

割分担や責任関係（リスク負担）等の重要事項について、

経営層の関与の下での検討・評価を行い、意思決定を行

うプロセスの整備等）、（ｂ）プロジェクトが提供する価

値の向上に向けた仕組みとリスク低減に向けた仕組み

（プロジェクト計画立案において新たにミッションの探

求／定義を行うフェーズの新設）を再構築した。 

④これら改善を JAXA 内に浸透させることにより、技術試験

衛星 9 号機プロジェクトにおいては、プロジェクト移行

前の準備段階の活動を充実させ、企業との役割分担、責

任関係を明確にすることで、産業／国際競争力の強化な

ど目標を共有しプロジェクトが創出する成果の価値を高

める活動につながった。 

（２）プロジェクトにおける外部評価の導入・研究開発マネ

ジメントの強化 

①プロジェクト審査において外部の有識者による評価を受

けることとした。これに合わせて、従来のプロジェクト

目標（アウトプット目標）に加え、新たにアウトカム目標

（波及的に得られる効果、生み出す価値など）を設定す

ることとした。 

②さらに、次期基幹ロケット（H3）や衛星プロジェクトの経

営審査に先立ち、外部のユーザや有識者からの意見を取

り入れる仕組みを導入したことで、JAXA 内の検討のみで

は認識できなかった分野（商業衛星の需要見込みや、災

害発生時の防災利用など）まで広く成果の展開を検討す

ることが可能となり、成果の最大化に向けた適切なプロ

ジェクトの目標設定を行う仕組みを構築した。 

③また、航空機の要素技術について、比較的大規模な技術

実証を目的とする「研究開発プロジェクト」を新たにJAXA

内の仕組みとして創設したことで、経営レベルでのマネ

ジメントの下で、要素技術の研究から研究開発成果の展

開までより短期間で行うことが可能となり、SafeAvio プ

ロジェクト等の研究開発成果の利用促進につなげた。 

 

４．契約の適正化 

（１）27 年度より、組織横断的かつ若手職員を中心として、

研究開発成果の最大化に資する調達プロセスの見直しを行

ってきた。その結果、プロジェクトの早期段階からの企業

見込まれる。 

○調達企画機能の強化、対話

型選定方式及び調達手続

きの一部をアウトソーシ

ングする取組は、JAXA プロ

ジェクトの社内調整に掛

かる時間の短縮と企業選

定の正確性の向上により、

より質の高い調達につな

がることが期待され、今中

長期計画期間末までに成

果創出が見込まれる。 

○中長期計画上、平成 27

（2015）年度の ASTRO-H の

ミッション喪失を除き、平

成 28（2016）年度までに予

定したミッションは全て

成功し、中長期計画及び中

長期目標は達成される見

込みである。 

により、今後のプロジェクトが確実

に実施されることが期待される。 

 

３．契約の適正化 

○契約手続きは中長期目標や調達等合

理化計画に沿って着実に進められた

と評価できる。 

 

○上記に加え、積極的な取組として、

組織横断的かつ若手職員を中心に調

達プロセスの見直しを行い、調達企

画機能の強化や対話型の選定方式の

新規導入、調達手続きのアウトソー

シング化による効率化を行った。こ

れらにより、JAXA の調達機能の向上

が見込まれ、将来的な成果の創出が

期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○プロジェクト管理については全社的

に新手法や新たな考え方が浸透して

いるかを確認するかとともに、当該

取組が実際に安全性や信頼性の確

保・向上、プロジェクト運営の合理

化・効率化に繋がっているか確認す

る必要がある。 

 

○プロジェクト管理の強化は、H3 ロケ

ットプロジェクトにおいて真価が問

われる。JAXA のみならず、プライム

企業、さらに多くの参加企業も含め

た総合的なプロジェクト管理が要求

される。次期目標期間の最重要プロ

ジェクトなので万全な体制で推進す

ることが望まれる。 

 

○プロジェクトの外部評価のフィード

バックが有効に機能しているか（実

活動に生かされているか）どうかを

見ていく必要がある。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○「ひとみ」のミッション喪失という

事案に対し、JAXA 全体のプロジェク

ト業務の改善に着手し、対策内容を

水平展開し、マネジメント強化に取

り組んでいることは評価できる。 

 

○情報セキュリティ及び契約の適正化

は、再発防止が図られており、高く

評価できる。 

 

○一方、プロジェクト管理、特に安全・

信頼性は実績を積み重ねて評価する

ことが重要であり、１年間の取組で

評価できるものではない。 

SS-520-4 号機の実験失敗の原因究

明結果等を踏まえ、今後も引き続き



68 
  

た、「調達等合理化

計画」の実施状況を

Web サイトにて公表

する。 

また、機構が締結

した契約の履行に

関しては、履行にお

ける不正を抑止す

るため、契約相手先

との関係を含め、機

構における契約管

理体制の見直しを

含めた抜本的な不

正防止策を講じる。 

ついては、監事によ

る監査を受ける。ま

た、「調達等合理化

計画」の実施状況を

Web サイトにて公表

する。 

また、契約の履行

に関しては、履行に

おける不正を抑止

するため、過大請求

の抑止と早期発見

のための取組、契約

制度の見直し等、契

約相手先との関係

を含め、機構におけ

る契約管理体制の

見直しを含めた抜

本的な不正防止策

を講じる。 

 

と早期発見のための

取組、契約制度の見

直し等、契約相手先

との関係を含め、機

構における契約管理

体制の見直しを含め

た抜本的な不正防止

策を講じる。 

への要求事項の網羅的な設定、企業との役割分担や責任関

係の明確化といった、プロジェクトマネジメントの改善に

つなげることができた。29 年度から新制度の運用を開始す

ることで、調達の質の向上が見込まれる。 

①調達企画機能の強化（研究者・技術者と調達部門が調達

プロセスの上流段階から協働する）により、JAXA 内では

手戻りの削減等、企業からは契約手続きスケジュールの

短縮が可能となり、内外から肯定的評価が得られている。 

②対話型選定方式（競争手続きの中で候補者と対話するこ

とで、より良い提案を引き出し、より質の高い調達を実

現する）を試行した。試行後の競争参加者を対象とした

アンケートでは「文書よりも情報量が多く、表現の難し

い内容にも対応できる」等の回答を得ており、企業選定

の正確性向上に寄与する仕組みが構築できた。 

③調達企画機能の強化等の円滑な実施に向け、専門知識を

持つ調達関係職員の工数確保を図り、調達手続きの一部

をアウトソーシングすることとし、29 年度から実施すべ

くアウトソーシング業務の調達を開始した。 

（２）加えて、約 140 件のプリンターや複合機等の出力機器

について、機器の調達、保守、運用までを一括して請け負う

「サービス調達」方式を導入した。5年間で約 5億円の調達

コスト削減が見込まれる。 

 

信頼性の確保に努めていくことが重

要である。 

 

○「ひとみ」の喪失事案を起点として、

組織全体のプロジェクト管理の体制

を改善した点は評価できるが、新体

制が機能するかどうかは今後引き続

き注視していく必要がある。 

 

○「ひとみ」の喪失事案以外の部分に

おいては、組織改編や民間との関係

の確立などが適切に進められてい

る。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 

○第３期中長期目標期間中における会

計検査院による指摘事項について、

対応状況を以下の通り確認した。 

 

○平成 28 年度会計検査院による指摘

事項（処置済）（平成 28 年度評価書

より抜粋） 

「電子ジャーナルの購読契約を締結

するに当たり、過去の利用実績を参

考にするなどして、利用見込みに応

じて PPV（閲覧回数ごとに課金）方

式を利用する電子ジャーナルを選定

することにより、購読料金の節減を

図るよう改善させたもの（1,042 万

円）」について指摘されたものの、以

下の方針により処置を行い、処置済

みとしたことを確認した。 

・購読契約種別の選定に当たっては、

利用者の要望及び過去のダウンロー

ド数等を参考にするなどして、PPV

による方式が経済的になるものは原

則として PPV 方式を導入する。 

・電子ジャーナルの各種利用条件が年

間購読と PPV 方式では異なることか

ら、研究開発等の業務に支障が及ば

ないことを前提として、購読料金の

支払が経済的なものとなるよう検討

を行う。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 柔軟かつ効率的な組織運営 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２．柔軟かつ効率

的な組織運営 

貴重な財政資源

を効率的かつ効果

的に活用し、理事

長のリーダーシッ

プの下、研究能力

及び技術能力の向

上、及び経営・管理

能力の強化を図

り、事業の成果の

最大化を図る。ま

た、責任と裁量権

を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的な

業務執行を行うと

ともに、効率的な

業務運営を行う。 

２．柔軟かつ効率

的な組織運営 

貴重な財政資源

を効率的かつ効果

的に活用し、理事

長のリーダーシッ

プの下、研究能力

及び技術能力の向

上、及び経営・管理

能力の強化を図

り、事業の成果の

最大化を図る。ま

た、責任と裁量権

を明確にしつつ、

柔軟かつ機動的な

業務執行を行うと

ともに、効率的な

業務運営を行う。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．貴重な財政資源を

効率的かつ効果的に

活用し、理事長のリ

ーダーシップの下、

研究能力及び技術能

力の向上、及び経営・

管理能力の強化を図

り、事業の成果の最

大化を図る。 

２．責任と裁量権を明

確にしつつ、柔軟か

つ機動的な業務執行

を行うとともに、効

率的な業務運営を行

う。 

１．新生 JAXA 理念（経営理念及び行動宣言）及びコーポレートスロー

ガンを策定し公表するとともに、内部統制の仕組みを強化し、理念を

実現しつつある。 

（１）全社横断の検討チームの検討や職員と理事長との直接対話を経

て、新生 JAXA 理念（経営理念及び行動宣言）及びコーポレートスロ

ーガンを策定（平成 25 年 10 月）して公表、社会に JAXA の決意を示

した。 

（２）経営層が定める経営・事業方針をもとに基幹職が組織目標と個人

目標を設定する仕組みとし、経営視点及び個人視点両面からの PDCA

の仕組みを強化し理念を浸透させた。 

（３）その効果として、今中長期計画期間中は、「国際競争力の向上」

といった活動方針を職員に浸透させ、結果として、基幹ロケットの連

続成功、有人宇宙活動や航空技術の進展など、我が国のプレゼンスの

向上に貢献した。 

 

２．組織体制の再編による技術力及びミッション企画機能の強化、及び

従来の枠組みに囚われないイノベーションマインドの浸透 

（１）高度化、複雑化した宇宙機システムに対応するため、全社の力が

結集するように本部制を改める大規模な組織再編を行うとともに、ミ

ッション企画機能を強化した（平成 27 年 4 月）。これにより次期基幹

ロケット（H3）、次期技術試験衛星（技術試験衛星 9 号機）の開発体

制を確立した。プライム企業選定にあたっては、国際競争力獲得に主

体的にかかわる企業を選定し、共同してミッション要求を設定した。 

（２）「研究開発部門」を 4 領域（主として電気系、機械系、ソフトウ

ェア系及び宇宙輸送領域）に大くくり化（平成 27 年 4 月）するとと

もに、拠点横断的な位置づけとし、JAXA 内外の連携を促進した。さ

らに、開発部門の協力のもと研究戦略を策定（平成 28 年 3 月）し、

研究開発の方向性をさだめ、効果的効率的に研究を進める体制を整え

た。 

（３）将来の国際宇宙探査計画に向けて、宇宙探査技術の研究開発を産

学共同で実施する、開かれた拠点として設置（平成 27 年 4 月）した

「宇宙探査イノベーションハブ」においては、平成 27 年度に国立研

究開発法人科学技術振興機構（JST）のオープンイノベーションハブ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○理事長主導で経営理念

及び行動宣言を示して

内外に JAXA の方向性を

明らかにするとととも

に、その実現のための組

織構造改革を実施した

ことで、プロジェクトの

達成に加えて、外交・安

全保障分野や、宇宙・航

空分野以外の機関との

協力、連携が進んだ。 

○組織構造改革と合わせ

人事制度改革や働き方

改革により職員の意識

改革が進み、効率的な業

務運営を行った。 

○なお、中長期計画上、平

成 28（2016）年度までに

予定した業務は全て実

施し、中長期計画及び中

期⽬標は達成される⾒
込みである。 

 

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

○評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業

務の進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○政府の安全保障政策、外交政策等に

柔軟に組織として対応してきたこ

となど、高く評価できる。 

 

○宇宙輸送システムや宇宙科学研究

所などの各本部に散っていた研究

開発機能を集約化し、研究開発部門

を設置し、研究開発能力の集中的強

化を図った。これは JAXA 創設以来

最大の構造改革であり、単年度では

成果が見えにくい施策であるが、将

来的に顕著な成果が期待される。 

 

○今中長期計画中に追加された JAXA

の新たな役割や新たな事業を認識

して、今までの JAXA に足りないも

のを補うために、クロスアポイント

制度を導入し、外部人材の登用を進

めた。これにより既存の JAXA に足

りない能力・技術を補う機動的な業

務執行が行えるようになり、将来的

に顕著な成果の創出が期待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○イノベーションマインドの醸成は

重要であるため、一部の職員だけで

－ 
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構築支援事業に応募し採択され、28 年度までに 40 件の研究課題を採

択し、さらに 29 年度に 10 件研究課題を採択する見込みであり、成果

を事業化につなげるために外部の専門家を招聘し、知財規程を新設し

た。加えて、航空安全技術の分野において、産学官 18 機関（6 企業

／3研究所／9大学）の間で WEATHER-Eye コンソーシアムを構築した。 

（４）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、

独立行政法人国際協力機構（JICA）などの非宇宙分野の機関と連携し、

成果を社会へ還元しつつある。また、ヤクルト社や光通信分野など非

宇宙分野との連携や、研究協力が進んだ。 

 

３．安全保障分野への貢献 

前中期末：平成 25 年 1月の宇宙基本計画制定により、安全保障分野

が重点課題の一つとされた。 

（１）平成 26 年 3 月に、防衛省技術研究本部（現：防衛装備庁）との

包括連携協定を締結し、宇宙分野で初めて研究協力を開始するととも

に、人事交流を定常的なものとした。さらに、連携拡大の結果、初の

防衛省との協力衛星に取り組むこととなった。 

 

４．JAXA 全体のプロジェクト業務の改善 

（１）X線天文衛星「ひとみ」（ASTRO-H）異常事象を受けて、理事長主

導の下、組織の総力を挙げて、迅速かつ確実に、技術的な原因究明を

行ったことにとどまらず、以降のプロジェクトに係る全社点検の実施

や、内部統制上の実施状況を調査した。これにより抽出した課題とそ

の対策を踏まえ、民間企業との役割分担を明確化するとともに、あら

かじめリスクを識別して確実にプロジェクトを成功に導く環境を整

備し、技術能力の向上を図った。 

 

５．人事制度改革及び働き方改革 

（１）生み出した成果（価値）に応じて評価・処遇する基幹職人事制度

を新たに運用し、経営・事業方針等に沿って、期初に基幹職の役割・

責任を踏まえた個々の目標設定を行い、目標共有しながら業務運営を

進めたことで、より付加価値の高い成果を創出する仕組みに見直し

た。 

（２）高度な専門技術を有する人材をより柔軟に受け入れるためのクロ

スアポイントメント制度に関し、原則相手機関のルールを基準とでき

る給与支給方法の見直し等の改善を行ったことにより、外部人材を 7

名登用できた。（民間企業 4 名、大学 2 名、研究機関 1 名） 

（３）業務の遂行手段や方法、時間に縛られない環境で成果を創出する

ことを狙いとして、教育職を対象に専門業務型裁量労働制を導入し

た。 

（４）平成 25（2013）年度から文部科学省の補助金を得て「男女共同参

画推進」を行ってきたがこの活動を総括・評価し、28（2016）年 4 月

から「女性活躍の推進」と「ワーク・ライフ・バランスの実現」を 2

本柱とする定常組織「ワーク・ライフ変革推進室」を立ち上げ、女性

活躍促進のための制度拡充、研修等による意識改革、残業削減の取り

組みや、業務改善による働き方の変革などに取り組んだ。 

 

これらの施策を通じ、職員が価値の高い成果を、効率的に生み出す環

境への意識改革が進み、柔軟かつ効率的な業務運営を行った。 

 

はなく広く JAXA 職員全員がそのよ

うなマインドを持つような取組を

実施することが望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○年度単位での成果は見えにくいが、

全体として、JAXA 法の改正や宇宙

基本計画策定などの環境変化に対

し、理事長の強いリーダーシップの

下、中長期目標期間を通じて体制を

変革してきたことは高く評価でき

る。 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３ 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３．業務の合理化・効率化 

限られた財源の中で効

率的かつ効果的に事業を

推進するため、民間活力の

活用や自己収入の拡大を

図るとともに、関係府省と

の情報交換等を通じ、事業

内容が重複しないように

配慮する。 

 

（１）経費の合理化・効率化 

機構は、民間事業者への

委託による衛星運用の効

率化や、射場等の施設設備

の維持費等を節減するこ

とに努める。また、業務の

見直し、効率的な運営体制

の確保等により、一般管理

費について、法人運営を行

う上で各種法令等の定め

により発生する義務的経

費等の特殊要因経費を除

き、平成 24 年度に比べ中

長期目標期間中に 15％以

上、その他の事業費につい

ては、平成 24 年度に比べ

中長期目標期間中に5％以

上の効率化を図る。ただ

し、新たな業務の追加又は

業務の拡充を行う場合に

は、当該業務についても同

様の効率化を図るものと

３．業務の合理化・効率化 

限られた財源の中で効

率的かつ効果的に事業を

推進するため、民間活力の

活用や、施設・設備の供用、

ISS等の有償利用及び寄付

の募集等による自己収入

の拡大を図るとともに、関

係府省との情報交換等を

通じ、事業内容が重複しな

いように配慮する。 

 

（１）経費の合理化・効率化 

民間事業者への委託に

よる衛星運用の効率化や、

射場等の施設設備の維持

費等を節減することに努

める。また、業務の見直し、

効率的な運営体制の確保

等により、一般管理費につ

いて、法人運営を行う上で

各種法令等の定めにより

発生する義務的経費等の

特殊要因経費を除き、平成

24 年度に比べ中長期目標

期間中に 15％以上、その

他の事業費については、平

成 24 年度に比べ中長期目

標期間中に5％以上の効率

化を図る。ただし、新たな

業務の追加又は業務の拡

充を行う場合には、当該業

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

［経費の合理化・効率化］ 

１．民間事業者への委託に

よる衛星運用の効率化

へ向けた検討や、射場等

の施設設備の維持費等

を節減することに努め

る。 

２．新たな業務の追加又は

業務の拡充を行う場合

には、関係府省との情報

交換等を通じ、事業内容

が重複しないように配

慮しつつ、当該業務につ

いても同様の効率化を

図るものとする。 

３．国の資産債務改革の趣

旨を踏まえ、遊休資産の

処分等を進める。 

４．ISS 等の有償利用及び

寄付の募集等による自

己収入の拡大に努める。 

 

［人件費の合理化・効率

化］ 

５．給与水準について、国

家公務員の給与水準を

十分配慮し、手当を含め

１．今中長期計画期間を通じて自己収

入の獲得に取り組んでおり、顕著な

増収に至っている。 

 

２．情報収集衛星関連を除く受託収入

については、2波長赤外線センサの

研究開発業務、民生品を活用した宇

宙機器の軌道上実証、高感度ガンマ

線カメラの開発等の新規案件の創

出に取り組み、前中期計画期間総計

101 億円に対し、今中長期計画期間

（28 年度までの合計）は 371 億円

と増加に至った。特に、民間等から

の受託については、前中期計画期間

総計 60 億円に対し、今中長期計画

期間（28 年度までの合計）は 124 億

円を獲得するという、約 2倍の増収

に至った。 

 

３．さらに、競争的資金等については、

国立研究開発法人科学技術振興機

構（JST）の「イノベーションハブ構

築支援事業」（最長 5年間、最大 4.5

億円／年）、防衛省防衛装備庁の「安

全保障技術研究推進制度」（3 年間、

最大 3,900 万円／年）が採択される

といった新規獲得に努めた結果、21

億円を獲得し、平成 24年度比で 2.3

倍増の水準まで達した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○収入（情報収集衛星関連受託を除

く）については、平成 24（2012）年

度の 101 億円に対し、28（2016）年

度には 371 億円へと顕著な増収に

至ったことを評価する。 

○中長期計画上、平成 28（2016）年度

までに予定した業務は全て実施し、

中長期計画及び中長期目標は達成

される見込みである。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○収入について、平成 24 年度の 101 億

円に対して、平成 28 年度には 3倍以

上となった点については、自己収入

増の取組が実績となった点は評価で

きる。 

 

○人件費の合理化・効率化についても

着実に進めたと評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○自己収入の拡大をはじめ、着実な運

営を実施したと評価する。 

 

○引き続き、自己収入の拡大に向けた

取組を行うことが期待される。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○次年度以降、可能な限り定量的な指

標設定が望まれる。 

 

○合理化・効率化の指標は前中期目標

－ 
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する。また、人件費につい

ては、次項に基づいた効率

化を図る。なお、国の資産

債務改革の趣旨を踏まえ、

野木レーダーステーショ

ンについて国庫納付する

等、遊休資産の処分等を進

める。 

 

（２）人件費の合理化・効

率化 

給与水準については、国

家公務員の給与水準を十

分配慮し、手当を含め役職

員給与の在り方について

検証した上で、業務の特殊

性を踏まえた適正な水準

を維持するとともに、検証

結果や取組状況を公表す

るものとする。総人件費に

ついては、政府の方針を踏

まえ、厳しく見直しをする

ものとする。 

務についても同様の効率

化を図るものとする。ま

た、人件費については、次

項に基づいた効率化を図

る。なお、国の資産債務改

革の趣旨を踏まえ、野木レ

ーダーステーションにつ

いて国庫納付する等、遊休

資産の処分等を進める。 

 

（２）人件費の合理化・効

率化 

給与水準については、国

家公務員の給与水準を十

分配慮し、手当を含め役職

員給与の在り方について

検証した上で、業務の特殊

性を踏まえた適正な水準

を維持するとともに、検証

結果や取組状況を公表す

るものとする。総人件費に

ついては、政府の方針を踏

まえ、厳しく見直しをする

ものとする。 

 

役職員給与の在り方に

ついて検証した上で、業

務の特殊性を踏まえた

適正な水準を維持する

とともに、検証結果や取

組状況を公表する。 

６．総人件費見直しについ

て、政府の方針を踏ま

え、対応する。 

 

【定量的指標】 

○一般管理費の効率化（中

長期目標期間中に平成

24 年度比 15%以上）*。 

○一般管理費以外の事業

費の効率化（中長期目標

期間中に平成 24 年度比

5%以上）。 

*：法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより

発生する義務的経費等

の特殊要因経費を除く 

最終年度を基準として設定されてい

るが、業務の成果とのバランスを崩

さない目標値をどのように設定する

のかが引き続きの課題。効率化・合

理化することが何らかの評価に繋が

る（次目標値の緩和の許容など）よ

うなインセンティブも必要と考え

る。 

 

○収入の大幅な伸びは高く評価でき

る。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―４ 情報技術の活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ４．情報技術の

活用 

情報技術及び

情報システムを

用いて研究開発

プロセスの革新

及び業務運営の

効率化を図り、

プロジェクト業

務の効率化や信

頼性向上を実現

する。 

また、財務会

計業務及び管理

業務に係る主要

な業務・システ

ムについて、最

適化計画を実施

し、同計画に基

づく業務の効率

化を実現する。 

このような取

組等により、管

理部門について

は、一層の人員

やコストの削減

を図る。 

４．情報技術の

活用 

情報技術及び

情報システムを

用いて研究開発

プロセスの革新

及び業務運営の

効率化を図り、

プロジェクト業

務の効率化や信

頼性向上を実現

する。 

また、平成 23

年度に改定・公

表した「財務会

計業務及び管理

業務の業務・シ

ステム最適化計

画」を実施し、業

務の効率化を実

現する。 

このような取

組等により、管

理部門について

は、一層の人員

やコストの削減

を図る。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、

各年度の業務運営に関する計

画の達成状況等 

 

１．情報技術及び情報システ

ムを用いて一層の業務の効

率化、確実化及び信頼性向

上を図る 

２．平成 26 年度までの実績

を踏まえ、数値シミュレー

ションやソフトウェアエン

ジニアリングの情報技術を

用いて、研究開発のプロセ

スの革新を目指し、プロジ

ェクト等への適用を進め

る。 

３．新たに導入する JAXA ス

ーパーコンピュータの整備

を引き続き行うとともに、

維持・運用を確実に行う。 

４．平成 23 年度に改定・公

表した「財務会計業務及び

管理業務の業務・システム

最適化計画」に基づき、申

請業務の効率化等の改善に

取り組む。 

情報技術及び情報システムを用いた一層の業務の効率化、確実化及び信頼

性向上 

１．スーパーコンピュータ（スパコン）について、前中期では、ロケット・

航空分野を中心に活用してきたが、今中期では、新たな数値シミュレー

ション技術を獲得したことで、研究開発プロセスを革新する活用が進ん

だことから、平成 28（2016）年 4 月より新スパコンのフル稼動（約

3PFlops、旧型の約 20 倍の性能）を開始した。さらに、調布（スパコン

側）ー筑波（地球観測衛星データ保管側）間のネットワーク回線を増速

（1Gbps→10Gbps）し、地球観測等の大量のデータ授受を可能とした。 

 

２．JAXA の共通情報システムは、前中期まで、執務室の自席で利用するこ

とを前提に整備・運用してきたが、世の中の IT 技術の進展をとらえ、今

中期では、執務室の自席でできることは、在宅でも出張先でもできるよ

うに、共通情報システムの利便性向上（モバイル PC＋無線 LAN 環境の向

上、メール・グループウェアの刷新、電子決裁の拡大、個人用ストレー

ジ容量の 25 倍増（40GB→1TB）、Web 会議システムの拡張）に取り組み、

平成 29（2017）年 1月から順次、運用を開始した。また、サーバ類につ

いては、セキュリティ等の理由で事業所内で保有すべきものを除き、全

て、パブリッククラウドサービスに移行し（約 100 システム）、JAXA 独

自でバックアップサイトを整備・運用するよりもはるかに安価かつ短期

間で、被災時等の業務停止リスクを低減できた。 

 

３．また、前中期までは、JAXA 向けに独自開発したものを維持・運用して

きたが、世の中の IT 技術の進展により、汎用の IT サービスや業務シス

テムが充実してきたことから、今中期からは、積極的にそれらを採用す

る方針に転換した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成

28（2016）年までに

予定した業務は全

て実施し、中長期計

画及び中長期目標

は達成される見込

みである。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、

概ね着実に業務が実施されたと認め

られた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○スーパーコンピュータの更新を行

い、培ってきた数値シミュレーシ

ョン技術を様々な環境で応用でき

る環境を整えた。これにより、将来

的な成果の創出が期待される。 

 

○共通情報システムの更新を積極的

に行い業務の生産性向上に貢献し

た。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○情報セキュリティレベルを確保し

つつ、情報通信技術を活用するこ

とにより、業務の効率化をさらに

進めていくことが期待される。 

－ 
 

 
４．その他参考情報 

特になし 

 



74 
  

  



75 
  

様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ～Ⅶ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 Ⅳ．財務内容の改

善に関する事項 

固定的経費の節

減等による予算の

効率的な執行、競

争的資金や受託収

入等の自己収入の

増加等に努め、よ

り適切な財務内容

の実現を図る。な

お、自己収入の増

加に向けて、先端

的な研究開発成果

の活用等について

幅広く検討を行

う。 

また、毎年の運

営費交付金額の算

定に向けては、運

営費交付金債務残

高の発生状況にも

留意する。 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを

含む。）、収支計画及び資金

計画 

固定的経費の節減等による

予算の効率的な執行、競争的

資金や受託収入等の自己収入

の増加等に努め、より適切な

財務内容の実現を図る。なお、

自己収入の増加に向けて、先

端的な研究開発成果の活用等

について幅広く検討を行う。 

また、毎年の運営費交付金

額の算定に向けては、運営費

交付金債務残高の発生状況に

も留意する。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、282

億円とする。短期借入金が想

定される事態としては、運営

費交付金の受入れに遅延等が

生じた場合がある。 

 

Ⅴ．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産

がある場合には、当該財産

の処分に関する計画 

野木レーダーステーション

（鹿児島県西之表市安城字鹿

毛馬頭 3409-5 及び鹿児島県

西之表市安城字小畑尻 3366-

4 の土地を除く。）について

は、独立行政法人通則法に則

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．固定的経費の節減

等による予算の効率

的な執行、競争的資

金や受託収入等の自

己収入の増加等に努

め、より適切な財務

内容の実現を図る。 

２．自己収入の増加に

向けて、先端的な研

究開発成果の活用等

について幅広く検討

を行う。 

３．毎年の運営費交付

金額の算定に向けて

は、運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意する。 

４．短期借入金の限度

額は、282 億円とす

る。 

５．野木レーダーステ

ーションについては

平成25年度に現物で

国庫納付する。小笠

原宿舎用地について

は、平成 27 年度に現

物で国庫納付する。 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

固定的経費の節減等による予算の効率的な執行、競争的資

金や受託収入等の自己収入の増加等に努め、適切な財務内容

を実現した。なお、自己収入については、国際宇宙ステーシ

ョン（ISS）等の有償利用、知財収入などの拡大に努めた。

特に競争的資金等については、国立研究開発法人科学技術振

興機構（JST）の「イノベーションハブ構築支援事業」（最長

5 年間、最大 4.5 億円／年）、防衛省防衛装備庁の「安全保

障技術研究推進制度」（3 年間、最大 3,900 万円／年）が採

択されるなど新規の獲得に努めた結果、21 億円を獲得し、

平成 24 年度比で 2.3 倍増の水準まで達した。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

国等への資金請求及び資金繰りを適切に実施し、平成 25

（2013）年度から 28（2016）年度まで、短期借入金の実績は

ない。 

 

Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に関する計画 

１．中長期計画当初に計画された以下の処分案件について、

国庫納付が完了した。 

（１）野木レーダーステーション：平成 25 年 9 月 30 日現物

納付 

（２）小笠原宿舎用地：平成 28 年 2月 23 日現物納付 

２．中長期計画当初に計画されていない以下の処分案件につ

いて、国庫納付が完了した。 

（１）第 2期中長期目標期間における運営費交付金の精算収

益化額に相当する額：平成 26（2014）年 3月 31 日現物納

付 

 

Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 

１．中長期計画当初に計画された以下の処分案件について、

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画上、平成 28

（2016）年度までに予

定した業務は全て実施

し、中長期計画及び中

期⽬標は達成される見

込みである。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○競争的資金の獲得が平成 24 年度比

で 2.3 倍となったことは、適切な自

己収入増加の取組の成果として、高

く評価できる。 

 

○予算の運用については適切に行った

と評価できる。 

 

＜その他特筆すべき事項＞ 

○第３期中長期目標期間中における会

計検査院による指摘事項について、

対応状況を以下の通り確認した。 

 

○平成 26 年度会計検査院による指摘

事項（処置済）（平成 27 年度評価書

より抜粋） 

１．指摘概要 

①引渡書の作成状況 

無償寄託等資産 283 件（帳簿価額

計 72 億 8147 万余円）中、受寄者等

へ資産を引き渡す際に引渡書を作成

していなかった資産が 44 件（帳簿価

額計 12 億 3060 万余円）、引渡書は

作成しているが引渡条件を付記して

いなかった資産が 45 件（帳簿価額計

12 億 6847 万余円）見受けられた。 

－ 
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して平成 25 年度に現物で国

庫納付する。また、小笠原宿

舎用地については、平成 27 

年度に現物で国庫納付する。 

 

Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きは、その計画 

不要財産として国庫納付を

しない野木レーダーステーシ

ョンの残余部分（鹿児島県西

之表市安城字鹿毛馬頭 3409-

5 及び鹿児島県西之表市安城

字小畑尻 3366-4 の土地）につ

いては、平成 25 年度以降に

売却を行う。 

 

Ⅶ．剰余金の使途 

機構の実施する業務の充

実、所有施設の改修、職員教

育等の充実に充てる。 

 

６．不要財産として国

庫納付をしない野木

レーダーステーショ

ンの残余部分につい

ては、平成 25 年度以

降に売却を行う。 

７．剰余金が発生した

場合は、機構の実施

する業務の充実、所

有設備の改修、職員

教育等の充実に充て

る。 

譲渡が完了した。 

（１）野木レーダーステーション（不要財産として国庫納付

をしない残余部分）：平成 25 年 7月 29 日売買契約 

２．中長期計画当初に計画されていない以下の処分案件につ

いて、譲渡が完了した。 

（１）長坪退避室、川原瀬退避室：平成 26 年 3月 31 日無償

譲渡 

（２）次世代運用システム（DREAMS）技術実証用飛行機：平

成 27（2015）年 4月 1 日売買契約 

（３）準天頂衛星初号機「みちびき」（QZS-1）：平成 29（2017）

年 2月 28 日無償譲渡 

 

Ⅶ．剰余金の使途 

平成 25 年度から 28 年度まで、剰余金の実績はない。 

 

②無償寄託期間延長時の手続き 

無償寄託が行われていた3会社74

件（帳簿価額計 20 億 1960 万余円）

中、36 件（帳簿価額計 14 億 6356 万

余円）の期間延長の手続きが確認で

きなかった。 

２．JAXA による改善処置 

平成 27 年 9 月、上記指摘に基づ

き、引渡書の作成、資産使用責任者

等に対する研修、資産取扱要領等の

改訂を行い、資産責任者が引渡書の

作成等を確認する体制を整備すると

ともに、無償寄託の期間を延長する

際、資産使用責任者は資産責任者の

承認を得ることとし、手続を明確に

する処置を講じた。 

３．会計検査院によるフォローアップ 

改善処置後のフォローアップ検査

においても新たな要処置事項は発生

していない。 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―１ 施設・設備に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286、0287 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １．施設・設備に

関する事項 

衛星等の確実

な打ち上げ及び

運用と、研究の

推進に必要な施

設・設備の更新・

整備を重点的・

計画的に実施す

る こ と に 努 め

る。 

１．施設・設備に関する事項 

平成 25 年度から平成 29 年度内に整備・更

新する施設・設備は次のとおりである。 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

宇宙・航空に関する

打ち上げ、追跡・管

制、試験その他の研

究開発に係る施設・

設備 

10,872 
施設整備

費補助金 

 

［注］金額については見込みである。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向

けた、各年度の業務運

営に関する計画の達成

状況等 

 

１．宇宙・航空に関する

打ち上げ、追跡・管

制、試験その他の研

究開発に係る施設・

設備に関する計画の

整備・更新の進捗は

順調か。 

１．維持費削減 

 電力消費量削減支援ツール「電力見える

化システム」の整備や電力需給契約への新

電力の参入促進、業務プロセス分析による

業務見直し等を通じて、拡大する JAXA 事業

を支える共通系施設設備の電力使用量と保

全運用費を削減した。 

（１）電力使用量：前中期末比：6%（年間約

1 億円）の削減（削減目標に対し 120%の成

果）※28 年度末時点 

（２）保全運用費：前中期末比：7%（年間約

2 億円）の削減（削減目標に対し 140%の成

果）※28 年度末時点 

 

２．ロケットのオンタイム打上げを支える

リスク低減 

 山間部に立地する事業所の自然災害リス

ク（土砂災害）に対し予防保全を推進し、特

に、種子島宇宙センターと内之浦宇宙空間

観測所の JAXA 保有道路について調査・計測

と予防保全を集中的に実施した。近隣都道

府県では年間 50件以上の土砂災害が発生し

ている中、ロケット搬送路への対策を集中

的に実施したことで土砂災害の発生を抑止

し、今中期において、JAXA 初の 5 か月間に

5 機連続打ち上げを含む計 16 機（28 年度末

時点）のオンタイム打上げに大きく貢献し

た。 

 

３．施設・設備の整備を通じた業務課題の改

善 

 調布航空宇宙センター2m×2m 遷音速風洞

試験設備は、設備から生じる騒音のために

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○ロケットの打ち上げ

リスク低減策を集中

的 に 実 施 す る な ど

JAXA 事業を確実に支

えるとともに、JAXA 事

業が拡大する中でそ

れを支える共通系施

設設備の維持費を削

減した。 

○加えて、施設・設備の

整備を通じた業務課

題の改善を実施する

ことで、社会貢献につ

ながる期待等が得ら

れた。 

○なお、中長期計画上、

平成 28（2016）年度ま

でに予定した業務は

全て実施し、中長期計

画及び中長期目標は

達成される見込みで

ある。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

自己評価では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○電力使用量の削減や維持費の削減は

着実に行われており高く評価できる

（Ⅰ.5.（3）基盤的な施設・設備の

整備の A 評定に本活動の評価も含

む）。 

 

○予防保全活動を行い世界最高水準の

ロケットオンタイム打ち上げを支え

たことは高く評価できる。（Ⅰ.1.（4）

宇宙輸送システムのＳ評定に本活動

の評価も含む）。 

 

○調布航空宇宙センターの 2m×2m 遷

音速風洞試験設備の防音対策は単な

る老朽化更新や整備に留まらず、こ

の取組により当センターの地元住民

からの理解にもつながった点で評価

できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○施設・設備の状況分析・優先度評価

を実施し適切かつ道理的な老朽化対

策や予防保全の取組の継続的な推進

－ 
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20 年間以上運転が制限されていた。新たに

考案した防音対策は、同試験設備の運転制

約を取り払っただけでなく、近隣住民の心

理的生理的影響にも配慮することで JAXA 事

業に対する理解を深め、騒音問題の解決に

大きく貢献した。今後は、試験設備が持つ性

能を最大限に発揮することが可能となった

のみならず、獲得した新しい防音技術は広

く社会への活用が期待される。 

 

が求められるとともに、調布航空宇

宙センターの風洞防音対策に代表さ

れる多角的に恩恵がある設備更新や

整備を積極的に推進することが望ま

れる。 

 

○老朽化した施設の改修等について、

合理的な計画（波及効果の高いもの

から改修など）が引き続き望まれる。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○JAXA の全プロジェクトは、施設・設

備の確実な運用が前提で成り立って

いる。蔭でプロジェクトを支えてい

る人達の実績は高く評価したい。一

方、本項目のみに着目した場合、顕

著な成果を創出したとは言い難く、

着実に業務を実施したものと評価す

る。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視点）、

指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
２．人事に関する事項 

キャリアパスの設

計、職員に対するヒア

リングの充実及び外

部人材の登用等、人材

のマネジメントの恒

常的な改善を図り、高

い専門性や技術力を

持つ研究者・技術者、

プロジェクトを広い

視野でマネジメント

する能力を持つ人材

を育成するとともに、

ニーズ指向の浸透を

図り、機構内の一体的

な業務運営を実現す

る。 

また、業務の円滑な

遂行を図る。 

２．人事に関する計画 

キャリアパスの設

計、職員に対するヒア

リングの充実及び外部

人材の登用等、人材の

マネジメントの恒常的

な改善を図り、高い専

門性や技術力を持つ研

究者・技術者、プロジェ

クトを広い視野でマネ

ジメントする能力を持

つ人材を育成するとと

もに、ニーズ指向の浸

透を図り、機構内の一

体的な業務運営を実現

する。 

また、業務の円滑な

遂行を図る。 

具体的には、人材育

成実施方針の維持・改

訂及び人材育成委員会

の運営等により、業務

の効果的・効率的な運

営を図る。 

また、国や民間等の

ニーズを踏まえた幅広

い業務に対応するた

め、以下の措置を講じ

る。 

（ａ）人材育成実施方

針に基づき、高度な

専門性や技術力を有

する人材、プロジェ

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年

度の業務運営に関する計画の達成

状況等 

 

１．キャリアパスの設計、職員に

対するヒアリングの充実及び外

部人材の登用等、人材マネジメ

ントの恒常的な改善を図り、高

い専門性や技術力を持つ研究

者・技術者、プロジェクトを広

い視野でマネジメントする能力

を持つ人材を育成するととも

に、ニーズ指向の浸透を図り、

機構内の一体的な業務運営を実

現する。 

２．人材育成実施方針の維持・改

訂及び人材育成委員会の運営等

により、業務の効果的・効率的

な運営を図る。 

３．国や民間等のニーズを踏まえ

た幅広い業務に対応するため、

以下の措置を講じる。 

（ａ）人材育成実施方針に基づき

高度な専門性や技術力を有する

人材、プロジェクトを広い視野

でマネジメントする能力を有す

る人材、外部ニーズと技術を橋

渡しできる人材等を養成するた

め、研修の充実等に取り組むと

ともに、適宜外部人材を登用す

る。 

（ｂ）組織横断的かつ弾力的な人

１．国立研究開発法人への移行を受け、理事長の

リーダーシップによりこれまでの人事制度に

ついて以下の見直しを多角的に行うことによ

り、JAXA 全体の活動が、価値の創出と成果の最

大化に繋がっていくよう、職員一人一人の意識

と働き方の基盤を根本から変容させた。 

（１）教育職人事制度の見直し：教育職の人事考

課制度について、中長期的視点からの学術研究

成果の評価のみならず、プロジェクト等の開発

業務への貢献を積極的に評価する仕組みとし、

目標達成に向けた役割分担や責任分担を明確

にしたうえで、評価・処遇に反映する仕組みに

抜本的に変更した。加えて、JAXA として初めて

裁量労働制を導入し、時間に縛られない研究環

境で成果を創出できる勤務環境の整備を行っ

た。これらを通じて、学術研究とプロジェクト

業務への取り組み方を改善し、一般職職員と一

体となって研究成果の最大化に取り組めるよ

う、教育職職員の意識と働き方を変革した。 

（２）外部人材の登用：クロスアポイントメント

制度の導入により、高度な専門技術を有する人

材をより相手方基準で柔軟に受け入れる制度

を新たに創設し、民間企業人材を含め JAXA で

は得られない高い専門性を有する外部人材 7

名（民間企業 4 名、大学 2名、研究機関 1 名）

を採用し、人材と知識の糾合を進めた。 

（３）基幹職人事制度の導入：管理職の概念を抜

本的に見直し、新たな価値の創出を自らリード

する役割を担う基幹職として再定義した。基幹

職は、理事長の定める経営・事業方針等に沿い、

期初に各々の役割・責任を踏まえた目標を設定

し、部下と共有しながら成果創出に努力した結

果により、これまで以上に大きく処遇に差が出

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○国立研究開発法人とし

ての成果の最大化や女

性活躍の推進の側面か

ら人事諸制度を見直し、

これらを具体的に進め

ることで、所期の目標を

上回る成果を創出した。 

○なお、中長期計画上、平

成 28（2016）年までに予

定した業務は全て実施

し、中長期計画及び中長

期目標は達成される見

込みである。 

評定 A 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

評価すべき実績の欄に示すとおり、

中長期計画に定められた以上の業務の

進捗が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○教育職の人事制度見直しや基幹職人

事制度の見直しを行い、管理職の人

事制度を JAXA の役割に合わせて改

善した。具体的には管理職を新たな

価値の創出を自らリードする役割を

担う基幹職と再定義し、成果創出の

実績によりこれまで以上に処遇に差

をつける仕組みとすることで、管理

職の意識改革を行った。この取組は

本見込評価総合評定 A を創出する原

動力となった人材を育成したという

点で、顕著な成果と言える。 

 

○中長期計画に定められた業務を着実

に実施したことに加え、特に職員の

業務の円滑な遂行のため、ワークラ

イフバランス改善に関する取組を積

極的に行った。残業時間縮減の取組

や女性活躍の推進、フレックス制度

等の積極的導入を進めたことによ

り、将来的な顕著な成果の創出が期

待される。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○優秀な人材の確保は、国際競争力の

強化という研究開発法人の目標達成

－ 
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クトを広い視野でマ

ネジメントする能力

を有する人材、外部

ニーズと技術を橋渡

しできる人材等を養

成するため、研修の

充実等に取り組むと

ともに、適宜外部人

材を登用する。 

（ｂ）組織横断的かつ

弾力的な人材配置を

図るとともに、任期

付職員の効果的な活

用を推進する。 

材配置を図るとともに、任期付

職員の効果的な活用を推進す

る。 

る仕組みとした。これにより、JAXA 全体の価値

創出に対する意識と働き方を変革した。 

（４）組織横断的な人事配置：ミッション企画機

能の強化や全社的な研究開発体制の見直し、新

規プロジェクトの立ち上げ等の人材需要に対

応し、人員増が望めない中で、組織横断的に柔

軟な人員配置を行った。さらに研究員及び開発

員から研究開発員へ変更し、研究と開発を垣根

なく推進する意識に変容した。 

 

２．女性比率の低い宇宙航空分野において女性が

より働きやすい職場に変革するために、理事長

のリーダーシップにより以下の施策を次々と

導入し、今中長期計画期間中に女性活躍の促進

とワーク・ライフ・バランスの向上を大幅に実

現した。 

（１）残業時間の縮減：今中長期計画期間終了年

度の平成 29 年度には、対 27 年度比で 30%の削

減を行う行動計画を策定・公表し、組織を挙げ

て長時間労働の縮減に取り組み中。（毎年度増

大傾向だったところ 28 年度は約 7%縮減） 

（２）女性活躍の推進：前中期では存在しなかっ

た女性役員 1名、女性部長 1 名、女性プロジェ

クトマネージャ 1名が新たに任用され、また、

女性採用比率も 25 年度 38.2%→28 年度 40.4%

へ、女性管理職比率も 25 年度 3.4%→28 年度

7.8%へと拡大させた。 

（３）ワーク・ライフ・バランスの実現：フレッ

クス制度の拡大（25 年度 74 名→28 年度 424

名）、テレワークの試行（28 年度新設 17 名）、

育児短時間勤務の要件拡大（小学校就学前→小

学校 3年生迄）を行い、育児・介護者、男女を

問わず働きやすい環境の整備に努め、成果の最

大化のための業務に集中できるようになりつ

つある。 

 

には不可欠である。優秀な任期付職

員が定着できるようなキャリアパス

の提示を検討することが必要。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○女性比率は未だ低いが、重点を置い

て取組を進めた結果、比率が向上し

ている点は評価できる。 

 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―３ 安全・信頼性に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 29 年度行政事業レビューシート番号 0286 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３．安全・信頼性に関する

事項 

経営層を含む安全及び

ミッション保証のための

品質保証管理体制を構築・

維持し、その内部監査及び

外部監査における指摘事

項を的確に反映する等に

より、課題を減少させ、ミ

ッションの完全な喪失を

回避する。万一ミッション

の完全な喪失が生じた場

合には、経営層における責

任を明確化するとともに、

原因の究明と再発防止を

図る。 

また、打ち上げ等に関し

て、国際約束、法令及び科

学技術・学術審議会が策定

する指針等に従い、安全確

保を図る。 

３．安全・信頼性に関する

事項 

経営層を含む安全及び

ミッション保証のための

品質保証管理体制を構築・

維持し、その内部監査及び

外部監査における指摘事

項を的確に反映する等に

より、課題を減少させ、ミ

ッションの完全な喪失を

回避する。万一ミッション

の完全な喪失が生じた場

合には、経営層における責

任を明確化するとともに、

原因の究明と再発防止を

図る。具体的には、 

（ａ）これまでに整備した

品質マネジメントシス

テムを確実に運用し、継

続的に改善する。 

（ｂ）安全・信頼性教育・

訓練を継続的に行い、機

構全体の意識向上を図

る。 

（ｃ）機構全体の安全・信

頼性に係る共通技術デ

ータベースの充実、技術

標準・技術基準の維持・

改訂等により技術の継

承・蓄積と予防措置の徹

底、事故・不具合の低減

を図る。 

また、打ち上げ等に関し

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向け

た、各年度の業務運営に関

する計画の達成状況等 

 

１．経営層を含む安全及び

ミッション保証のため

の品質保証管理体制を

構築・維持し、その内部

監査及び外部監査にお

ける指摘事項を的確に

反映する等により、課題

を減少させ、ミッション

の完全な喪失を回避す

る。万一ミッションの完

全な喪失が生じた場合

には、経営層における責

任を明確化するととも

に、原因の究明と再発防

止を図る。 

具体的には、 

（ａ）これまで整備した品

質マネジメントシステ

ムを確実に運用し、継続

的に改善する。 

（ｂ）安全・信頼性教育・

訓練を継続的に行い、機

構全体の意識向上を図

る。 

（ｃ）機構全体の安全・信

頼性に係る共通技術デー

タベースの充実、技術基

準の維持・改訂等により

安全・信頼性の観点でミッション成功

を支援し、ミッション成功を通じて社会

に貢献した。また、ASTRO-H の運用異常を

受けて迅速に改善を図り、その後のミッ

ションを遅滞なく確実に成功に導くこと

につなげた。 

１．国内企業や海外宇宙機関との連携に

よる不具合情報の収集、分析、水平展開

の改善を図り、類似の不具合の発生防

止に貢献。 

２．延べ 1000 名を超える技術者・研究者

に対する研修を通じて安全・信頼性に

関する知見や意識の共有化を図ること

で、我が国の宇宙開発における本分野

の底上げに貢献。 

３．96 件の安全・信頼性・品質保証要求、

技術標準・技術基準の改・制定を行い、

これまでの知見を使える形で最新化す

るとともに、適切な形でプロジェクト

に適用し、確実な開発に貢献。 

４．JAXA の技術標準の国際標準化や国際

標準の国内への取り込みを通じて、国

際共同プロジェクトの効率的実施や国

内企業の海外競争力強化に貢献。 

以上の取組みにより以下を実現した。 

（１）今中期における不具合総数を前中

期比で約 3 割低減（前中期平均 240 件

/年→今中期 183 件/年：見込み） 

（２）H-IIA/Bロケット及びイプシロンロ

ケットについて、28 年度末時点で計 16

機全ての打上げに成功（今中期は計 23

機を打上げ見込み。前中期は 11 機）。

同一期間中、世界で 348 機の打上げが

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

○X 線天文衛星「ひとみ」（ASTRO 

-H）の運用異常を受けた再発防

止策の全社水平展開、進行中の

プロジェクトの総点検を全社の

能力を糾合して迅速に実施した

とともに、独立評価機能の強化

等を通じて、確実な安全・ミッ

ション保証のための体制の再構

築を行った。 

○中長期計画上、平成 27（2015）

年度の ASTRO-H のミッション喪

失を除き、平成 28（2016）年ま

でに予定した業務は全て実施

し、中長期計画及び中長期目標

は達成される見込みである。 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

るため。 

 自己評定では A 評定であるが、今後

の課題・指摘事項の欄に示す点につい

て、さらなる改善を期待したい。 

 

＜評価すべき実績＞ 

○「ひとみ」の運用以上を受けた再発

防止策の検討や残遮水平展開、他プ

ロジェクトの総点検等を実施し、プ

ロジェクト管理の強化を行った。 

 

○地道な延べ 1000 名を超える技術者・

研究者に対する安全・信頼性確保に

関する研修活動は、我が国の宇宙開

発における本分野の底上げに貢献し

たとして高く評価できる。 

 

○96 件の安全・信頼性・品質保証要求、

技術標準・技術基準の改・制定を行

い、これまでの知見を使える形で最

新化したことは、信頼性設計等に関

する研究開発が進展していることを

示し、高く評価できる。 

 

○これまでの地道な安全信頼性向上活

動により、今中期における不具合総

数を前中期比で約 3 割低減したこと

は高く評価できる。 

 

－ 
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て、国際約束、法令及び科

学技術・学術審議会が策定

する指針等に従い、安全確

保を図る。 

技術の継承・蓄積と予防

措置の徹底、事故・不具

合の低減を図る。 

２．打ち上げ等に関して、

国際約束、法令及び科学

技術・学術審議会が策定

する指針等に従い、安全

確保を図る。 

行われ、14 機が打上げ若しくは軌道投

入に失敗（平成 25（2013）年 4月 1 日

～29（2017）年 3 月 31 日）。日本は、

世界水準を凌駕する高い成功率・オン

タイム率を維持（H-IIA/Bロケット打上

げ成功率 97.4%、過去 5 年オンタイム

成功率 100%）。 

（３）JAXA が関与した 15 機の人工衛星

及び宇宙ステーション補給機「こうの

とり」（HTV）のうち、X線天文衛星「ひ

とみ」（ASTRO-H）を除く 14 機について

は、正常に運用が行われ、ミッションの

達成に向け貢献。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○宇宙開発におけるチャレンジと信頼

性確保はトレードオフの関係ではな

く、信頼性確保はプロジェクトの基

盤・土台である。基盤・土台が堅固

であれば、より高いチャレンジが可

能となるので、企画・コンセプト、

計画、設計、製造、オペレーション

等全てのステージにおいて信頼性第

一の取組が必要である。 

 

○「ひとみ」の喪失の反省に基づき安

全・信頼性についての意識向上を図

る体制が作られたが、教育や訓練に

加えて、安全・信頼意識の共有につ

いての職員の主体的な問題意識を反

映できる仕組み（職場環境の改善な

どについてのパブコメの収集など）

が望まれる。 

 

○現在政府が進めているミッションア

シュアランスに関する検討は、単一

のシステムとしてとらえるのではな

く、宇宙システム全体として捉える

必要がある。現状の安全性・信頼性

の範疇ではないが、今後はそのよう

な視点も含めた取組を進めることを

期待する。 

 

○平成 27 年度の「ひとみ」の事故後の

平成 28 年度も HTV 搭載導電性テザ

ー実証実験の一部機能実証失敗や

SS-520-4 号機の軌道投入失敗など

があり、引き続きの安全・信頼性技

術の向上が必要である。 

 

＜有識者からの意見＞ 

○平成 27 年度の「ひとみ」の喪失事案

を受け、ＪＡＸＡはプロジェクトマ

ネジメント改革に着手したが、平成

29 年の SS-520-4 号機の実験失敗の

原因究明結果等を踏まえ、今後も引

き続き信頼性の確保に努めていくこ

とが重要である。 

 

 
４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―４ 中長期目標期間を超える債務 

当該項目の重要度、難易度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー ― 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 
H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

- - - - - - -  - 

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （該当無し） 

 

中長期目標期間を超え

る債務負担については、ロ

ケット・衛星等の研究開発

に係る業務の期間が中長

期目標期間を超える場合

で、当該債務負担行為の必

要性及び資金計画への影

響を勘案し合理的と判断

されるものについて行う。 

【主な評価指標】 

中長期計画の達成に向けた、各年度の業務

運営に関する計画の達成状況等 

 

１．中長期目標期間を超える債務負担につ

いては、ロケット・衛星等の研究開発に

係る業務運営の機関が中長期目標期間

を超える場合で、当該債務負担行為の必

要性及び資金計画への影響を勘案し合

理的と判断されるものについて行う。 

２．中長期目標期間を超える債務負担は有

るか。有る場合は､その理由は適切か。 

 

ロケット・衛星に代表される

ように JAXA の研究開発に係る

業務において、次期においても

主務大臣により中長期目標と

して認められる可能性が高い

事業に限定した上で、その目標

の達成のために、今中期から継

続して調達が必要であると法

人の長が判断したものに対し

て、中長期目標期間を超える債

務負担を行っている。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

中長期計画を踏まえて、適

切に実施している。 

 

評定 B 評定 － 
＜評定に至った理由＞ 

中長期計画に定められたとおり、概

ね着実に業務が実施されたと認められ

た。 

 

－ 

 
４．その他参考情報 

特になし 

 
※「Ⅷ－５ 積立金の使途」については、第 2 期中期目標期間中の最終年度における積立金はないため、評価対象外。 
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